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積雪地域における屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強に関する研究
　2005年12月から2006年1月にかけての断続的な降雪により，北海道から山口県までの日本海側
では豪雪となった。この豪雪による被害は戦後2番目の規模となり，気象庁では43年ぶりにこの大
雪を「平成18年豪雪」と命名した。この豪雪による被害状況をみると，年齢が60歳以上の高齢者に
被害が集中するとともに，「屋根からの転落」「落氷雪」のような木造住宅の屋根雪処理に起因する事
故が大半を占めており，高齢者に配慮した屋根雪処理を検討することが急務となっている。これに対
し，雪荷重による木造住宅の倒壊は18棟と少なく，住宅の構造的安全性は過去の豪雪による被害を
教訓として向上してきたことが伺える。しかし，「平成18年豪雪」の前冬期に新潟県中越地方で発生
した豪雪による被害状況をみると，98棟の木造住宅が全壊しており，豪雪による住宅の構造的被害
としては近年で最も大きな被害となった。これらの全壊した木造住宅のうち93棟は，前年の2004
年10に発生した新潟県中越地震により損傷を受けた木造住宅であった。このような中越地方で発生
した一連の被害状況をみると，地震と豪雪との複合災害の様相を呈しており，積雪地域における木造
住宅では，積雪期の地震を想定した構造安全性を検討することが課題となっている。
　積雪期の地震に対する木造住宅の耐震設計では，雪荷重の増加に伴い地震荷重が増加するため，地
震荷重を算定する際には，雪荷重を屋根重量に加える必要がある。建築基準法施行令の許容応力度計
算等をみると，多雪区域における建築物の地震荷重算定では，荷重係数0．35を乗じた地震力算定用
雪荷重を建築物の重量に加える必要がある。これに対し，建築基準法施行令第46条における在来軸
組構法の壁量計算をみると，「軽い屋根」と「重い屋根」に対する2種類の壁量が規定されているが，
屋根重量に加える雪荷重は考慮されていない。このため，北海道建築基準法施行条例によると，塗装
鋼板i葺きのような「軽い屋根」に該当する場合は，雪荷重を考慮して「重い屋根」の壁量を適用させ
ている。この場合，O．3iciN／m2が雪荷重として屋根重量に加えられたことになるが，積雪地域では地上
積雪深が平年で1～2mに達する場合もあり，地震力算定用雪荷重が2．OkN∠m2に達することも考えら
れるため，「重い屋根」の壁量を用いた耐震設計の妥当性を検討する必要がある。一方，2000年に制
定された品確法（住宅の品質確保の促進などに関する法律）や2004年に改定された耐震診断法では，
屋根重量に加える雪荷重が考慮されている。さらに，山形県や長野県では，行政指導として雪荷重を
考慮した壁量を提示している。しかし，積雪期の地震を想定した耐震性に関する研究は少ないため，
雪荷重と耐震性との関係に対して十分な検討が必要である。同時に，積雪地域に「重い屋根1の壁量
で建築された木造住宅に対しては，今後の大地震に備えた耐震補強の必要性を検討することも極めて
重要となる。
　一方，新潟県中越地方における一連の自然災害を背景とした雪崩対策に関する研究では，地震の規
模と斜面積雪の安定性との関係を検討しており，地震による積雪の破壊が雪崩を誘発する可能性を指
摘している。このような振動による積雪の破壊は木造住宅の屋根雪でも発生する可能性がある。積雪
地域における木造住宅では，「無落雪」，「雪下ろし」，「勾配屋根の自然滑落」のような屋根雪処理が
行われており，「無落雪」および「勾配屋根の自然滑落」の屋根葺材には屋根雪がすべり易い塗装鋼
板が多く使用されている。このことから，振動により屋根雪が破壊した後は屋根雪が屋根葺材上を滑
動する可能性があり，このような屋根雪の動的挙動によって木造住宅の地震応答は大きく変化するも
のと考えられる。従って，屋根雪処理と屋根雪の動的挙動との関係を検討するとともに，これらの関
係が木造住宅の地震応答に及ぼす影響を明らかにし，積雪状態にある木造住宅の実情に即した耐震性
を適正に評価する必要がある。
　このような背景から本研究では，積雪地域における屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設
計・耐震補強を確立することを目的に，以下に示す項目に従って検討を行った。
1）積雪地域における屋根雪処理の地域特性と木造住宅の地震対策との関係
2）雪荷重と木造住宅との耐震性との関係
3）屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係
4）屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強
本論文は，以下に示す第1章からrg　6章で構成した。
第1章　序論
　rg　1章では，研究の背景および目的を示すとともに，既往の研究との位置づけと研究のオリジナリ
ティを明示した。
第2章　屋根雪処理の地域特性と地震対策との関係
　第2章では，既往の住宅統計資料を用いた分析により，屋根雪処理の地域特性を明確にするととに，
屋根雪処理別の地震対策を検討した。その結果，北海道，東北地方，および北陸地方の各積雪地域で
は，複数の屋根雪処理が混在しており，各地域で普及している屋根雪処理と気象条件を考慮した地震
対策の必要性を指摘した。さらに，各地域で考慮する必要がある屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震
応答との関係を屋根雪処理別に示した。
第3章雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
　第3章では，積雪地域における木造住宅の耐震性の実態把握および雪荷重が木造住宅の耐震性に及
ぼす影響を明らかにすることを目的に，札幌市の既存2階建て在来軸組構法を対象に耐震診断および
地震応答解析を行った。耐震診断では，柱頭・柱脚部の金物が取り付けられていない住宅が多く，設
計用積雪深1．Om程度の雪荷重が作用した揚合においても評点1．0を上回る住宅は全体のle％以下と
なり，雪荷重を考慮した耐震設計・耐震補強の必要性を明らかにした。地震応答解析では，設計用積
雪深を変化させ，雪荷重が地震動の規模と耐震性との関係に及ぼす影響を検討したeその結果，震度
6強以上になると雪荷重の増加に伴い最大応答変位が増加する関係を示し，雪荷重の増加によって被
害が拡大することを明らかにした。さらに，雪荷重の増加に伴い2F応答変位の増加が顕著となり，
耐震補強を行う場合はIFのみならず2Fに対しても配慮が必要になることを明らかにした、
第4章　構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係
　第4章では，屋根雪の動的挙動と木造住宅の応答性状との関係を明らかにすることを目的に，平屋
建ての無落雪屋根を想定した試験体を用いた基礎的な振動実験を行った。振動実験では，屋根雪の破
壊形態と加速度との関係，屋根雪の破壊形態と構造体の応答性状との関係，屋根雪滑動時の動的挙動
と構造体の応答性状との関係を検討した。その結果，屋根雪の破壊形態別の加速度を検討し，屋根雪
の水平面に形成される弱層から破壊する可能性が高いことを明らかにした。さらに，屋根雪破壊時お
よび滑動した際における構造体の応答性状は，屋根雪滑動の拘束度，屋根葺材の表面性状，振動時に
おける屋根雪と構造体の位相差が影響を及ぼすことを明らかにした。
第5章屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震設計・耐震補強との関係
　第5章では，第4章で得られた知見を基に，屋根雪の動的挙動を表す復元力特性モデルを検討する
とともに，地震応答解析により屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を検討した。地震応
答解析では，屋根雪の動的挙動として「滑動なしj，「無落雪屋根の滑動（表面粗さ大と小の2種類〉」，
および「勾配屋根の滑落」を想定し，応答スペクトルおよび弾塑性解析による最大応答変位を算定し
た。その結果，屋根雪の動的挙動が発生することにより，構造体の応答速度および応答変位が減少し，
設計用積雪深1．Omの地震力算定用雪荷重を考慮した構造体では，想定以上の雪荷重が作用した場合
においても最大応答変位を安全限界に収めることが可能となることを明らかにした。このような知見
を基に屋根雪の動的挙動を考慮した耐震設計・耐震補強の検討フロー・一を提案した。
第6章　結論
　第6章では，第2章から第5章までの分析，調査，実験，解析で得られた結論お、よび今後の課題を
まとめて示した。
以上に示すように，本研究の成果は，積雪地域の木造住宅を取り巻く雪や地震に対する問題に配慮
した住宅設計に資するものと考えられる。
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第1章　序鵡
第1章　序論
Ll本研究の背景と目的
1．1．1木造住宅に関わる雪害の変遷
　日本列島は，急峻な山脈からなる弧状列島であり，冬期間はシベリア方面から冷却された季節風が
日本海の暖流を通過することによって雪雲が形成され，日本海側で多量の降雪・積雪がもたらされる。
そのため，屋根の雪下ろし中の転落，雪崩災害，降積雲による都市機能の阻害，交通の障害といった
雪害が毎年発生している。時には，観測史上稀にみる降積雪による豪雪が発生し，雪下ろし中の転落，
屋根雪の落下，倒壊した家屋の下敷き等により，甚大な人的・物的被害が発生する。こうした背景か
ら我が国では，1962年（昭和37年）から豪雪地帯対策特別措置法により豪雪地帯および特別豪雪地
帯を指定し11），様々な雪害対策を講じている。平成20年4月現在，豪雪地帯の面積は全国土面積の
約51％であり，全国の人口の約16％にあたる約2，013万人が生活している。特に降積雪が多く生活に
対して著しい障害が発生する恐れのある特別豪雪地帯は，面積が全国土面積の約20％であり，全国
の人口の約3％にあたる約350万人が生活している。
　他方，2005年12月から2006年1月にかけての断続的な降雪により，北海道から山口県までの日
本海側では豪雪となった。この豪雪による死者は152名，負傷者は2，145名に達し，雪害では戦後2
番目の規模となった1』1）。気象庁では，「38豪雪」以来，43年ぶりにこの冬期間の大雪を「平成18年
豪雪」と命名した。また，近年発生した雪害に関して防災白書11）をみると，2001年，2004年，およ
び2005年に「平成18年豪雪」より規模の小さい豪雪が発生している。このような近年発生した豪雪
と昭和期に発生した豪雪を対象に，災害統計資料1－2），防災白書1’1），および消防庁の統計資料BL　14）
から人的・住宅被害を表1．1に整理した。表のように，昭和期の豪雪には，1963年の「38豪雪」と
1970～1980年代の「56豪雪」，「59豪雪」があり，各地域の最深積雪は200～300cmを示す。これに
対し，2001年以降の場合をみると，2006年の「平成18年豪雪」は昭和期の豪雪に匹敵する最深積雪
となっているものの，他の場合は200cmに達していない。これらの豪雪のうち，2005年および2006
年の豪雪による事故の種類と死者の年齢構成を図1．1に示す。図のように，事故の種類は，「屋根か
らの転落」，「屋根からの落雪」が圧倒的に多く，住宅の屋根雪処理法が大きく関与している。死者の
年齢構成は，60歳以上が全体の約75％を占めており，高齢者による屋根雪処理中の事故により死亡
しているケースが大半を占めていることがわかる。木造住宅における屋根雪処理には，写真1．1に示
すように，屋根雪を載せたままにする「無落雪」，人力による「雪下ろし」，勾配屋根による「自然滑
落」に大別できるが，少子高齢化や核家族化のような現代の社会情勢・生活形態に対して木造住宅の
屋根雪処理法が対応していないことが指摘されている15）。豪雪地帯対策特別措置法においても，「雪
処理の担い手確保」，「高齢者の住まい方の検討」などが基本計画に追加されており11），実情に即し
た木造住宅の雪害対策検討が急務となっている。
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表蚤．1 昭和期および近年に発生した雪害状況1U1’2）・1’3）・1’4）
人的被害 住宅被害 被害発生の
豪雪年 死者i　　　… 負傷者
全壊i半壊　　　： 一部
ｹ傷
主な地域 最深積雪
　　…1963　昭和38　　… 　…
Q28i 35
　…
V53 98盛　… 一 ヒ陸地方
岡（318cm），富山（181c皿）
?i181cm），福井（213cm）
　　…
P97≠昭和52　　： 101i　： 83
　…56i
8零
@…
一
ヒ海道
k・北陸地方
目知安（228c皿），青森（195cm）
ｯ（172cm），上越（254cm）
1981i昭和5613霊 2三5
　…16＄　…
3。1i
一 北・北陸地方
庄（188cm），上越（251cm）
?i125cm），福井（196㎝・）
　　…19鴎昭和59
@　…
131i 136
　…
U1i
@…
　…
P2琴 一 ヒ陸地方
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図1．12005年および2006年の豪雪による事故の種類と死者の年齢構成
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【無落雪】
・屋根勾配を0°，あるいは水勾配程度の緩い内勾配としたM
　型屋根で，屋根雪を載せたままにする雪処理法（勾配屋根
　で雪止め金具などを取り付けた場合も含む）。
【雪下ろし】
●
●
●
rr
人力で屋根雪を下ろす雪処理法。
危険が伴い，高齢者の転落事故が急増している。
雪下ろしの担い手が不足している。
勲
〈t．J」 ，毛
【自然滑落】
・積極的に屋根雪を自然滑落させる雪処理法。塗装鋼板葺きが多く，棟部への雪切り板設置や屋根面突起を無くすることが重要。
雫　
写真1．1屋根雪処理の種類
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　これまでの豪雪による木造住宅の構造的な被害状況について，各豪雪年の全壊棟数を図1．2に示す。
図のように，昭和期の豪雪による全壊棟数は，1963年の「38豪雪Jが最も多いが，年数の経過に伴
い急激に減少する傾向を示す。2001年以降の場合をみても全壊棟数は少なく，最深積雪が「38豪雪」
に匹敵する2006年の「平成18年豪雪」では18棟となっている。このように，近年発生した豪雪に
よる木造住宅の倒壊は少ない。木造住宅の構造的性能が向上しているとともに，過去の豪雪により構
造的性能が低い木造住宅が淘汰されてきたことが要因であると考えられる。しかし，2005年の揚合
をみると，全壊棟数は約100棟となっており，「平成18年豪雪」に比べて約6倍の木造住宅が全壊し
ている。これは，前年（2004年）の10月に発生した新潟県中越地震で損傷を受けた住宅がその後の
豪雪で倒壊に至ったというケースである。新潟県の調べでは，豪雪で98棟の住宅が全壊し，そのう
ち93棟は地震で全壊と判定されていることが分かっている1’6）。このように，豪雪による住宅の被害
は，地震による損傷のような他の外乱が影響することも表面化している。
　以上に示したように，近年発生した木造住宅に関わる雪害状況をみると，高齢者に配慮した雪害対
策の検討が急務である。現代の社会情勢や生活形態に配慮した屋根雪処理の計画や，積雪期の地震を
想定するとともに雪と地震とを複合的に捉えた構造安全性の検討が積雪地域における高齢者に配慮
した住宅設計に対して新たな課題となっている。
0 200 400
　全壊棟数（棟）
600　　　　　800
齢1963年
11馬977年
　1981年
　1984年
　2001年
　2eo4年
　2005年
　2006年
ニコ　　　ノ’
≠減少傾向
　　　　新潟県中越地震で損傷
1　　　　した住宅が豪雪で全壊
＝二コ＿＿」
コ
図1．2　各豪雪年の全壊棟数
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1，L2積雪期の地震と木造住宅の被害想定
　前述のように，2005年の豪雪では，約100棟の木造住宅が全壊しており，そのうちの大半が2004
年の10月に発生した新潟県中越地震で損傷した木造住宅であることを示した。この中越地震は，マ
グニチュ・一ドが6．8，震源の深さが9～14kmの非常に強い内陸直下地震であった。震源に近い川口町
では気象庁で計測震度を採用して以来，初めて「震度7」を記録した。人的被害は死者48名，負傷
者4，794名であり，約3，000棟の木造住宅が全壊するとともに，78箇所で土砂崩れが発生するなど，
甚大な人的・物的被害をもたらした1乃。震災復興は，12月からの降雪を考慮し，急ピッチで行われ
たものの，2005年1月からの豪雪に見舞われ，地震で損傷を受けた木造住宅が雪荷重に耐え切れず
倒壊に至った。高橋1’9）は，このような新潟県中越地震における木造住宅の倒壊事例に基づいた地震
荷重と雪荷重の載荷順序を前後させた倒壊リスクのシミュレーションを行い，地震が発生した直後に
雪荷重が作用した場合の倒壊リスクが高いことを明らかにしている。また，道路脇の斜面では，雪崩
予防柵が地震で損傷を受けていたため，対策の効果が発揮されず，雪崩が発生して道路交通に大きな
影響を及ぼした1’8）。これらの状況をみると，中越地方で発生した一一連の自然災害は，地震と豪雪の
複合災害の様相を呈しており，積雪期の地震を想定した災害対策の必要性が指摘されるようになった。
　ここで，マグニチュード5以上を対象とした過去の地震12）・1・10）・　Lll）における発生時期および震源
地域を整理した結果を図1．3に示す。図のように，これまで積雪期（12A～3　A）に発生した地震は
全体の約35％を占めており，そのうちの約37％は北海道，東北地方，および北陸地方付近を震源と
した地震が発生している。このように，過去における地震の発生状況からみても積雪期の地震を想定
した災害対策を行う必要があることがわかるb次に，過去における積雪期の地震による被害の概要を
表1．2に示す。表のように，古くは，1666年2月1日にマグニチュード6．4の地震が発生しており，
新潟県上越高田で積雪4．5mの状態で強い揺れに遭遇したことが記録されている。「雪の壁に挟まれ
た」「屋根からの雪崩に飲み込まれた」などの記録があり，積雪により被害が拡大したことが伺える。
1927年3月7日に京都府の北丹後を襲った地震では，地震後に雪，雨，あられが継続し，低温によ
って衰弱死した人が多かったことが記録されている。このように，積雪期の地震では，積雪や低温の
i継続によって被害が拡大している。これらに対し，1961年2月2日に新潟県越後長岡を襲った地震
をみると，積雪2．Omの状態で強い揺れに遭遇しているものの，木造住宅周囲の積雪により倒壊を免
れる事例がみられ，1993年1月15日に北海道釧路市を襲った地震においては，低温凍結により道路
の亀裂が拡大しなかったことが報告されている。このように，積雪や低温の継続によって被害を縮小
させる事例もみられ，積雪期の地震における被災形態は様々である。このような状況をみると，積雪
期の地震を想定した災害対策では，積雪期の気象条件などを考慮した災害対策が必要になると考えら
れる。
1・5
地震発生の時期
積雪期地震の
発生地域
i　　　　　i　　　　　i　　　　　io　　i　　i　　i
1麓雪翔’
ﾏ恥鋤1?Q5
無積雪期（4月一11月｝　66．74
… i　　　　　　　i　　　　　　　i：　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　：
…　　　i　　　i　　　i
｝r磁
‘馳罰蝶蹴一 冒　　　　　． 関東1933
三3．45
関西
P0．92
中国
V561L76
北海道　　i
　　闇癇n域＝37％
i東海中部i　i四国・九州：　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　・
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
割合（％）
図1．3 過去の地震における発生時期・震源地域1’2）・1’10）・1」1）
表1．2積雪期に発生した過去の地震による被害状況1’2）・1」°）・Ll1）
ヒ　　日付 裡災地 地震のK模 概要
1666年2月互日上越高田i新潟県） M6．4
・積雪45mの状態で地震が発生
E侍屋敷700戸，民家多数が倒壊
E雪の壁に挟まれたり，屋根からの雪崩に飲み込まれ，
?ﾒは1，400～1，500人
1828年12月18日越後三条i新潟県） M69
・9，800戸が全潰，L200戸が焼失，　L400人が死亡
E積雪と震害との関係の記録は無し
1927年3月7日北丹後i京都府） M7．3
・4900戸が全壊，a600戸が焼失，乳900人が死亡
E地震後に雪，雨，あられ力弍降り続き，低温によって衰弱死した
lが多かった
1961年2月2日越後長岡i新潟県） M52
・積雪2．O磁の状態で地震が発生・2階部分が壊れたが，周囲の雪の壁に支えられ，1階
舶ｪは傾いても倒れなかった家屋あり
1993年1月15日釧路i北海道） M7．8
・気温が零下で，地面が凍りついたため，地震で道路
ﾉ亀裂が入ったが，大きく崩れなかった
E春になって道路の亀裂が進行した
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　一方，木造住宅の地震による災害対策は，被害想定を基に検討される。内閣府の「日本海溝・千島
海溝周辺海溝型地震の被害想定」112）をみると，兵庫県南部地震の被害状況から経験的に導いた被害
関数を基に被害想定を検討しており，表1．3に示すように，積雪地域で冬期に地震が発生した場合は
雪荷重により地震荷重が大きくなることで建築物の被害が拡大することを想定している。札幌市の
「第3次地震被害想定」1’13）をみても，冬期間における積雪の影響を考慮し，表L4に示すように，
揺れに対する建築物の全壊棟数は夏期に比べて約1．2倍になることを想定している。
　このような状況をみると，積雪地域の木造住宅は，積雪期の地震を想定し，地震と雪とを複合的に
捉えた耐震i設計を行う必要がある。
表1．3　日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の被害想定1’12）
；　季節
P
宮城県沖
ﾌ地震
三陸沖北部
@の地震
十勝沖・釧路沖
@の地震
根室沖・釧路沖
@　の地震
夏 500 70 1，200 10
冬 500 100 1，900 10
※表の数値は建築物の揺れによる全壊棟数
表L4　札幌市の第3次地震被害想定1’13）
’海溝型 内陸型
，季節
e
苫小牧沖　　円 石響野；瀦魏藩離囎息
夏 42
997i　　3q218i　　la377　三
冬 42 L・・2i　3乳611i　2砿336
※表の数値は建築物の揺れによる全壊棟数
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1，L3積雪期の地震と木造住宅の耐震基準
　木造住宅の構法は，主に，在来軸組構法と枠組壁構法がある。これらの耐震設計は，1950年の建
築基準法制定時から盛り込まれた壁量計算によって行われている。この壁量計算は建築基準法施行令
第46条に示されており，主に在来軸組構法を対象としたものであるが，枠組壁構法は，国土交通省
告示第1540号および1541号に基づいて耐震設計が行われている。壁量計算とは，耐力壁の実長にそ
の強さに応じた壁倍率を乗じ，規定されている必要壁量との大小関係で設計する手法である。在来軸
組構法と枠組壁構法で耐震要素の仕様が異なるため壁倍率は基準別に示されている。ここで，これら
の耐震基準の変遷を表1．5に示す。表のように，在来軸組構法の壁量計算は1950年の建築基準法制
定時に盛り込まれ，1959年に規定が強化されている。1981年には新耐震基準が制定され，その考え
方に基づいて壁量計算が見直されるとともに，構造用合板や石膏ボードの壁倍率が追加された。その
後，1995年に発生した兵庫県南部地震の被害状況から木造住宅の耐震性に関わる問題点が表面化し，
その年に柱頭・柱脚部の金物設置を奨励し，2000年には柱頭・柱脚部の金物設置の義務化（平成12
年建設省告示1460号）および耐力壁配置（偏心率）検討の義i務化（平成12年建設省告示第1365号）
が盛り込まれた。このように，地震被害の状況に応じて基準が改正されてきていることがわかる。こ
こで，在来軸組構法の必要壁量をみると表L6となる。必要壁量は建築基準法施行令第88条の地震
荷重に基づいて算定されており，屋根の重量が増加するほど地震荷重が増加することから，塗装鋼板
葺きのような「軽い屋根」と瓦葺きのような「重い屋根」の2種類に対する必要壁量が規定されてい
る。なお，総2階建て，および総3階建てを想定した必要壁量となっている。積雪期の地震を想定し
た揚合，屋根重量に雪荷重を加えて算定された地震荷重に対応した壁量とするものの，屋根重量に加
える雪荷重が考慮されていない。一方，北海道建築基準法施行条例によると，塗装鋼板葺きのような
「軽い屋根」に該当する場合は，雪荷重を考慮して「重い屋根Jの壁量を適用させている。この場合，
「軽い屋根」の固定荷重が0．6kN加2，「重い屋根」の固定荷重が0．91dN／m2であることから1’14），03kN／m2
が雪荷重として屋根重量に加えられたことになる。しかし，積雪地域では地上積雪深が平年で1～2m
に達する場合もあり，「重い屋根」の壁量を用いて耐震設計する妥当性を検証する必要がある。
　これに対し，枠組壁構法の耐震基準をみると，1974年のオープン化から3年後の1977年に多雪区
域を対象とした必要壁量が提示されている。2000年に制定された品確法（住宅の品質確保の促進な
どに関する法律）および2004年の「木造住宅の耐震診断と補強方法」1’15）（以下，耐震診断法という。）
では，必要耐力という形で表現されているが，上下階における床面積の違いを考慮した必要耐力が規
定されているとともに，枠組壁構法と同様に在来軸組構法においても雪荷重を考慮した必要耐力を規
定している。これらの屋根重量に加える雪荷重は，建築基準法施行令の許容応力度設計等に用いられ
る荷重係数α35を乗じて算定される。
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表L5　木造住宅における耐震基準の変遷
壁量計算の変遷年 在来軸未構法 枠組壁構法 その他の変遷 主な地震
建築基準法の制定
1950・必要壁量の制定・土塗り壁，筋かいの
，r囑　■■　，　申幽－　噛　・　1　■
．＿，＿i鄭章密璽制定，．，、　　，
，　●　，　．　．　「　　　　　　　　　．　．　」　，　．　幽　幽　．　．　・　幽　幽　畠　幽　，　■　　　　　　　　　　　　幽　■　9　．　1　「　　　，　．　，　，　9 9　　，　　．　9　　，　9　　．　　，　，　　．　層　　P　1　　，　．　，　　．　，　　「　　．　9　「　　，　幽　，　　．　，　　．　1　　． 「．．，，層P層，曹「，P，，，，，F1，．叩「P「，，，，壁量計算の強化
1959・必要壁量の強化
，　曜　●　，　隔　，　●．　「」　■　仙　」　．
＿＿！．彗購密の兄直蕊．＿＿＿，
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1964 新潟地震（M7．5）
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表L6　在来軸組構法の必要壁量（建築基準法施行令第46条）
斡壷i’1、 ¶ ・』 R階建て
1．・（C宙m2）i　　　　　　　　　　　　　　・　パ
平屋建て　　　一尾一　ヒー　㌧　　イ
1F『i　2F　　： lF．i．2Fi舞
重い屋根 15
33i　21　： 　i　　　　i
T0i　　39i　：　　　　　　　： 24
軽い屋根 11
2gi　15　： 　：　　　　　　　：
S6i　　34i　：　　　　　　　： 18
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　以上に示したように，木造住宅における現行の耐震基準をみると，積雪期の地震を想定した耐震設
計は，雪荷重を考慮した必要壁量が規定されているものの，「軽い屋根」の木造住宅に対して「重い
屋根」の壁量に変えて評価する場合もあり，確立されているとは言えない状況である。積雪地域の在
来軸組構法では，雪荷重が考慮されていない壁量により建築された住宅に対する耐震補強が必要にな
ると考えられるe一方，前述の新潟県中越地方で発生した自然災害を背景とした雪崩対策に関する研
究をみると，阿部らL16），松澤らL17）は，地震による振動が斜面積雪の安定性に及ぼす影響を検討し，
地震が雪崩を誘発させる可能性を指摘している。このような振動による積雪の破壊は，屋根雪でも発
生する可能性があり，屋根雪処理が「無落雪」および「勾配屋根による自然滑落」で屋根葺材に塗装
鋼板を用いている場合は，屋根雪が破壊した際に屋根葺材上を滑動すると考えられる。このような屋
根雪の動的挙動が構造体の応答性状に影響を及ぼす影響は，現行の耐震基準に盛り込まれていない。
　ここで，積雪期の地震において屋根雪処理が木造住宅の耐震性に及ぼす影響を整理すると図1．4
となる。図のように，積雪期の地震では，雪荷重の増加に伴い地震荷重が増加することから，重量に
よる影響を考慮する必要がある。さらに，振動による屋根雪の動的挙動が構造体の応答性状に及ぼす
影響を考慮する必要がある。また，屋根雪は，目射や吹雪により偏った分布となる場合があり，住宅
の重心移動に伴う偏心率の増減を検討する必要があるため，屋根雪分布の影響を考慮する必要がある。
これらの屋根雪の動的挙動や屋根雪分布は，屋根形状や屋根葺材の影響を大きく受ける，すなわち，
無落雪や勾配屋根の自然滑落などの屋根雪処理の違いが起因して変化する。なお，勾配屋根の自然滑
落により地上に堆積した積雪に対しては地震時の避難に影響を及ぼす可能性がある。このように，積
雪期の地震を想定した揚合は，雪荷重としての影響のみならず，屋根雪処理の違いが起因して変化す
る屋根雪の動的挙動や屋根雪分布が木造住宅の耐震性に及ぼす影響を検討する必要がある。
屋根雪処理の違いによる影響
膿⇒
　　　　　による影響　動的挙動による影響
　地震　　　　　。2野拙駆
’⇒1　　　　亀
　　　　　　　重量による影響
図L4　屋根雪処理が木造住宅の耐震性に及ぼす影響
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図15　積雪期の地震を考慮した木造住宅の耐震設計に関する概念
　従って，積雪地域における木造住宅の耐震設計は図L5に示すように，現行の耐震基準においては
雪荷重を屋根重量に加えて算定した地震荷重に基づいて行われるが，屋根雪処理が雪荷重に及ぼす影
響，および屋根雪処理が木造住宅の地震応答に及ぼす影響が耐震設計に反映される必要がある。
Ll．4積雪地域の木造住宅における耐震補強の必要性
　1995年1月に発生した兵庫県南部地震は，6，000人を超える人命を奪うとともに約100，000棟の木
造住宅が全壊するなど二甚大な人的・物的被害をもたらし，戦後最大の惨事となった。木造住宅におけ
る被害の詳細をみると，1980年以前の旧耐震基準で建築された屋根が重く壁量が不足した住宅に被
害が集中しており，今後の大地震に備えた耐震補強が急務であることが指摘されている1’18）。日本木
造住宅耐震補強事業者協同組合（通称「木耐協」）では，全国約53，000棟の在来軸組構法を対象に，
非破壊の耐震診断を実施しいる119）。その診断結果を図1．6に示す。図のように，1980年以前の場合
は，「やや危険」と診断された住宅は全体の20．24％，「倒壊又は大破の危険1と診断された住宅は全
体の68、22％であり，全体の約90％は耐震補強が必要となる。これに対し，1981年以降の場合をみる
と，「やや危険」が全体の25．77％，「倒壊又は大破の危険」が全体の3624％であり，全体の約60％は
耐震補強が必要となる。このように，新耐震基準制定後に建築された場合においても耐震補強が必要
となる木造住宅は少なくないことがわかる。しかし，2003年現在，木造住宅における耐震補強の進
捗状況は，全体の数％にとどまっていることが明らかとなっている1ユ゜）。こうした背景から，今後の
大地震が懸念されている関東および東海地方の各自治体では，耐震診断および耐震補強工事に対する
費用の助成を制度化し，耐震補強の促進をはかる試みが行われている1’19）。
　積雪地域の木造住宅を対象に，2003年現在のストック状況を示すと図1．7となる1’2°）。図のように，
1980年以前に建築された全国の木造住宅は全体の約30％を占めている。これに対し，図中に示す北
海道から福井県までの積雪地域をみると，北海道や宮城県の政令指定都市を含む自治体ではやや小さ
いものの，1980年以前に建築された木造住宅は約40％を占め，全国割合に比べて10％程度大きな値
を示す。このように，積雪地域の木造住宅においても耐震補強が急務であることがわかる。また，前
述に示した木造住宅の耐震基準をみると，建築基準法施行令第46条の壁量計算に示されている必要
壁量は，雪荷重を考慮していないため，積雪期の地震を想定した場合は，1981年以降の新耐震基準
で建築された木造住宅に対する耐震補強の要求度も高くなると考えられる。しかし，耐震診断および
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耐震補強工事に対するi費用の助成を制度化するなどの耐震補強の促進をはかる試みは，積雪地域で行
われていないのが現状である1’19）。
　このように，積雪地域における木造住宅の耐震補強は急務である。耐震補強を促進させるためには，
積雪期の地震も想定した耐震性の実態を把握するとともに耐震補強の効果を検討し，効率的な耐震補
強を実現させるための基礎資料構築が必要である。
1980年以前
1981年以降
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図1，7　2003年現在の積雪地域における木造住宅のストック状況1’20）
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LL5本研究の目的
　以上に示す背景から，積雪地域における木造住宅では，積雪期の地震を想定し，屋根雪処理が木造
住宅の耐震性に及ぼす影響を考慮して耐震設計・耐震補強を行う必要がある。このようなことから本
研究では，積雪地域における木造住宅の耐震設計・耐震補強を確立することを目的に，屋根雪処理で
異なる振動による屋根雪の動的挙動に着目し，以下の4つの項目について検討を行う。
1）積雪地域における屋根雪処理の地域特性と木造住宅の地震対策との関係
2）雪荷重と木造住宅との耐震性との関係
3）基礎的な振動実験による屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係
4）屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強
　屋根雪処理は「無落雪」，「雪下ろし」，「勾配屋根による自然滑落」に大別される。なお，熱源を利
用した融雪処理も存在するが，木造住宅で利用している事例が少ない状況である。これらの屋根雪処
理がどの地域で普及しているかを広域的に検討した事例は皆無であり，各地域における屋根雪処理を
捉えることが難しい状況である。このようなことから1）では，屋根雪処理の地域特性を分析し，屋
根雪処理別に積雪期の地震で考慮する必要がある木造住宅の地震応答について検討することとした。
　木造住宅における現行の耐震基準では，屋根重量に雪荷重を加えて算定した地震荷重を基に耐震設
計が行われるものの，積雪地域の在来軸組構法では，雪荷重が考慮されないまま設計されている可能
性がある。各地域の雪荷重と積雪期の地震を想定した揚合における木造住宅の耐震性との関係を検討
した事例は皆無であり，耐震性の実態が把握されていないのが現状である。このようなことから2）
では，積雪地域の既存木造住宅における耐震性の実態を把握するとともに，雪荷重が木造住宅の耐震
性に及ぼす影響を検討し，現行基準の妥当性や耐震補強の必要性を把握することとした。
　屋根雪の動的挙動が構造体の応答性状に及ぼす影響については，Nakamuraら1　21）が行った自由振
動加振実験のみであり，研究事例が極めて少ない状況である。このようなことから3）では，基礎的
な振動実験により屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係を検討することとした。
　4）では，以上のD～3）で得られた知見を基に屋根雪処理と木造住宅の地震応答との関係を検討する
ことにより，屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強の構築を目指すこととした。
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12　関連する既往の硯究と本研究の位置づけ
　前項では，近年発生した豪雪による雪害状況を整理し，屋根雪処理計画の検討，および積雪期の地
震を想定した木造住宅の耐震設計が積雪地域における高齢者に配慮した住宅設計で課題になってい
ること示した。屋根雪処理は「無落雪」，「雪下ろしj，「勾配屋根による自然滑落」に大別でき，その
計画に対する検討を行う揚合は，各屋根雪処理における個別の特徴を把握し，住宅の立地条件，家族
構成，生活様式に対応した屋根雪処理を選定する必要がある。これに対し，積雪期の地震を想定した
本造住宅の耐震設計では屋根雪処理が地震応答に及ぼす影響など，屋根雪処理間で横断的に検討する
ことが重要となる。以下では，積雪地域における高齢者に配慮した住宅設計に関わる既往の研究にっ
いて，各屋根雪処理に関するものと積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計に関するものを示す。
1．2．1屋根雪処理に関する既往の研究
（1＞f無落雪1に関する醗究
　屋根雪処理のうちf無落雪」は，屋根雪を処理せず載せたままにするものであり，雪荷重の増大や
落雪させない性能に対しての検討が必要となる。始めに，雪荷重の評価に関する研究みると，建築物
に作用する雪荷重は，地上積雪深に単位積雪重量を乗じた雪荷重が屋根に作用すると考えるのが基本
となる。建築基準法施行令では，多雪区域の場合，特定行政庁で定めている設計用の地上積雪深に慣
例的に用いられている単位積雪重量（3．Ol（N／m3）を乗じることによって基本的な設計用雪荷重が算定
されている。和泉ら1’22）は，各地域で観測されている積雪深データから設計用積雪深を再現期待値で
評価する手法を提案しており，日本建築学会の建築物荷重指針1　23）似下，荷重指針という。）にそ
の考え方力叛映されている。一方，屋根面で発生する吹雪や日射，あるいは，暖房による室内側から
の熱貫流によって，無落雪における屋根上積雪深は地上に比べて小さくなることが知られている。さ
らに，国内における屋根雪の屋外実測結果1蹴1’2S）をみると，気象条件や屋根形状の影響を受けるこ
とが弱らかとなっている。特に，陸屋根でもセットバックがある場合や勾配屋根の場合は，吹雪によ
る吹き払い・吹きだまりが発生し，偏った屋根雪分布を成すことから，苫米地らt’24），遠藤ら126），
桜井ら1’2D，　Taylor王’28），0’Reurkeら1鋤，　lrvvinl’3°）は屋外実測や風洞実験により，屋根面で発生する
吹雪による屋根雪分布と屋根形状との関係を検討しており，近年においては土谷1’31），Thiisら1’32）が
数値解析により検罰する事例もある。このように，屋根形状と積雪分布との関係に関わる研究成果に
蓄積によll，荷重摺針では屋根勾配と1月と2月の平均風速をパラメ・一タとした屋根形状係数μoが
考慮されているとともに，ISO1’33），イギリス134），フランス1’35），カナダ1’36），アメリカ13ηの指針に
おいても屋根形駅に関する係数が雪荷重算定時に考慮されている。
　次に，陸屋根等で無落雪とする揚合は，軒先に形成される雪庇の落雪対策を行う必要がある。この
雪庇討策について，苫米地ら1・3s）は，雪庇形成の要因となる軒先の気流渦を防止する工法を検討して
いる。堤ら1軌L40）は，北海道の共同住宅を対象に，吹雪による屋根上積雪分布が雪庇の発達に及ぼ
す影響を検討している。
　勾配屋根で無落雪とする揚合は，落雪させない対策を行う必要があり，雪止め金具の取り付けや屋
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根雪が滑らない屋根葺材が用いられる。勾配屋根の雪止め効果に関する研究をみると，高倉ら】41）は，
雪止め金具の取り付け強度を測定し，金具の配置に関する検討を行っている。伊東ら1’42）は，砂付き
塗装鋼板の雪止め効果を屋外観測により検証し，屋根雪と屋根葺材との界面がすべり面となる可能性
が低いものの，屋根雪の弱層がすべり面となる可能性があることを指摘している。
　以上に示す無落雪に関する研究をみると，雪荷重評価は様々な研究が行われており，設計用雪荷重
における基本値の設定や屋根形状を考慮した係数に関する研究は荷重指針に反映されている。これに
対し，雪庇対策および雪止め効果の検証については，研究事例が少なく，雪止め金具や他の工法にお
ける雪止め効果の検証，および雪庇落下の予測や対策工の検討を行い，落氷雪対策の確立が必要であ
ると考えられる。
（2）「雪下ろし」に関する研究
　人力による雪下ろしは，北陸地方等の木造住宅で習慣的に行われていたという背景から，古くから
雪荷重を低減して評価できるとされている。建築基準法施行令第86条によると，設計積雪深等を示
す事項を表示すれば「雪下ろしを行う慣習のある地方においては，その地方における垂直積雪量（特
定行政庁が定める設計用の地上積雪深）が1mを超える場合においても，積雪荷重は，雪下ろしの実
況に応じて垂直積雪量をlmまで減らして計算することができる」とされている。荷重指針において
も，制御積雪荷重のうち，機械的に除去する方法として人力による雪下ろしが認められている。この
人力による雪下ろしと雪荷重との関係に関する研究はこれまで行われていないものの，最近の少子高
齢化の加速に伴い，雪下ろしにおける担い手の減少によって高齢者の事故が増えていることが指摘さ
れており1’s），雪下ろしによる荷重制御を検討し直す時期になっていると考えられる。一方，上村ら
1’43）は，雪下ろしの担い手確保に関して，ボランティアとして参加する関東圏の若者等を対象に雪下
ろしの指導を行っており，雪の降らない地域の人でも雪下ろしが適切に行えるように体制を構築する
ことが今後重要になることを指摘している。
　以上に示す雪下ろしに関する研究は，極めて少ない状況である。「平成18年豪雪Jでは，雪下ろし
による「屋根からの転落」での死者は全体の40％を占めており，雪下ろしに関する研究の蓄積が急
務であると考えられる。
（3）「勾配屋根による自然滑落」に関する研究
　勾配屋根による自然滑落は，屋根雪の重力による駆動力が諸抵抗力を上回ることで自然滑落が発生
することから，滑落に対する諸抵抗力を対象とした研究が主に行われている。木造住宅においては，
塗装鋼板葺きの勾配屋根で自然滑落が発生し易く，以下では，塗装鋼板を対象とした諸抵抗力に関わ
る研究を示す。気温がマイナスになると発生する凍着抵抗力は，前田1蒐苫米地ら1・45），伊東ら1・46）
によって検討されており，塗装鋼板の表面粗さや表面のはっ水性を表す接触角が凍着抵抗力に影響を
及ぼすことを明らかにしている。気温がプラスとなり凍着抵抗力が作用しない状況下で生じる摩擦抵
抗力については，前田1’44），渡辺ら1’4η，伊東ら1’as），高倉ら1’49）によって検討されており，前述の凍
着抵抗力と同様に表面粗さや接触角が影響を及ぼすとともに，屋根雪の雪質の影響も大きいことを指
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摘している。このような勾配屋根による自然滑落に対しては，屋根葺材の滑落性能を確保する必要が
あり，年数経過に伴う滑雪駐の低下を考慮した屋根葺材のメンテナンスが重要となる。伊東ら1’SO）は，
塗装鋼板を対象に検討しており，苫米地ら1’51）は塗装鋼板および農業用の樹脂系波板やフィルムを対
象に検討している。
　勾配屋根による自然滑落では，滑落性能に対する検討に加えて，滑落雪の飛距離や軒下での堆積形
状を把握し，滑落雪による事故を軽減する必要がある。滑落雪の飛距離にっいては，遠藤ら152），山
口ら1’53），小竹ら1’54），滝田ら155），高倉ら1’56）によって検討されており，動摩擦係数の違いで飛距離
が変化することを指摘している。これらのうち大規模建築物を対象とした研究1’53），1’54）では，滑落雪
の飛散距離を検討している。一方，住宅規模を対象としている研究1’s2）・1’55）・　1’56）では，軒下の堆積形
状を検討している。さらに，最近の研究をみると，鈴木ら15ηは滑落雪の空気抵抗を考慮して飛距離
や堆積形状を導いているe
　以上に示す勾配屋根による自然滑落に関する研究をみると，塗装鋼板を対象とした滑落性能に関す
る研究の蓄積があるものの，「平成18年豪雪」の被害状況をみると，「落氷雪による事故」が全体の
約30％を占めている。勾配屋根における滑落雪の予測，滑落雪の飛距離および軒下の堆積形状に関
する研究の蓄積を図り，落氷雪事故対策の構築が必要であると考えられる。
12．2積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計に関する既往の研究
（1）雪荷重と地震荷重の組合せに関する研究
　積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計では，屋根重量に加える地震力算定用雪荷重が地震荷
重の増減に大きく影響を及ぼす。ここで，建築基準法施行令の許容応力度設計等に示されている地震
時における荷重の組合せをみると，固定荷重をG，積載荷重をP，雪荷重をS，地震荷重をKとした
場合，多雪区域では「G＋P＋O．35S＋K」となる。このような荷重の組合せは，構造設計の際に，部材応
力を荷重毎に重ね合わせて検討するために用いるものであるが，地震荷重算定においても「0．35」と
いう荷重係数を乗じた雪荷重を地震力算定用雪荷重として屋根重量に加えることになる。このような
雪荷重に乗じる荷重係数は，地震が発生した際に組み合わせる雪荷重が最大級の値を想定した場合，
過大評価となり，そのために考慮される係数である。松下1’58）は，気象庁の観測資料を用いて全国に
おける月別の最深平均積雪量を最深積雪量で除した値がO．4～05となることを示すとともに，月間の
平均積雪量と月間最深積雪量との比率が0．75～0．8になることから，これらを乗1じて0．3～O．4で荷重
係数を設定できるとし，地震時に組み合わせる雪荷重の荷重係数を「O．35」としている。その後，松
下・和泉159）は，地上積雪重量の変化過程S（ts）について，地上積雪重量の最大値をSmarc，積雪開始か
らの経過日数をts，積雪期間をt、m、　tとした場合，次式（S（ts）＝2714・Sm、z　’t．z（t。max－t。）／∫、脚～）となること
を提案し，8㎜が正規確率分布に従う場合，地震荷重と組み合わせられる雪荷重は最大雪荷重の21％
を超えないことを示している。神田1・60），鈴谷ら1・61），高ts　1・62）においても地震荷重と組み合わせる雪
荷重の荷重係数を検討しており，これらのうち高橋1’62）は，Turkstraの経験則に従って雪荷重が従と
なる場合の荷重係数を求め，積雪期間3か月を超える地点では荷重係数が「0．3」程度となることを
示している。荷重指針1’23）では，積雪期間3か月以上の地点では荷重係数「O．3Jを推奨しており，地
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震力算定用に建築物の重量に加算する雪荷重の値としても採用できるとしている。一方，
ASCE7．02i・63）をみると，終局限界状態および使用限界状態における雪荷重を地震荷重と組み合わせる
揚合の荷重係数は「0．2」となっている。この荷重係数は前述のような地震力算定用に建築物の重量
に加算する雪荷重と意味合いが異なるが，建築基準法施行令および荷重指針に比べて小さな値となっ
ている。
　このように，地震荷重と雪荷重の組合せに関する既往の研究をみると，地震力算定用として建築物
の重量に加算する雪荷重の荷重係数は検討されている。しかし，振動により屋根雪の動的挙動が発生
した場合の雪荷重が地震荷重に及ぼす影響に関する研究は皆無である。
（2）屋根雪処理別の雪荷重評価と地域特性に関する研究
　前述のように，積雪期の地震を想定した場合は地震力算定用雪荷重を屋根重量に加えて地震荷重を
算定する必要がある。この雪荷重は屋根雪処理で異なるため，屋根雪処理に応じた雪荷重を評価する
必要がある。和泉ら1’64）は，雪荷重の制御日数に基づいて評価する必要があることを指摘し，制御日
数に応じた設計用積雪深を提案しており，この考え方に基づいて現行の荷重指針が構成されている。
勾配屋根の自然滑落に対する雪荷重評価についてみると，高倉ら1’6s）は，自然滑落が気温に依存する
ことに着目し，気象デー一一タから勾配屋根における屋根雪の堆積日数を算定するとともに，その日数内
の設計用積雪深を算定している。なお，海外の指針で自然滑落に関する係数を考慮しているのは，
Isol’33）のみであり，他の指針においては形状係数に含めている場合もある1’M）。
　一方，積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計を検討する場合，屋根雪処理の違いが地震応答
に及ぼす影響を考慮する必要があると考えられる。屋根雪処理は各地域で均等に採用されている訳で
はなく，気象条件の違いや普及している屋根工法に応じて採用されている。従って，屋根雪処理の地
域特性を把握し，その地域に見合った耐震設計を行う必要がある。平井1』66）は，積雪地域における木
造住宅の屋根・外壁の仕様を調査し，気象条件との関わりを検討しているものの，屋根雪処理の地域
特性に関する分析等は行われていないのが現状である。
　以上に示すように，荷重指針に示されている制御積雪荷重では，人力による雪下ろし，勾配屋根に
よる自然滑落の荷重制御を認めているものの，基本的には「7日以内」に屋根雪処理を行わなければ
制御積雪荷重を採用できないことになっている。屋根雪処理の実情に即した雪荷重評価を行う場合は，
研究の蓄積が必要である。さらに，屋根雪処理の地域特性を把握するための資料は構築されておらず，
各地域でどのような耐震設計を行うかについては不明な点が多いのが現状である。
（3）振動による屋根雪の動的挙動と地震応答との関係に関する研究
　2004年から2005年にかけて発生した新潟県中越地方における一連の自然災害を背景とした雪崩対
策に関する研究をみると，阿部ら116），松澤ら1切は，地震と斜面積雪との安定性に関する検討を行
い，地震による積雪の破壊で雪崩を誘発すること指摘している。積雪の破壊に関する研究をみると，
理学的な位置づけの研究が行われている。積雪の破壊には，引張破壊，圧縮破壊，およびせん断破壊
があり，引張破壊はNaritai’6Dによって検討されている。ひずみ速度が106s－1より小さい場合は積雪
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が粘性的に変形し，le6s－1より大きくなると延性破壊が発生し，10雪1以上で脆性破壊が発生するこ
とを明らかにしている。圧縮破壊は木下1・6s），　McClungl’69）・　1・70）によって検討されており，引張破壊と
同様にひずみ速度の違いにより破壊形態が異なることを明らかにしている。さらに，これらの研究で
は，雪密度の違いが引張・圧縮強度に影響を及ぼし，しまり雪の揚合は雪密度が大きいほど引張・圧
縮強度が大きくなることを明らかにしている。一方，せん断強度に関しては，積雪の層構造により強
度の大きい層と強度の小さい弱層があることが知られており，その弱層がすべり面となって発生する
表層雪崩を対象とした研究で多くの測定事例がある。遠藤1’7］）は含水率0％の乾いた新雪としまり雪
でせん断強度を測定し，雪密度の増加に伴いせん断強度が増加することを明らかにしている・山野井
ら1’72）は，含水率0％を超えるしまり雪およびざらめ雪を対象にせん断強度を測定し，雪密度の増加
に伴いせん断強度が増加する関係を示すとともに，含水率の増加に伴いせん断強度が減少することを
明らかにしている。また，Matsushitaら1’73）は，道路脇の斜面積雪で発生する雪崩を対象に，多量降
雪後における新雪のせん断強度を測定し，通常の積雪層と弱層との中問的なせん断強度を示すことを
明らかにしている。
　これらに対し，振動による屋根雪の破壊に関する研究や屋根雪の動的挙動が構造体に地震応答に及
ぼす影響に関する研究は，皆無である。積雪状態にある構造体を対象とした研究は，Nakamuraら1’21）
が行った基礎的な自由振動加振実験のみであり，今後における研究の蓄積が必要な状況である。
（4）木造住宅における耐力壁の性能に関する研究
　木造住宅に作用する地震荷重は，建築基準法施行令第88条に基づいて算定される。同施行令za　46
条では，在来軸組構法の壁量計算が規定されており，そのうちの必要壁量は，平屋建て，総2階建て，
および総3階建てを想定するとともに，地域係数Z＝LO，振動特性係数R門1．0，標準せん断力係数C。＝0、2
として算定されている。品確法および「木造住宅の耐震診断と補強方法」1’15）（以下，耐震診断法と
いう。）によると，Zの違いを考慮するとともに上下階における床面積の違いを考慮した係数を乗じ
て必要耐力を算定するが，基本的な考え方は前述に示した在来軸組構法の壁量計算と同様である。
　これに対し，木造住宅の耐震要素に関する研究は，住宅仕様の変化に応じて水平載荷試験を中心に
検討が行われている。木造住宅の耐震性は，主に壁量計算で検討される。木造住宅の耐震要素は，壁
の中に配置された筋かいや壁を構成する面材であり，これらを組み合わせた耐力壁で耐震性が評価さ
れる。このため，耐震要素を個別に検討するのではなく，一体となった耐力壁を対象とした水平載荷
試験が行われている。久田1’74），平嶋らL75）は，様々な筋かい，面材を対象とした水平載荷試験を行
い，現行の壁量計算に示されている壁倍率の基礎的データを構・築した。また，有馬1’76）は，垂れ壁や
腰壁の非耐力壁部分の耐力が住宅全体の耐震性に影響を及ぼすことを指摘しており，このため，現行
の壁量計算では，地震力の1／3を非耐力部分が負担し，213を耐力壁が負担すると規定している。さ
らに，大橋ら1フ77）・1’78）は，ラスモルタル仕上げの耐力壁を対象とした水平載荷試験や開口部を有した
非耐力壁を対象とした水平載荷試験を行い，木造住宅の実情に即した耐震性評価のための基礎資料を
構築している。なお，これまで行われてきた水平載荷試験の結果は，耐震診断法や文献1’79）にデータ
ベース化されている。また，田中ら1’SO），綿引らISI）・1’82）によって在来軸組構法を対象とした実物大
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地震動実験が行われ，前述の地震応答解析に用いる復元力特性の検証を行うことに加えて，非耐力壁
と筋かいの地震力負担比率を検討し，耐震要素の重ね合わせ（加算側〉を明らかにしている。海外に
おいてもFiliatraUltら1・s3）は実物大振動実験で，非耐力壁部分が地震力を負担することを明らかにし
ている。
　一方，これらの実験結果を基に，耐力壁の復元力特性を検討し，地震応答解析により木造住宅の耐
震性を検討することも行われている。坂本ら1’84），大橋ら1’85），1’8のは，既往の水平載荷試験データを
分析し，地震応答解析に用いる復元力特性をバイリニア要素とスリップ要素を組み合わせた復元力特
性を提案し，荒木ら1’9D，五十田1’89）らによってその有効性を明らかにしている。この復元力特性を
利用した地震応答解析は，井戸田ら1’s9），山田1’9°）が行っている。
　このように，木造住宅の耐震要素に関する研究の蓄積により現行の耐震基準が構築されていること
がわかる。1995年1月に発生した兵庫県南部地震の被害状況を教訓とし，建築基準法では2000年に
「柱頭・柱脚部における金物設置の義務（平成12年建設省告示第1460号）」，「耐力壁における配置
検討の義務（平成12年建設省告示第1352号）」が盛り込まれるとともに，2000年の品確法制定，2004
年の耐震診断法制定のように，耐震基準が大きく変化してきた。しかし，積雪期の地震を対象とした
耐震基準にっいては，品確法や耐震診断法L15）で屋根重量に加える雪荷重が考慮されているのみであ
り，振動による屋根雪の動的挙動などを盛り込むまでに至っていないのが現状である。
（5）木造住宅の耐震補強に関する研究
　木造住宅の耐震補強を行う揚合，始めに，耐震診断により既存住宅における耐震性の実態を把握す
る必要がある。木造住宅の耐震診断は，2004年に改定された耐震診断法1’15）に基づいて行われる。こ
の診断法に関して，田端ら1’91）は，耐震診断法を検証することを目的に，兵庫県南部地震で被害を受
けた木造住宅を対象に耐震診断を行い，診断で得られる評点と被災度との関係が概ね対応することを
明らかにしている。これに対し，木造住宅の常微振動を実測することにより耐震診断を行う試みが城
殿ら1’92），矢澤ら1’93），佐藤ら1’94），1（harraziら1’95）によって行われている。しかし，木造住宅の耐震
性を十分に捉えるにまで至っていないのが現状である。
　耐震診断法1’15）に基づいた診断は，日本木造住宅耐震補強事業者協同組合（通称「木耐協」）で全
国の住宅を対象に実施しており，耐震補強の必要性を指摘しているI」9）。しかし，耐震補強に関する
研究は見当たらない状況であるため，研究の蓄積により耐震補強の効果を明らかにし，耐震補強法を
確立するとともに，今後の大地震に備えた耐震補強を促進させる必要がある。
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1．2．3本研究の位置づけとオリジナリティ
　前述した既往の研究を屋根雪処理の計画に関するものと積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震
設計に分けて整理すると図L8になる。図のように，屋根雪処理の計画に関する既往の研究は，個別
に研究が行われており，「無落雪」では雪止め効果に関する研究および雪庇対策に関する研究の蓄積
が必要である。「雪下ろし1では，雪荷重評価に関する研究が皆無の状態であるとともに，雪下ろし
の担い手確保に関する研究のみであり，研究の蓄積が急務の状態である。「勾配屋根の自然滑落」に
ついては，滑落性能に関する研究の蓄積があるものの，落氷雪による事故の軽減に繋げるためには滑
雪性能の維持管理および滑落雪の飛距離などに関する研究の蓄積が必要である。
　一方，積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計では，屋根雪処理の違いが地震応答に影響を及
ぼすため，屋根雪処理間で横断的な検討を行う必要がある。木造住宅の耐震設計では，建築基準法第
88条に基づいて算定した地震荷重を用いるが，積雪期の地震を想定した場合は，屋根重量に雪荷重
を加えて地震荷重を算定する必要がある。雪荷重と地震荷重の組合せ方は研究の蓄積があるものの，
屋根雪処理の地域特性，屋根雪処理別の雪荷重評価，振動による屋根雪の動的挙動と地震応答との関
係については研究が不足している状態である。また，耐力壁の性能に関する研究の蓄積がみられるも
のの，耐震補強に関しては耐震性の実態把握が進んでいない影響により研究が進んでいない。
　このようなことから本研究では，図中に示すように，積雪期の地震を想定した木造住宅の耐震設計
に関わる領域を対象とした。屋根雪処理によって変化する振動による屋根雪の動的挙動が木造住宅の
耐震性に及ぼす影響に着目し，積雪地域における木造住宅の耐震設計・耐震補強の構築することが研
究範囲である。屋根雪の動的挙動と地震応答との関係にっいては，これまで研究の対象とされた事例
が皆無であり，積雪期の地震を想定した耐震設計・耐震補強を行うために最も重要な項目であるとし
たことに新規性とオリジナリティがある。さらに，屋根雪処理の地域特性はこれまで経験的に把握さ
れているに留まっているが，本研究では屋根雪処理の地域特性を分析し，積雪期の地震を想定した木
造住宅の耐震設計・耐震補強に対して屋根雪処理を考慮することにオリジナリティがある。
　本研究の成果は，積雪地域における高齢者に配慮した住宅設計に対して重要な基礎資料になるもの
と考えられる。同時に，本研究で対象としている雪と地震を複合的に捉えた研究から屋根雪処理個別
の研究に波及する効果を有しており，その成果は積雪地域の木造住宅を取り巻く諸問題を解決するた
めの一助になるものと考えられる。
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◆屋根雪処理に関する研究
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図1．8　既往の研究からみた本研究の位置づけ
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1．3　本論文の構成
本論文は，以下の第1章から第6章で構成する。
　　　第1章　序論
　　　第2章　屋根雪処理の地域特性と地震対策との関係
　　　第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
　　　第4章　構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係
　　　第5章　屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震設計・耐震補強との関係
　　　第6章　結論
　第1章では，本研究の背景と目的，既往の研究と本研究の位置づけ，および本論文の構成を示した。
　第2章では，既往の住宅統計資料を用いた分析により，屋根雪処理の地域特性を明らかにし，屋根
雪処理で異なる雪荷重の影響や屋根雪の動的挙動を明確にした。
　第3章では，積雪地域における木造住宅の耐震性実態，および雪荷重と耐震性との関係を明らかに
することを目的に，札幌市の既存2階建て木造住宅を対象に，耐震診断を行った。耐震診断では，現
況の耐震性に加えて，雪荷重を増加させた場合の耐震性を検討した。さらに，耐震診断で対象とした
木造住宅の耐力壁仕様に基づいて地震応答解析を行った。これまで観測された地震波を用い，雪荷重
を変化させた場合の応答変位を解析により算定し，雪荷重が地震動の規模と応答変位との関係に及ぼ
す影響を検討した。
　第4章では，屋根雪の動的挙動が観察・測定し易い平屋建ての無落雪屋根を想定した試験体を用い
て，構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係を基礎的な振動実験により検討した。
実験に使用した屋根葺材は塗装鋼板であり，屋根雪滑動の拘束度を変化させ，振動による屋根雪の破
壊形態と破壊時の加速度，および屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係を明らかにした。
　第5章では，第4章で測定した屋根雪の動的挙動を復元力特性としてモデル化し，地震応答解析に
より屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を明らかにした。さらに，屋根雪の動的挙動を
考慮した木造住宅の壁量を検討するとともに，耐震補強の効果を耐震診断により検討し，屋根雪の動
的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強の考え方を提案した。
　最後に，第6章では，本研究の総括し，今後の課題を示した。
　これらの本研究の構成をフローチャートで示したものを図L9に示す。
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第1章　序論
第1章　序論
　◆研究の背景と目的
第2章　屋根雪処理の地域特性と地震対策ζの関係
　◆既往の住宅統計資料を用い，木造住宅における屋根雪処理の地域特性を明確化
　◆屋根雪処理別に地震対策の考え方を提示
第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性
　　　との関係
　◆積雪地域の木造住宅を対象とした耐震
　　診断を行い，雪荷重と評点との関係を
　　検討
、◆耐震診断の対象とした木造住宅をモデ
　　ルに地震応答解析を行い，雪荷重と被
　　害状況との関係を整理
第4章　構造体の振動による屋根雪の
　　　動的挙動と応答性状との関係’
　◆振動による屋根雪の破壊状況を無落雪
　　屋根をモデルとした試験体を対象に振
　　動実験を行い，屋根雪滑動の拘束度と
　　破壊状況との関係を検討
　◆振動による屋根雪の滑動状況を無落雪
　　屋根をモデルとした試験体を対象に振
　　動実験を行いtr屋根雪の動的挙動と構
　　造体の応答性状との関係脅検討、
第5章　屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震設計，耐震補弾との閑係
　◆屋根雪の動的挙動を再現した復元ヵ特1生をモデルイヒ
　◆地震応答解析により，応答スペクトルおよび最大応答変位を算定し，「屋根雪の動的挙動
　　と木造住宅の地震応答との関係を検討
　◆屋根雪の動的挙動を考慮した壁量の検討おき穿耐震補職塗想牢した耐震診断により耐．1
　　震補強の効果を把握
　◆屋根雪の動的挙動を考慮した耐震設計・耐震補強検討プロ9の提案
第6章　結論
一一◆研究の総括r@◆今後の課題
図1．9　本論文の構成
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第2章　屋根雪処理の地域特性と地震対策との関係
2．1はじめに
　在来軸組構法の木造住宅における耐震性は，建築基準法施行令第46条に示されている壁量計算に
基づいて検討される。建築基準法では，屋根重量の増加に伴い地震力が大きくなるため，「軽い屋根」
と「重い屋根」の2っに分類して壁量を規定しているが，屋根重量に加える雪荷重は考慮されていな
い。これに対し，日本建築防災協会の「木造住宅の耐震診断と補強方法2’1）（以下，耐震診断法とい
う。）1では，兵庫県南部地震の被害状況を考慮し，前述の分類に「非常に重い屋根」を加えている。
積雪地域では地震荷重算定で雪荷重が考慮され，雪下ろしによる雪荷重の低減も認められている。
　一方，阿部ら2’2），松澤ら2’3）は，雪崩対策に関して，地震の規模と斜面積雪の安定性との関係を検
討しており，地震で積雪の破壊が発生することによって雪崩を誘発する可能性を指摘している。この
ような地震による積雪の破壊は，木造住宅の屋根雪で発生する可能牲があり，屋根雪が滑りやすい塗
装鋼板が用いられている場合は，振動による屋根雪の滑動により構造体の応答性状に大きな影響を及
ぼす可能性がある。しかし，耐震診断法では，屋根雪の破壊・滑動のような動的挙動と構造体の応答
性状との関係を扱うまでに至っていないのが現状である。
　屋根雪処理には，耐震診断法で低減が認められている「雪下ろし」の他に幾つかの方法があり，屋
根雪を載せた状態で保つ方法と何らかの手毅で処理する方法に大別できる。前者は北海道等に多いM
型屋根のような無落雪屋根である。後者は人力による雪おろし，勾配屋根における自然滑落および熱
エネルギーを利用した融雪などである。これらの屋根雪処理には，各地域の歴史的背景に加え，近年
の社会的背景や気象条件の違いに起因する屋根葺材普及状況の差異による地域特性がある。雪荷重の
推移が屋根雪処理方法で大きく異なることや振動による屋根雪の動的挙動が構造体の応答性状に及
ぼす影響を考慮すると，屋根雪処理を考慮した地震応答の検討が必要と考えられる。
　このような背景から，第2章では，積雪地域における木造住宅の耐震性を検討ずるための基礎資料
を得ることを目的に，1981年以降の新耐震基準で建築された近年の新築住宅を対象に屋根雪処理の
地域特性と地震対策との関係を検討した。
2．2研究方法
　屋根雪処理は，各地域の歴史的な背景や近年の社会的背景などによって異なることが一般的に知ら
れている。しかし，積雪地域全域を対象とした系統的な整理は行われていない。本研究では，北海道，
東北地方および北陸地方における道，県ごとの木造住宅における屋根雪処理方法の概要を把握するた
め，屋根雪処理に関連する屋根葺材，屋根形状および屋根勾配に関する既往の資料を収集し，地域特
性を分析した。
2－1
2，3屋根雪処理の地域特性分析
2、3．1分析に用いた資料
　既往の積雪地域における木造住宅の間取りや建材の地域特性に関する研究等では，住宅金融公庫
（現住宅金融支援機構）で集計している住宅・建築主要データ調査報告24〕（以下，公庫データとい
う。）が用いられている2’S）・2’6）。1987年一一2004年における全国の住宅新築着工棟数に占める公庫融資
住宅の割合をみると2’7），30％～40％で推移している。これらのことを踏まえて，本研究では既往の研
究に準じて屋根葺材，屋根形状および屋根勾配が集計されている年度（1989度，1995年度，1999年
度，2002年度）の公庫データを用いることとした。しかし，公庫データは，各都道府県単位で集計
されているため，都道府県内における都市間の差異が反映されていない問題がある。この問題を補う
ために，1992年度，1994年度に平井28）”2’14）の実施した北海道から北陸地方までの各都市を対象とし
た住宅の外装材に関する調査資料を対比させて分析することとした。
　表2．1に，公庫データの調査棟数を年度別に示す。表に示すように，調査棟数は年度ごとに大きく
異なるものの累計の最大で北海道の2，220棟，最小で福井県の271棟である。表2．2に，平井による
調査資料の調査棟数と積雪深および平均気温（12月～3月）の平年値を示す。この調査では，建築基
準法の多雪区域と一般区域の都市が均等に選定され，調査棟数が10棟を下回る都市もあるが，都道
府県ごとにみると100～300棟が対象となっている。なお，新潟県と北陸3県は，本研究で対象とし
た全ての項目が公開されていないため，塗装鋼板の構成比のみ引用したe
表2．1　公庫データの調査棟数
調査
n域
調査
N度棟数
調査
n域
調査
N度棟数
調査
n域
調査
N度棟数
調査
n域
調査
N度棟数
1989706 198920 里989179 1989120
1995．490 199520 1995356 199594
北海道 ．ユ299＿71～宮城県 ．．199933福島県 ．！999 372石lll県、ユ999223
2002103 20025 200265 200218
合計 2220 合計 93 合計 1168 合計 455
玉989 三60 19898 1989210 198965
三29萎＿209 19951β ！99519 1995．60
青森県 ．ユ999 197秋田県 ．．199913新潟県 ．！999 368福井県 ．落999 三32
200217 20021 200232 200214
合計 658 合計 46 合計 80 合計 271
1989126 198910 1989105
1995156 1995175 19958
岩手県 ．ユ999 244山形県 」99914富山県 ，匪999 17
20023 20021 200218
合計 67 合計 49 合計 38
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表2．2　平井による調査資料の調査棟数
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2．32分析方法
　本研究では，既往の調査資料に示されている住宅の仕様に関する項Bを表23に示す項目に整理し
た。表のように，屋根形状は，M型と陸屋根を合計した「M型・陸屋根」と切妻，寄棟および入母
屋を合計した「勾配屋根」の2種類とした。屋根勾配θは，「0≦θ〈2／10」「2／10≦θ＜4／10」「θ≧4／1　O」
の3種類とした，屋根葺材は，「塗装鋼板」と粘土瓦，セメント瓦および石綿スレートを合計した「瓦・
スレート」の2種類とした。
　これらの項目を基に，表2．4に示す諸条件で屋根雪処理方法を「無落雪」と「落雪」の2っに大別
した。屋根形状が「M型・陸屋根」に分類される場合は，屋根雪を載せた状態で保っことから，屋
根雪処理は「無落雪Jとした。屋根形状が「勾配屋根」に分類される場合は，何らかの手段で屋根雪
を処理する場合が多いことから，屋根雪処理は「落雪」とした。屋根雪処理が落雪の場合，塗装鋼板
の勾配2／10以上の屋根では自然滑落が発生し易いことから2’15）「落雪：自然滑落」とし，瓦・スレー
トでは，自然滑落が発生し難いことから2’16）「落雪1雪下ろし」に分類した。なお，塗装鋼板葺きの
勾配屋根で種々の雪止め金具を取り付けた無落雪屋根や種々の融雪装置を取り付けた屋根にっいて
は，分類できる資料がないために考慮していない。粘土瓦においても屋根雪の自然滑落が生じ得るが・
積極的に滑落させる屋根面の表面性状を有していないため，雪下ろしが主に行われると判断した。
表2．3　住宅の仕様に関する分類
屋根形状　蕪型二陸屋提モ勿醍犀提姻妻土寮襖土蒸母羅L＿＿
屋根勾配θ　9重6≦～！⑩乳24g彗聲≦暫耳鉱塗≧蕪盈g＿＿＿
屋根葺材　塗装鋼板，瓦・スレート（粘土瓦＋セメント瓦＋石綿スtz一ト）
表2．4　屋根雪処理の分類
屋根雪処理 屋根形状 屋根勾配 屋根葺材
無落雪 M型・陸屋根 0 塗装鋼板
落雪
自然滑落　　　　　　●　」
瘟ｺろし
勾配屋根
i切妻，寄棟など）
2／10以上
@一
塗装鋼板
S土瓦，セメント瓦
ﾎ綿スレート
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2，33公庫データによる屋根雪処理の分類
　公庫データの屋根形状，屋根勾配および屋根葺材の各構成比を表2．5に示す。なお，これらの構成
比は表2．1に示す年度の累計から求めた値であり，年度の経過に伴う各構成比の変化は粘土瓦とセメ
ント瓦でみられたものの，本研究で分類する屋根雪処理には影響しない程度である。表のように，表
2．4に示した屋根雪処理が「無落雪」に分類される「M型・陸屋根」の構成比をみると，北海道で約
40％，青森県で約30％，その他の地域で10％以下である。北海道と青森県における屋根勾配の「0≦
θ＜2／10」の構成比をみると，前述の「M型・陸屋根」の構成比と近似しており，「M型・陸屋根」
の屋根勾配が「0≦θ＜2／10」に該当していることがわかる。塗装鋼板の構成比をみると，北海道と
青森県では約go％であることから，これらの地域における屋根雪処理は「無落雪」と「落雪jが混
在し，落雪の方法として「落雪：自然滑落」である地域と推定できる。
　次に，表2．4に示した屋根雪処理が「落雪」に分類される「勾配屋根」の構成比をみると，北海道
で約50％，青森県で約65％，その他の地域で90％以上である。このように，北海道と青森県では「M
型・陸屋根」と「勾配屋根」の2っで構成され，その他の地域では，「勾配屋根」が大半を占める。
勾配屋根が大半を占める北海道と青森県を除く地域における屋根勾配の構成比をみると，屋根勾配
「2／10≦θ＜4／10」は岩手県，秋田県および山形県では約40％前後を占め，他の地域に比べて大きな
値を示す。屋根勾配「θ≧4／10」は，岩手県で約60％，宮城県，福島県，新・潟県および北陸3県で
70％以上と大きな値を示す。これらの地域における屋根葺材の構成比をみると，岩手県，秋田県およ
び山形県で「塗装鋼板」の構成比が70％以上を占め，秋田県では85％を超えており北海道や青森i県
表2．5　公庫データにおける屋根形状屋根勾配および屋根葺材の構成比
屋根形状
　　「M型・陸屋根」の構成比（％）
O％　　　　　　　　　50％　　　　　　　　100％
北海道：
青森県1
岩手県
訣田県
山形県
宮城県
福島県
新鼎県
富山県
石川県
招井県 類似している
北海道
青森県
岩手県
独田県
山形県
官塘県
福島県
新潟県
崔山県
石川県
禰井県
0％
「勾配屋根」の構成比（％）
　50％　　　　　　　：ooo／，
屋根勾配θ
　　　「O≦θ〈2／10」の構成比（％）
O％　　　　　　　　　50％　　　　　　　　1000／o
北海道1
青垂県1
岩手県
秋田県
山形県
宮城県
福島県
新溜県
富山県
石川県
福井県
響1識弄lf側r・≧2／1。」の構成比（％）
　　　⑪％　　　　　　　　50％　　　　　　　100e！，
北海道
青査県
岩手県
秋田県
山形県
宮壕県
梧島県
新潟県
富山県
石川県
福井県
屋根葺材
北海道
青R県
岩手県
稜田隈
山形県
宮壊県
福島県
新潟県
冨山県
石川県
梧井県
o％
「塗装鋼板」の構成比（％）
　50％　　　　　　　100％
北海道
青蒋県
岩手県
秋田県
山形県
宮埴県
福島県
新潟県
冨山県
石川県
橿井県
　　　「瓦・スレート」の構成比（％）
0％　　　　　　　　50％　　　　　　　　100％
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に近似した値を示す。f瓦・スレート」の構成比をみると，宮城県，福島県および北陸3県では65％
以上を占め，富山県と石川県では約90％で特に多い。なお，「瓦・スレート」の構成比が大きい地域
における屋根勾配は，瓦屋根の防水性能を確保するための最低勾配が4／10程度であることが影響し
ていると考える2’1η。
　先に示したように，屋根形状が「M型・陸屋根」で屋根勾配が「0≦θ＜2／10」の塗装鋼板を用い
た屋根を屋根霧処理「無落雪Jに分類することができる。従って，塗装鋼板の構成比から「M型・
陸屋根」の構成比を減ずることにより，塗装鋼板を用いた屋根勾配θ≧2／10の屋根の構成比を推定す
ることができる。推定した塗装鋼板を用いた屋根勾配θ≧2／10の屋根は，滑雪性に優れた塗装鋼板を
用いていることから「塗装鋼板（落雪）」と定義し，この構成比を用いて図2．1の考え方に従って屋
根雪処理を分類した。図のように，「塗装鋼板（落雪）」の構成比が大きくなると「落雪：自然滑落」
であると考えることができ，逆に構成比が小さくなると「無落雪」あるいは「落雪：雪下ろし」が多
いと考えることができる。
　ここで，雪下ろしの習慣がある多雪区域では雪荷重の低減が認められていることを考慮し2’IS），各
道県の多雪区域率（多雪区域の面積／全体の面積）と「塗装鋼板（落雪）」の構成比との関係を検討
すると，図2。2となる。図のように，両者の関係をみると，A～Eの5っのグループに分類できる・
Aグループは屋根葺材の大半が「塗装鋼椥で占められている北海道と青森県で構成され，「塗装鋼
板（落雪）」の構成比が60％前後であることから，この構成比と同程度の割合が「落雪：自然滑落」
で，他の約40％が「無落雪」の地域であると考えることができる。Bグループは「塗装鋼板（落雪）」
の構成比が70～80％程度であることから，この構成比と同程度の割合が「落雪：自然滑落」で，他
の雪処理は多雪区域率が70％以上で雪下ろしによる雪荷重の低減が認められていることから，雪下
ろしによる雪処理も行われていると考えることができる。Cグループの新潟県は，「塗装鋼板（落雪）」
の構成比が50％であることから，この構成比と同程度が「落雪：自然滑落」で，他の雪処理は多雪
区域率が100％であることから，「落雪：雪下ろし」が50％前後であると考えることができる。Dグ
ル・一…一プを構成する北陸3県は，「塗装鋼板（落雪）」の構成比が0～2％で多雪区域率が100％であるこ
とから，屋根雪処理は「落雪：雪下ろし」と考えることができる。Eグループの宮城県と福島県は，
多雪区域率が50％を下回り，公庫データのみで屋根雪処理を推定することができないため，「その他」
に分類した。
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小（塗装鋼板が主）
「無落雪」
「落雪・雪下ろし」小（瓦．スレ＿トが主）
大塗装鋼板（落雪）
@の構成比 「落雪：自然滑落」
雪下ろしの行政指導（多雪区域）
※「塗装鋼板（落雪）」の構成比＝屋根勾配θ≧2／10の「塗装鋼板」
（「塗装鋼板」の構成比一「M型・陸屋根」の構成比）
図2。1　「塗装鋼板（落雪）」の構成比を用いた屋根雪処理の分類方法
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多雪区域率と「塗装鋼板（落雪）」の構成比との関係
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2．3．4気象条件と屋根雪処理との関係
　公庫データは都道府県ごとに集計されており，都道府県内に幾つか混在している屋根雪処理を読み
取ることができない可能性がある。このため本研究では，平井2’s）～2’14）の実施した積雪地域の各都市
を対象とした既往の調査資料を基に，公庫データを用いて行った分類の妥当性を検討した。平井が調
査した各都市の屋根形状，屋根勾配θ，および屋根葺材から，公庫データと同様の方法で「塗装鋼板
（落雪）」の構成比を求め，各都市の気象特性を冬期間の平均気温で捉え，両者の関係から各都市に
おける屋根雪処理の分類を検討した。なお，各都市における積雪深の変動をみると平年値に対して観
測の極値が倍以上になる都市もあることを考慮し，変動の少ない平均気温で気象特性を捉えることと
した。
　図23に，平均気温の平年値とf塗装鋼板（落雪）」の構成比との関係を示す。なお，公庫データ
の分類と比較するため，図中の凡例は公庫データの分析で得られた都道府県別の屋根雪処理の分類で
表した。図のように，両者の関係をみると，気温の低下に伴い「塗装鋼板（落雪）」の構成比が増加
する3つのグループに分類できる。各グループの詳細をみると，グループ1は室蘭を除く平均気温が
一1℃を下回る北海道の各都市で構成されており，グルL－一一プHは平均気温が・1℃を上回る北海道の室蘭
と青森県の各都市で構成されている。これらの各都市では，屋根葺材の大半が「塗装鋼板」で占めら
れており，屋根雪処理が気温の低下に伴い「無落雪」から「落雪：自然滑落」に移行する傾向がみら
れる。公庫データの分析では，「塗装鋼板（落雪）」の構成比が北海道で約55％，青森県で約65％と
なり，屋根雪処理は「無落雪」と「落雪：自然滑落」に分類された。グルb－一一プ1，皿を構成する都市
　　　　　　　一8－6－4　202468　摯　　　　　　　　　　　　　平均気温の平年値（℃）
図2．3　平均気温の平年値と「塗装鋼板（落雪）」の構成比との関係
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における「塗装鋼板（落雪）」の構成比にバラツキがあるものの，公庫データの値は北海道および青
森県の平均的な値を示していると言えるe
　次に，グループ皿1をみると，気温の低下に伴い，屋根雪処理が「落雪：雪下ろし」から「落雪：自
然滑落」に移行する傾向がみられる。これらの各都市を都道府県別にみると，岩手県，秋田県および
山形県の都市では「塗装鋼板（落雪）」の構成比が80％を越える場合が多く，屋根雪処理が「自然滑
落が主」の側に分布している。これらの3県は，公庫データの分析においても「塗装鋼板（落雪＞i
の構成比が80％前後に分布し，「落雪：自然滑落」に分類されており，両者は概ね対応すると言える。
新潟県の長岡と上越における「塗装鋼板（落雪）」の構成比は70％前後で「落雪：自然滑落」の側に
分布しているのに対し，新潟の「塗装鋼板（落雪）」の構成比が15％前後で「落雪：雪下ろし」の側
に分布している。公庫データの分析では，新潟県における「塗装鋼板（落雪）」の構成比が50％前後
であり，屋根雪処理は「落雪：自然滑落」と「落雪：雪下ろし」に分類された。新潟県内の都市にお
ける「塗装鋼板（落雪）」の構成比にバラツキがあるものの，公庫デー一一・一タの値は新潟県内の平均的な
値を示していると言える。北陸3県は「塗装鋼板（落雪）」の構成比が10％以下で「落雪：雪下ろし」
の側に分布しており，公庫データの分類と同様である。公庫データで「その他」に分類された宮城県
の多雪区域に属する鳴子と福島県の会津若松をみると，「塗装鋼板（落雪）」の構成比がほぼ100％で
「落雪：自然滑落」の側に分布している。
　これら，平井のデータを用いた各都市を対象とした屋根雪処理の分析結果と公庫データによる分析
結果を対比すると，両者は概ね対応している。宮城県や福島県のように多雪区域率が50％を下回る
場合は問題があるものの，公庫データの屋根形状，屋根勾配および屋根葺材の構成比を用いた分析に
より，積雪地域における大まかな屋根雪処理の地域特性を推定できたと考える。
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2．4　屋根雪処理別の地震対策
　公庫データの分析により推定した各地域の屋根雪処理を図2．4に示す。図のように，表2．4に示す
3っの屋根雪処理は各地域にそれぞれ分布しているeこれらの地域では屋根雪処理の違いにより雪荷
重の推移が大きく異なることや振動により雪荷重が動的に作用する場合があることを考慮する必要
があるため，屋根雪処理別に構造体の地震応答を検討する必要がある。
　ここで，積雪期の地震対策で考慮する必要がある構造体の地震応答に及ぼす影響を図2．5で整理し
た。図のように，「1）：雪荷重増加に伴う地震荷重の増加」「2）：無落雪における屋根雪の動的挙動」
「3），勾配屋根における振動による屋根雪の滑落」「4）・屋鱈と屋根葺材との鯖と動的挙動との
関係」の4っの影響に大別することができる。これらの影響を考慮する必要がある屋根雪処理をみる
と，1）の影響は積雷深が大きい地域ならびに地上の雪荷重推移に近似する「無落雪」で考慮する必要
があり，「平成18年豪雪」でみられた高齢者に対する雪下ろしの問題点219）を踏まえると「落雪：雪
下ろし」においても考慮する必要がある。2）の影響は塗装鋼板葺きの陸屋根等で発生する屋根雪の動
的挙動であることから，「無落雪」で考慮する必要がある。3）の影響は勾配屋根で発生する屋根雪の
動的挙動であることから「落雪：自然滑落」で考慮する必要があり，積雪深の増加に伴い構造体の動
的挙動に及ぼす影響や滑落後の避難経路確保に対する影響が大きくなることも考慮する必要がある。
さらに，2）および3）の影響で示した屋根雪の動的挙動は屋根雪と屋根葺材との凍着によって変化する
ことから，気温が低い地域では④の影響を考慮する必要がある。
［：コ：「無落雪＋落雪：自然滑落」
［：コ：「落雪：自然滑落」
［：コ：「落雪：自然滑落十落雪：雪下ろ
■■■：「落雪：雪下ろし」
［：コ；「その他」
図2．4　屋根雪処理の分類
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図2．5　積雪期の地震対策で考慮する必要がある構造体の地震応答に及ぼす影響
　そこで，積雪期の地震対策で考慮する必要があるこれら4つの影響を都道府県別に検討した。都道
府県間の屋根雪処理と積雪深・気温の差異を数値化するため，公庫データの分析で用いた「無落雪（M
型・陸屋根）」，「塗装鋼板（落雪）jの構成比と積雪深，平均気温の平年値の標準化ス：コア（本研究で
対象とした全都道府県の平均値との差／標準偏差）を算出した。なお，積雪深と平均気温の平年値は，
各都市の値を都道府県ごとに平均した値である。これらの算出した屋根雪処理と積雪深・気温の標準
化スコアを図25に示す1）～4）の影響と屋根雪処理との関係に従って加算・減算すると，1）の影響は
積雪深が大きく「無落雪」あるいは「落雪：雪下ろし」の地域で考慮する必要があることから，1）
の標準化スコアは「Max（積雪深＋無落雪，積雪深一塗装鋼板（落雪〉）」と表すことができる。2）の
影響は「無落雪」で考慮する必要があることから，2）の標準化スコアは「無落雪1となる。3）の影響
は「落雪：自然滑落」で考慮する必要があるとともに積雪深の大きさも影響することから，3）の標準
化スコアは「塗装鋼板（落雪）＋積雪深」と表すことができる。4）の影響は気温が低いほど屋根雪と
屋根葺材との凍着が発生することから，4）標準化スコアは「気温x－1」と表すことができる。
　このような方法で算出した各都道府県の標準化スコアを図2．5に，標準化スコアの算出で基となっ
た各都道府県の平均値および標準偏差を表2．6に示す。図のように，各都道府県におけるD～4）の標
準化スコアをみると，宮城県および福島県ではいずれの標準化スコアにおいてもマイナスの値を示す
ものの，北海道および青森県ではいずれの標準化スコアもプラスの値を示し，これらの地域では積雪
期の地震対策で1）～4）の影響を考慮する必要がある。その他の都道府県をみると，岩手県，秋田県お
よび山形県では4）の値が，新潟県では1）と3）の値が，北陸3県では1）の値が大きくなることから，
それぞれ値の大きい影響を積雪期の地震対策で考慮する必要がある。
　このように，各都道府県の屋根雪処理と積雪深・気温の差異を標準…化スコアで数値化することによ
り，積雪期の地震対策で考慮する必要がある影響を屋根雪処理の地域特性や気象条件の違いに応じて
検討することができた。
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【計算方法】
1）1雪荷重増加による地震荷重の増加
　　標準化スコア→
　　　　　　Max（積雪深＋無落雷，
　　　　　　　　　積雪深一塗装鋼板（落雪））
2）：無落雪における屋根雪の動的挙動
　　標準化スコア→無落雪
3）：振動による屋根雪の滑落
　　標準化スコア→塗装鋼板（落雪）十積雪深
4）：屋根雪と屋根葺材との凍着
　　標準化スコア→気温x－1
図2．6　各都道府県の標準化スコア
2－12
第2章　屋根雪処理の地城特性と地震対策との開係
表2．6標準化スコアの基とした平均値と標準偏差
無落雪 塗装鋼板i落雪） 積雪深　　　気温
平均値 0．06％ 39．80％ 57cm 1．0℃
標準偏差 α12％ 32．6％ 35cm 2．9℃
※本研究で対象とした全都道府県から求めた値
25　まとめ
　本研究では，積雪地域における木造住宅の耐震性を検討するための基礎資料を得ることを目的に，
木造住宅の仕様に関する既存の調査資料から屋根雪処理を分類し，屋根雪処理別の地震対策を検討し
た。その結果，以下に示すことが明らかとなった。
1）住宅金融公庫および既往の調査データを用いた屋根雪処理における地域特陸の分析を行った結
　果，「無落雪」，「落雪：自然滑落」，および「落雪：雪下ろし」は，屋根葺材の種類に応じて用
　いられており，各地域の積雪量や気温特性に応じて使用されている屋根葺材と屋根雪処理との
　関係が明らかとなった。
2）屋根雪処理の違いにより積雪期の地震対策で考慮する必要がある構造体の地震応答に及ぼす影
　響を分類し，これらの影響を地域別に表すことによって，積雪期における地震対策の地域特性
　を明示した。
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第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
3．1はじめに
　積雪期の地震に対する木造住宅の耐震設計では，雪荷重の増加に伴い住宅に作用する地震荷重が増
加するため，雪荷重を屋根重量に加えて地震荷重を算定する必要がる。建築基準法施行令の許容応力
度設計等による設計荷重の組合せについてみると，多雪区域に指定されている建築物では，特定行政
庁で指定されている設計用垂直積雪量（以下，設計用積雪深という。）に慣例的に用いられている単
位積雪重量3．OkN／m2と荷重係数035を乗じて算定した地震力算定用雪荷重を屋根重量に加える必要
がある。これに対し，建築基準法施行令第46条における在来軸組構法の壁量計算をみると，「軽い屋
根iと「重い屋根」に対する2種類の壁量が規定されているが，屋根重量に加える雪荷重が考慮され
ていない。北海道建築基準法施行条例によると，塗装鋼板葺きのような「軽い屋根」に該当する場合
は，雪荷重を考慮して「重い屋根」の壁量を適用させている。この場合，「軽い屋根」の固定荷重が
0．6kN／m2，「重い屋根」の固定荷重が0．9kN／m2であることから3’1），0．3kN／m2が雪荷重として屋根重量
に加えられたことになる。しかし，積雪地域では地上積雪深が平年で1～2mに達する場合もあり，
荷重係数を乗『じて算定した地震力算定用雪荷重が2kN／m2に達する地域も存在するため，「重い屋根」
の壁量を用いて耐震設計する妥当性を検討する必要がある。一方，2000年に制定された品確法（住
宅の品質確保の促進などに関する法律）や2006年に改定された耐震診断法3’2）では，屋根重量に加え
る雪荷重が考慮されている。さらに，山形県や長野県では，行政指導として雪荷重を考慮した壁量を
提示している3’3）・　3’4）。しかし，積雪期の地震を想定した耐震性に関する研究は皆無に近い状態であり，
雪荷重と耐震性との関係に対する検討が不十分な状況にある。
　このような背景から第3章では，積雪期の地震に対する木造住宅における耐震性の実態把握を目的
に，既存木造住宅における耐震要素の実態調査，および，その調査結果に基づいた耐震診断と地震応
答解析を行い，雪荷重が木造住宅の耐震性に及ぼす影響を検討した。
3－1
3．2　研究方法
　第3章では，図3．1に示すように，第2章で検討した屋根雪の動的挙動のうち，屋根雪が破壊・滑
動せず構造体と一体的に振動した場合，すなわち，雪荷重を屋根重量に加えた場合における木造住宅
の耐震性を検討した。札幌市の既存木造住宅を対象に，耐震要素の実態を調査し，その調査結果を基
に耐震診断を行った。耐震診断では，耐震性の実態把握，並びに，雪荷重が耐震性に及ぼす影響を検
討した。さらに，耐震診断の結果を基に地震応答解析を行い，算定した各住宅の最大応答変位を用い
て雪荷重が地震動の規模と耐震性との関係に及ぼす影響を検討した。
【第3章の範囲】
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　　　図3．1第3章で対象とした屋根雪の動的挙動
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図3．2第3章の流れ
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33　積雪地域における木造住宅の耐震要素調査
3．3．1札幌市における木造住宅の調査
　本研究では，札幌市内の外壁改修業者が行っている改修状況を基に，既存木造住宅における耐震要
素の実態を調査した。2002～2006年に外壁改修を行った76棟の2階建i木造住宅を対象に，改修前の
図面および改修前後の写真を収集し，構法，内外壁の仕様，柱頭・柱脚部における金物の使用状況，
屋根の仕様，および外壁の腐朽・改修状況を整理した。収集した図面から建築年，面積，構法，およ
び耐震要素の概要を整理した結果を表3．1（1）～（4）に，写真を整理した結果を表3．2（1）～（5）に示す。
なお，写真については調査対象のすべてを収集できなかったため，収集できた箇所のみを示している。
表3．1（1）調査対象住宅の建築年，面積，構法，および耐震要素の概要
2 耐震要素の概要建築年 1F 2F 延べ 構法 外 下地 内 屋根
001 一 95．2 6L9 157．1在来軸組構法
窯業系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼振
002 1996 73．7 65．O 138．7在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装銅板
OO3 一 96．9 呂2．4 17臼，3在来軸組構法
ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
⑪04 一 60．9 50．9 111．8在来軸組構法
窯業系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし｝ 石膏ボード 塗装鋼板
005 1983 63．8 60．5 1242在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鍋板
oo6 一 75．4 75．4 15“7在来輔組構法
窯薬系サイ
fィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
OO7 1992 59．6 74．5 134．2在来軸組構法 窯業系サイfィング 不明
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
oo8 一 79．1 48．9 127．9在来軸組構法
窯巣系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
oo9 1978 845 34．0 118．4在来軸組構法 ラスモルタ 木ずり 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼抜
010 1966 94：4 57．1 1515在来軸組構法 ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鍛板
011 1991 82．0 762158．2在来軸緯構法 窯桑系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
Ol2 lggo 72．9 45．6 11乱4在来軸組構法 窯業系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
Ol3 1991 6L7 472lo89在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし〕 石膏ボード 塗装鋼板
Ol4 一 67．1 63！7． 130．呂在来軸組構法
窯業系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装銅振
Ol5 ユggo 692 3£．9 108．1在来軸組構法 窯桑系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
016 1989 65．o 5L31164在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
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表3，1（2）調査対象住宅の建築年，面積，構法および耐震要素の概要
ユ 耐震要素の概要 屋根Nq 建築無 1F 2F 延べ 構法 外 下地 内
017 1981 89．9 33．1 123．0在来軸組構法 ラスモルタ
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
018 1979 6719 33．1 101．0在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
019 1992 78．7 7＆7 1573在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
020 一 646 646 12穿．2在来軸組構法
窯巣系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物あり） 石膏ボード 塗装鋼板
021 ■ 62．9 4丘4 1093在来軸組構法
窯業系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石帝ボード 塗装鋼板
022 一 923 642156．5在来軸組構法
窯業系サイ
fィング なし
三つ翻筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
023 1985 67．9 53．o 120．9在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装銅板
024 一 63．宕 45．6 Io9，3在来軸組構法
窯桑系サイ
fイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼根
025 1988 76．2 472123．4在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
二つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
026 1985 70．8 59．6 130．4在来軸組構法 窯桑系サイeィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
027 1981 679 64．6 132．5在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
02窓 19呂9 66コ 25．7 92．3在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
029 1983 82．8 59．6 142．4在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボーざ 塗装鋼板
030 1988 63．4 39．8 103．1在来軸組構法 窯業系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼振
031 1996 73．7 59．6 133．3在来軸組構法 ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
032 1990 53．8 41．4 952在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
033 1988 8＆4 70．8 159．2混構造 窯業系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼被
034 1979 7λ9 46．4 1192往来軸組構法 ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
035 1983 65．8 62512乱4在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ罰筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
036 1988 76．6 60．o 136．6混構造 窯業系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
037 19巳8 10717 54．7 162．3混構造 窯業系サイfィング なし
三つ翻筋か
｢（金物あり） 石膏ボード 塗装鋼板
03呂 1．88 70．0 4乱9 11＆3在来軸組構法 窯集系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
039一 472 32．3 79．5混構造
ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし〕 石膏ボード 塗装鋼板
蜘 一 67」 67．1 134．2在来軸組楕法
窯桑系サイ
fィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石沓ボード 塗装鋼板
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表3．1（3）調査対象住宅の建築年t
　　　　　　　　　第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
面積、構法，および耐震要素の概要
I　No． 1 耐震要素の概要建築年 1F 2F 延べ 構法 外壁 下地 軸組 内壁 屋根
04．1 1985 67．1 29．8 96．9在来軸組繕法 窯菓系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼根
042 1994 86．1 53．o 139．1在来軸組構法 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
043 1993 65．4・ 65．4 130．8混構造 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物あり） 石膏ボード 塗装鋼叛
044 19呂3 6〔L3 37．3 1035混構造 ラスモルタ 木ずり 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
045 1999 745 5＆O 132．5在来軸組構法 窯業系サイfィング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
046 一 70．6 5L6 122㌔2混構造
窯業系サイ
fイング
構造周合板
i9．5） なし 石膏ボード 塗装鋼板
047 1994 62．1 46．4 108．5在来軸組構法 窯業系ザイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装銅叛
048 1992 70．O 70．0 139．9在来軸組構法 窯業系サイfイング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
049 1986 6＆9 38．1 107．0在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢｛金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
050 1991 8L2 69．6 150．7混構造 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
051 1988 7旦9 52．2 132．1混構造 窯業系サイfィング 不明
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
052 一 7α4 70．4 140．8在来軸組構法
窯桑系サイ
fイング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
053 1994 82．8 曾2．言 165．6枠組壁工法 窯業系サイfイング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼檀
054 1995 77．0 53．O 130．O在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
二つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
055 1987 68．3 32．7 101．O在来軸組構法 窯業系サイfィング． なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
056 1977 762 62．1 138．3在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
057 1988 70．4 45．6 115．9混構造 窯業系サイfィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
058 1977 69．6 29．o 9呂5在来軸絹構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼振
059 1979 6L3 605 121．7在来軸組構法 ラスモルタ 木ずり 三つ割筋か｢（金物なし〕 石膏ボード 塗装鋼板
060 一 59．6 33．1 92．7在来軸組構法
窯業系サイ
fィング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
061 1982 574 57．4 II4．7枠組壁工法 ラスモルタ
シージング
{ード 不明 石膏ボード 塗装鋼板
062 1979 5隻6 34．8 94．4在来軸組構法
ラスモルタ 木ずり 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
063 1977 75．4 72， 148．2在来軸絹構法
ラスモルタ 不明 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
064 1985 762 68．1 144．3枠組壁工法 窯業系サイfイング
構造用合板
i9．5） なし 石膏ボード 塗装鋼板
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表3．1（4）調査対象住宅の建築年，面積，構法，および耐震要素の概要
2　1 耐震要素の概要 屋根建築年 1F 2F 延べ 構法 外壁 下地 軸組 内壁
065 1975 59．6 44．7 10生3在来軸組構法 ラスモルタ 不明 不明 石膏ボード 塗装鋼板
066 1996 ＄乳0 37．3 1242在来軸組構法 窯業系サイfィング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
067 1993 87．0 60．5 147．4在来較組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
06＆ 1993 646 45．6 110．1在来軸組構法 窯業系サイfィング
シージング
{ード
三つ割筋か
｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼根
069 19呂6 65．4 65．4 130．8在来軸組構法 窯業系サイfイング 不明 なし 石膏ボード 塗装鋼板
070 1ggo 69．6 59．6 1292枠組壁工法 窯業系サイfイング
シージング
{ード 不明 石膏ボード 塗装鋼板
071 1971 60．o 46．4 lo6．3在来軸組構法 ラスモルタ 木ずり 三つ割筋か｢（金物なし） 石誉ボード 塗装銅板
072 1979 712 39．8 111．0在来軸継構法 ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 石膏ボード 塗装鋼板
073 1994 59．6 59．6 119．2在来軸絹構法 窯業系サイfイング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
074 1994 8q3 80．3 160．7在来軸組構法 窯業系サイfイング なし
三つ割筋か
｢（金物なし）　　一 石膏ボード 塗装鋼板
075 1988 62．1 59．6 121．7在来軸組構法 窯業系サイfイング なし 不明 石膏ボード 塗装鋼板
076’1978 70．0 2鼠o 99．0在来軸組構法 ラスモルタ なし 三つ割筋か｢（金物なし） 塗装鋼板　　　　一
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表3．2（1）調査対象住宅の外観，耐震要素，
　第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
および腐朽の状況
No．
002
003
004
005
009
011
012
014
017
020
建築年
1996
1983
1978
1991
1990
1981
1F
73．7
96．9
60．9
63．8
84．5
82．0
72．9
67．1
89．9
64．6
2m
2F
65，0
82。4
50．9
60．5
34．0
76．2
45．6
63．7
33．1
64．6
延べ
138．7
179．3
111．8
124．2
118．4
外観 外壁仕上げ 壁体内部 腐朽状況
1
158．2
’
　業系サイディング
魏
摩団
うスモルタル・
陳蕪系サイディング
118．4
130．8
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蜷
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1
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表32（2）　調査対象住宅の外観，耐震要素，および腐朽の状況
No．
021
022
023
024
025
026
027
028
029
030
建築年
1985
1988
1985
1981
1989
1983
1988
1F
62．9
92．3
67．9
63．8
76．2
70．8
67．9
66．7
82．8
63．4
2m
2F
46．4
64．2
53．0
45．6
47．2
59．6
64．6
25．7
59．6
39．8
延べ
！09．3
外観 外壁仕上げ 壁体内部
1窯業系サイディング
薄日■嘲■』Is・
【覇霧藷“1
i黙昌
己●＿一
腐朽状況
156．5
120．9
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123．4
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　　　　　　1　　　、跡　蟹㌦
窯業系サイディング
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C
噸
　　　　　　一　、@　　轟．　　　　　　　　　　　　’　賦　　　　　　　‘
m墜・なし熱　1
τ｝@一「7　　　　鋤口’。　　　　　　鞠、P；　　　噛二占　　　。1；二
@　　醐
　　一一一r一q業系サイディング
@」墜　　　一7
@　　　　　一厨臨，＿－P　＿．＿
　　　o噺　J?F1皇』… 1簾』ヨ
下地：なし 、．1．
　諸μ蔦　　　’
W　　　　　　一二
b衷梶@「
　　　榊　　一一罰一　P－一一
q業系サイディング
ﾕ7Iりrメ｝
?m　’メ
@　　　　　塵
’　　　　　　－i‘　　　　　’　、
@　　　　」
@　　　　、@　　，望
ｺ地：なし　●　　　　　　一
‘窯業系サイディング
｝7rTl一p1償7
　　　　曼
」
t　　z
下地：なし
132．5
92．3
142．4
103．1
窯挙系サイディング
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表3．2（3）　調査対象住宅の外観，
　　　　　　　第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
耐震要素，および腐朽の状況
No．
031
032
033
034
036
037
038
039
040
043
建築年
1996
1990
1988
1979
1988
1988
1988
1993
1F
73．7
53．8
88．4
72．9
76．6
107．7
70．0
47．2
67．1
65．4
2m
2F
59．6
41．4
70．8
46．4
60．0
54．7
48．9
32．3
67．1
65．4
延べ
133．3
95．2
159．2
外観 外壁仕上げ
t旨7凸
@　述
ラスモルタル
F 暫」
●
1
霧、
蹴，、
L
　ダー
轤驤黶@　σ　　　’唱
窯業系サイディング
了　　　　　：窪　　　9 聞　一　　　　　　　夢一　一L…護奮り星
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「ノ’ w三勿
薩
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「 罹
腐朽状況
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II8．8
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〆「■N＝　”x、、、＼二
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E窯業系サイディング
』
こ磁
．窯業系サイディング
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表3．2（4）　調査対象住宅の外観，耐震要素，および腐朽の状況
No．
044
045
046
048
050
053
054
056
058
059
建築年
1983
1999
1992
1991
1994
1995
1977
1977
1979
1F
66．3
74．5
70．6
70．0
81．2
82．8
77．0
76．2
69．6
61．3
2m
2F
37．3
58．0
51．6
70．0
69．6
82．8
53．0
62．1
29．0
605
延べ 外観 外壁仕上げ
103．5
132．5
噂 き’．．
甲妻
・
　豪
w卿　　・
一9「
7【急ロ～「 。．測卍’@㌧：
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“
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表3．2（5）　調査対象住宅の外観，
　　　　　　第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
耐震要素，および腐朽の状況
No．
061
062
063
064
068
070
071
072
073
074
建築年
1982
1979
1977
1985
1993
1990
1971
1979
1994
1994
1F
57．4
59．6
75．4
76．2
64．6
69．6
60．0
71．2
59．6
80．3
2m
2F
57．4
34．8
72．9
68．1
45．6
59．6
46．4
39．8
59．6
80。3
延べ
114．7
外観 外壁仕上げ
鼓　　　躍
蹉モ拠賜
94．4
148．2
144．3
llO．1
　4P・、～‘｛ま隔
　1@　　　　τ
ﾄ，
”　　「ラノ　ー　一
@　「’@　　　　　　　一C　　．　　　　　　　　，篤
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1　‘i
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譲
s
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　　　圃翼
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腐朽状況
r．E
111．0
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窯業系サイディング
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！！：・！1il1・eh，．．一．．．．＿．　　　．．
160．7
メ
】
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　図3．31a）～d）に，調査対象住宅の概要を示す。なお，　a）に示す建築年が明らかな住宅は60棟で・
築年数においては外壁改修を行った年から遡って求めた。a）の建築年をみると，新耐震基準で建築さ
れた1985年～1995年の木造住宅（築年数7～21年程度）が全体の約70％を占め，旧耐震基準で建築
された木造住宅（築年数22年以上）が約20％，1995年～2000年に建築された比較的新しい木造住
宅（築年数6年程度）が約10％を占めている。b）の延べ面積をみると，100m2以上140m2未満の住宅
が全体の約67％を占めている。c）の1Fおよび2Fの床面積をみると，　IFは601皿2以上80m2未満の割
合が高く，2Fは30m2以上70m2未満に広く分布している。　d）の2F床面積／lF床面積の値をみると・
総2階建となる1，0から2F床面積が小さい0．5前後まで広く分布している。このように，調査対象
住宅は，新耐震基準で建築された住宅が中心となって構成されているとともに，総2階建から2F床
面積が小さい住宅まで様々な形式で構成されている。
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図33　調査対象住宅の概要
　図3．4に，改修前の図面および外壁改修時の写真を用いて整理した調査対象住宅の構法および外壁
仕上，外壁下地，筋かい，内壁，屋根形状，および屋根葺材の構成を示す。図のように，構法をみる
と，在来軸組構法が全体の80％以上を占めており，残りがlFをRC造として2F～3Fを在来軸組構
法で建築する在来混構造，および枠組壁構法で構戒されている。外壁仕上の仕様をみると，ラスモル
タル仕上が約20％を占め，窯業系サイディング仕上が残りの約80％を占めている。これらの仕上と
建築年との関係をみると，ラスモルタル仕上は1982年以前の木造住宅に用いられており，窯業系サ
イディング仕上は1983年以降の木造住宅で用いられている。
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第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
　外壁下地をみると，下地無しが全体の80％以上を占めている。木ずりは1979年以前のラスモルタ
ル仕上の住宅で確認され，その割合は全体の数％である。構造用合板やシージングボードは枠組壁構
法の住宅で確認され，在来軸組構法の場合においてもシージングボードを使用している事例が幾っか
確認された。筋かいについては，在来軸組構法と混構造で確認された三っ割り筋かいで接合部に金物
が使用されていないものが全体の約75％を占めている。ここで，写真3．1a）～b）に筋かい端部の事例
を示す。a）のように，筋かい接合部に金物が使用されていない場合は，いずれの場合も釘留めとなっ
ており，柱頭・柱脚接合部においても金物が使用されていない。b）のように，金物が使用されている
事例をみても，平成12年建設省告示第1460号で規定している接合部を満たしていない状況である。
なお，使用されている釘の長さや太さは確認することができなかった。このように，筋かい接合部お
よび柱頭・柱脚接合部の金物は調査対象住宅の大半で使用していないことがわかる。
　内壁の仕様をみると，いずれの場合においても石膏ボードであった。屋根形状は，勾配屋根と，屋
根勾配0°あるいは1／10程度の緩やかな内勾配とした無落雪屋根に大別した。これらの屋根形状をみ
ると，勾配屋根が全体の約35％，無落雪屋根が全体の約65％であり，調査対象住宅は無落雪屋根の
割合が大きい。なお，屋根葺材は，いずれの住宅においても建築基準法の壁量規定で「軽い屋根」に
分類される塗装鋼板であった。
屋根葺材
屋根形状
内壁
筋かい
外壁下地
外壁仕上
構法
0％ 20％　　　　　40％　　　　　60％　　　　　80％　　　　　100％
　　　　　　　　　　　　　構成比（％）
図3．4　調査対象住宅の仕様 写真3．1筋かい端部および柱頭・
　　　　　柱脚部の状況
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3．3．2腐朽・改修状況
　外壁の腐朽状況を写真3．22a）～d）に示す。写真のように，外壁の腐朽が確認された木造住宅はいず
れも外壁がラスモルタル仕上であり，下地が木ずりの場合が顕著であった。腐朽箇所はいずれも1F
であり，台所・風呂などの水周りに接する箇所や，a）に示すように防水処置が困難である窓周りに接
する箇所が顕著であった。腐朽した部材をみると，b）およびc）のように，土台と柱の接合部付近が顕
著であり，中には筋かいが半分以上欠損している場合もみられた。このような腐朽が顕著であるラス
モルタル仕上の住宅は壁量が少ない旧耐震基準で建築されているため，耐震補強が急務であることが
明らかである。これに対し，窯業系サイディング仕上の木造住宅をみると，d）に示すように，若干腐
朽した状態になっている。これらの木造住宅の外壁内部には通気層が設けられており，その通気層に
より腐朽の進行を抑制したことが要因の一っと考えられる。
　写真3．3a）～b）に外壁改修状況を示す。写真のように，既存外壁を撤去した際には，　a）に示すよう
に腐朽箇所を改修している。さらに，b）に示すように，断熱改修と構造用パネル貼り付けによる耐震
補強も行っている。しかし，耐震壁の性能低下に繋がる柱の引き抜けを防止するための，耐震壁の強
さに応じた金物が取り付けられていない。さらに，既存木造住宅が保有している耐震性に関わらず一
律の方法で耐震補強が行われているため，耐震補強の効果が不明確である。このような状況をみると，
雪荷重を考慮した現況の耐震性を耐震診断により把握するとともに，雪荷重の大きさに応じた耐震補
強の効果を明確にする必要がある。
；1雛醗（築年数隆蕩・
写真3．2　外壁の普及状況 写真3．3　外壁改修の状況
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3．4耐震診断による耐震性の実態把握
3．4．1耐震診断の方法
　本研究では，前述の調査で得られた木造住宅のうち，調査棟数が大半を占めた在来軸組構法72棟
（混構造を含む）を対象に，耐震要素の仕様に基づいた耐震診断を行った。なお，耐震診断では基礎
の損傷状況等が影響を及ぼすが，前述の調査では基礎の状況を詳細に把握することができなかったた
め，損傷等が無く健全な状態である基礎を前提に耐震診断を行った。
　耐震診断は，日本建築防災協会の「木造住宅の耐震診断と補強方法」（以下，耐震診断法という。）
に従った3’2）。図3．5および図3．6に耐震診断の概要を示す。図のように，本研究では，一般診断と
精密診断の両方を行った。いずれの場合においても保有耐力を必要耐力で除した評点で耐震性を評価
するが，保有耐力と必要耐力の算定方法に違いがあり，精密診断は有開口部，耐震要素の配置，およ
び劣化度が各住宅の実情に即した評価方法となっている。さらに，耐震診断法では床の剛性が保有耐
力に及ぼす影響を考慮できるが，前述の調査結果では床の詳細な仕様を把握することができなかった
ため，本診断では剛床を仮定している。
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表3．3　診断に用いた屋根重量
屋根の仕様　　　， 設計用積雪深（m）　　　、
「軽い屋根」 0．Om0．31n1．Om　l．25m　L5m1、75m2．01n
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　なお，前述の調査結果では，筋かい接合部および柱頭・柱脚接合部の金物が取り付けられている住
宅が少ない状況であった、このため，柱頭・柱脚接合部の仕様に応じた耐力低減係数は金物の有無に
依存することから，劣化度は考慮しなかった。
　表3．3に屋根の仕様と設定した設計用積雪深を示す。表のように，前述の調査結果に基づき，塗装
鋼板葺きの「軽い屋根」を基本とし，設計用積雪深を0．Om，0．3m，1．em，　L25m，　L5m，1．75m，2．Om
と増加させたときの雪荷重を屋根重量に加えた。これらの雪荷重は前述の積雪深に建築基準法施行令
の多雪区域に指定されている特定行政庁が慣例的に定めている単位積雪重量（3．OkN／m3）と荷重係数
（035）を乗じて算出した。なお，耐震診断法の「重い屋根」は，軽い屋根の重量に積雪0．3mの雪
荷重を加えた値に相当している。また，耐震診断法における柱頭・柱脚接合部の仕様に応じた耐力低
減係数は固定荷重と積載荷重のみを考慮したものであり，雪荷重が作用した状態で地震力が同時に作
用した場合は柱頭・柱脚接合部の引き抜きカが抑えられ，耐力低減係数の値が大きくなることが考え
られる。しかし，雪荷重と耐力低減係数との関係は明らかにされていないため，本研究では雪荷重の
影響を考慮しない，すなわち，安全側の値となる耐震診断法の耐力低減係数を用いることとした。
3．4．2耐震診断の結果
　田端・大橋は，兵庫県南部地震で被災した住宅を対象に耐震診断を行っている35）。これらの建築
年代をみると，新耐震基準の住宅が中心となっており，本研究で対象とした札幌市における住宅の年
代と近似している。ここで，本研究では，札幌市における一般診断の評点と精密診断の評点を兵庫県
の診断結果と比較し，札幌市における耐震性の位置づけを検討した。図3．7に，積雪0．Omおよび0．3m
の場合における精密診断の評点と一般診断の評点との関係を示す。なお，これらの評点はIFのX方
向とY方向で得られた値である。図のように，積雪O．Omの場合をみると，評点の増加に伴い精密診
断の評点が一般診断の評点に比べて大きくなる傾向を示し，その傾向は札幌市の診断結果で顕著とな
る。積雪O．3mの場合をみても，札幌市における精密診断の評点が大きくなる傾向が顕著となる。こ
れは，有開口部の評価が一般診断と精密診断で異なり，垂れ壁・腰壁を有する窓が多く採用されてい
る札幌市における住宅の有開口部が精密診断では一般診断に比べて強いと評価されたためと考えら
れる。また，札幌市における混構造の評点をみると，いずれの積雪深においても他の住宅に比べて評
点が小さい。混構造とはIFをRC造，2～3Fを木造とした構造であり，通常の2階建木造住宅に比
べて大きな加速度が作用する2～3Fの必要耐力が大きくなるため，評点が小さくなる傾向を示す。
このように札幌市の木造住宅は，兵庫県の住宅に比べて一般診断の評点が小さくなるとともに，混構
造の評点が小さくなる傾向を示す。表3．4に，一般診断および精密診断における評点の平均値と変動
係数を示す。表のように，積雪0．Omにおける札幌市の評点をみると，一般診断では兵庫県の住宅よ
り小さく，差の比率が19．4％になるものの，精密診断では兵庫県の住宅と一致しており，積雪0・3皿
の揚合では若干小さな値を示している。なお，変動係数はいずれも024～O．29程度であり，兵庫県と
札幌市で評点のバラツキに大きな違いがみられない。これらの結果をみると，札幌市における木造住
宅の耐震性は，有開口部における評価方法の違いにより，一般診断で兵庫県の住宅に比べて低いと評
価され，精密診断で近似する傾向を示す。
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図3．7　精密診断の評点と一般診断の評点との関係（IFの場合）
表3．4　各診断で得られた評点の平均値
兵庫県の
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　ここで，札幌市の住宅を対象に，精密診断における積雪深と評点の平均値および評点1．0以上の比
率との関係を図3．8に示す。なお，評点1．0以上の比率は，IFと2Fにおける評点の最小値から求め
た。図のように，評点の平均値は，設計用積雪深の増加に伴い減少し，積雪LOm以上になると評点
の平均値が1．0を下回っている。さらに，設計用積雪深の増加に伴う評点の減少傾向は2Fで顕著と
なっている。次に，評点1．e以上の比率をみると，設計用積雪深の増加に伴い評点LO以上の比率が
減少し，評点の平均値が1．0以上になる積雪e．Omで約70％，積雪O．3mで約50％である。積雪0．Om
は「軽い屋根」，積雪0．3mは「重い屋根」に相当しており，これらの屋根重量は北海道における在来
軸組構法の壁量範囲内であるため，評点LO以上の比率が大きい傾向を示している。その中でも評点
1．0を下回る住宅は，「旧耐震基準で建築されているため壁量が少ない」，「混構造であるため必要耐力
が大きくなる」，「筋かい端部や柱頭・柱脚部に金物ぶなく低減係数により保有耐力が小さく評価され
た」等が要因で評点が小さくなっている。これらに対し，積雪LO凱以上の場合をみると，必要耐力
が増加することにより評点1．0以上の比率が急激に減少しており，その比率は10％以下である。札幌
市における設計用積雪深はL4n1であり，その積雪深に近似したlfi雪　1．5mの場合における評点LO以
上の比率は5％程度である。
　以上の結果をみると，「軽い屋根1の在来軸組構法に対して「重い屋根」の壁量を用いる従来の壁
量計算では，積雪期の地震に対して耐震性が不足することが明らかであり，雪荷重を考慮した壁量計
算の構築が急務である。さらに，既存住宅の耐震性は，建築年代や外壁の仕様に関わらず不足してい
る傾向があり，雪荷重増加に伴う必要耐力の増加に応じた耐震補強が必要となる。
349
3．5地震応答解析による雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
　前述の耐震診断で対象とした木造住宅を基に，地震応答解析により雪荷重と耐震性との関係を検討
した。地震応答解析では，気象庁や防災科学技術研究所においてこれまで集計されてきた観測波を用
い，各住宅の最大応答変位を算定することにより，雪荷重が地震動の規模と最大応答変位との関係に
及ぼす影響を検討した。
3．5」解析方法
　解析の対象とした木造住宅は，前述の耐震診断で用いたうち混構造を除く62棟であり，質点系の
弾塑性解析を行い，各木造住宅の最大応答変位を求めた。構造体の復元力特性を図3．9に示すe図の
ように，既往の研究に基づき，バイリニア要素とスリップ要素を重ね合わせたバイリニア＋スリップ
モデルとした3’6）。このモデルでは，1次剛性Ki，1次剛性・鴎に対するバイリニア1次剛性1陶1の割
合a，1次剛性、Klに対する2次剛性K2の割合b，1次剛性Klに対する3次剛性」K3の割合c，および
1次剛性Klに対する4次剛性＆の割合dに加えて，各剛性の折れ点γ1～γ3をパラメータとしている。
aは既往の研究に基づきO．35とし，Kl，およびb・－dは対象とした木造住宅に応じて設定した。各剛
性の折れ点は，既往の研究に基づき，γi＝1／500rad．，γ2＝　1　／200rad．，　pt3＝　1　／3　Orad．とした。すなわち，各住
宅の最大耐力は層間変形角がγ3に達した場合に発生することになる。なお，本解析では，応答変位
の損傷限界を1／120rad．とした。安全限界については，倒壊に至る層問変形角が1／1　Orad．以上と考えら
れているが3η，本解析ではP．』効果を考慮していないため，1／10rad，より安全側の工／20rad．に安全限
界を設定するとともに，1／10rad．の手前となる1／13rad．（O．08rad．）に達した時点で解析を停止した。
【スリツプモデル】
3次剛性 4次剛性
　　　　　　　σ＝（Kb2＋Kn＞／（Kb　l＋瓦1）＝0．15
　　　　　　1次剛性に対する4次剛性の割合
　　　　　　　ナ（Kb2＋Ks3）1　（Kb　l＋K，1）＝－O．15
【バイリニア十スリップモデル】
図3．9　本解析で使用した復元力特性モデル3・6）
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　地震応答解析で必要となる住宅の重量は，精密診断で必要耐力を算定するときに用いた重量とした。
屋根重量に加える雪荷重は，設計用積雪深をO．Om，　LOm，　L5m，2．0皿の4種類とし，各特定行政庁
で慣例的に用いられている単位積雪重量3．OkN／m3と組合せ係数035を乗じて算定した。住宅の岡1」性
は，前述の耐震診断において上下階，XY方向で最も小さい方向を対象とし，耐震要素別に整理した
壁の長さに基づいて算定した。開口部の長さについては，精密診断で用いられる開口係数を乗じて算
定した。なお，偏心率が大きく精密診断で保有耐力が低減されている住宅では，偏心率による低減係
数を住宅の剛性に乗じることとした。ここで，剛性を算定するための各耐震要素における単位長さ当
たりの骨格曲線を図3．10に示す。図のように，本解析では耐震診断法に示されている二っ割筋かい，
三っ割筋かい，窯業系サイディング，ラスモルタル，石膏ボードを用いたヨ2）。これらの骨格曲線か
ら前述の折れ点に従って単位長さ当たりのKi，鴎，　K3，および乱を算定した。　Kl～K3は，骨格曲線
によって囲まれる面積が同じになるように算定し，＆については，1／30rad．と1／17rad．（O．06rad．）で
結ばれる直線から算定した。これらの剛性に耐震要素毎に整理した壁の長さを乗じ，重ね合わせるこ
とで各住宅のKl～瓦を算定した。なお，層問変形角と層間変位の換算に必要な階高は，いずれの住
宅においても2．7mとした。ここで，積雪0、Om～2、Omにおける精密診断の評点とKiに基づいて算定
した1次固有周期との関係を図3．Ilに示す。図のように，評点の：増加に伴い1次固有周期が減少す
る関係を示し，評点と耐震性との関係が概ね反映されている。なお，b～dのパラメータを算定した
結果，各住宅での差異が小さく，平均でb＝0．70，c＝O、15，　di－－e．15であった。
　解析に使用した地震i波は，気象庁（JMA）や防災科学技術研究所（k－net）で集計されている観測
波を用いた。表35に示すように，兵庫県南部地震（1995）以降のIlの地震から計測震度3．2～6．5，
気象庁震度階級で震度3～震度6強・7の範囲で40個の観測波を抽出して用いた。これらの観測波は，
耐震診断の評点が最も小さい方向に対して規模の大きい地震動をを入力させることにより住宅の耐
震性に関して最も不利な解析条件とするため，NS方向とEW方向のうち，最大加速度が観測された
方向を対象とした。なお，計測震度は最大加速度が観測された方向のみで算定した値であり，NS，
EW，　UD方向の加速度から算定した値との差異はO．1前後と小さい状況であった。また，解析法は
Newmarkrβ（β＝1！4，　btrO．Ols）とし，減衰は初期岡1牲比例型で減衰定数は5％とした。
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　一一一（）一一一二つ害41筋力、し㌔
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　＋石膏ボード
0　　　　　0．02　　　　0．04　　　　0．06　　　　0．08
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図3，10　耐震要素の骨格曲線ヨ2）
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囮0・7　　　　　　　　　　　▲積雪1．Om
　　　　　　　　　　　　　o積雪L5m
囮α6　　　　　　　　　　．△積雪2．Om
－1：1　墜露、
　O・3y＝O．151x＋0・596……す一一
　　　　R2　＝O．33
　0．2
　　　0．0　　　0．5　　　1．O　　　l．5　　　2．0　　　2．5
　　　　　　　　　　　　　精密診断の評点
　図3、11　評点と1次固有周期との関係
表35　解析に使用した地震波の概要
地震の名称 発生年 地震の名称 発生年 計測震度 個数
兵庫県南部地震 1995宮城県沖地震 2005
岩手県内陸北部地震 1998能登半島沖地震 2007
宮城県沖地震 2003新潟県中越沖地震 2007
十勝沖地震 2003岩手・宮城内睦地震 2008
32～6．5
震度3・…　1個
k度4・…　3個
k度5弱…　6個
k度5強…　17個
k度6弱…　6個
k度6強・7・・7個
㈹v・…　40個
新潟県中越地震 2004岩手県北部沿岸の地震 2008
北海道釧路沖の地震 2004
3．5．2解析結果
　雪荷重が応答変位に及ぼす影響を検討するため，精密診断の評点が1．0付近で雪荷重の増加に伴い
評点が1．0を下回る木造住宅を例に，1Fおよび2Fの層問変形角と層せん断力との関係を図3．12に
示す。地震波はJMA一川口（計測震度：65）である。図のように，積雪LO阻で評点が1、0付近の場
合をみると，層間変形角が1／13rad．（0．08rad．）まで達しておらず，設定した復元力特性に従っている。
茎3°°
　－R　200
・ミ　100
喚　　0
一100
一200
一3　OO
2300
ぎ
・尺　200
装
・～100
喚　　0
一lOO
一200
一300
積雪L〔〕m－一評点＝1．03－・・　　　　　旨 　　　　　：
E・・・・・・・…一・・… c・・一・一・・一一・一・
…
…
曹　　　…　　　…
：
…
　　　　　・　　　　　・　　榊　　　　　　・　　　　　　昏
黶c一一・一・…
P－・一
…　　　　巳一■
P
　　　…・…一一・一・一十一…一・・一一
@　　　【1F】　　　：
一〇．1　　　　－0．05 0 　　0．05　　　0．1
層間変形角（rad．）
　　　　　雪ﾏ雪L5m・・評点＝0，89・…
曹　　　　　　曹曹　　　　　　1　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　，@　　…
@　　三
一一一一・一一 @　一・÷・一一・　・…一 」　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　脚　「@　　　　…
@　　　　…
　　　　　i
|．．．．．．．＿一隔＿
t．．．．．．一．．．隔．．．
@　　　　…
@一一一一一・一｛一　一一一・一一一
　　　　…
E・一・・・…@　一｛……・
@　　　…
鼈鼈鼈鼈鼈黶 o・一一…・・一
@　　　　　【IF】　　　　…
一〇．1　　　－0．05　　　　0　　0、05　　0．1
層間変形角（rad．）
藍3°°
　R　200
＜～IOO
喚　　0
．100
・200
一300
2300
ぎ
十く200
・ミ100
魍　　0
一100
一200
一300
　　　　　，ﾏ雪L〔｝m一評点墨1．0σ…
@　　　　…
＿．一一三＿一＿一．，
…了……’鱒一一’
@　　　　　．－－．7昌一凸．．層@　　　　… ”｛
　　　　　…・一・・・…一・『・…÷　　　　　…
@　　　　…
’1
@　…・…｛・・・・…一・…
・・一・一・…
¥…・一一
【2F】
・－n．1　　　　－0．05 0　　　　0．05　　　0．1
　層間変形角（rad．）
　　　　　■ﾏ雪L5m一評点二〇．83－・
@　　　　…
i
．．
P．．．．．．．．
－’…’ o’一一－－－’”一
黶E…
P……・・……一・
■　．　．．　隔1．．　．　．
@　　　　：
@　　　　…
　　　　　…
J’凸…@　’ヤ’…’
@　　　　：
@一…　・’1－・一…
@　　　　…
@　　　　：
　　　　　　≡
f…’引@…’’”』－”1”『馳
@　　　　　…
…・o…・…一
@　　【2F】
・0．1　　　伽0．05
図3．12　層間変形角と層せん断力との関係
0　　　0．05　　　e，1
　層間変形角（rad．）
3－22
第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
これに対し，積雪1．5mで評点が1．0を下回る場合をみると，　IFの層間変形角が1／13rad，を超え，解
析が終了している。このように，雪荷重の増加に伴い応答変位が増加する関係を示し，耐震診断の評
点との関係も対応している。
　雪荷重が応答変位に及ぼす影響を地震動の規模別に検討するため，各地震動の最大加速度と最大速
度，および計測震度をパラメータとし，雪荷重が各住宅の最大応答変位から変換した層間変形角に及
ぼす影響を検討した。先ず，設計用積雪深別に求めた各地震動の最大加速度と各階の層問変形角との
関係を図3，13に示す。なお，図中に示す層問変形角は，1つの地震動に対して得られる62棟分の層
問変形角の平均値で表した。図のように，lFの場合をみると，最大加速度の増加に伴い層間変形角
が増加する関係がみられるものの，バラツキが大きい傾向を示す。設計用積雪深別にみると，積雪
1．Om以上の層問変形角はほぼ同程度であり，積雪0．Omおよび積雪≧1．Omに直線回帰式を当てはめ
た場合，積雪≧1．Omの層間変形角が大きくなる傾向を示す。これらの直線回帰式のR2をみると，い
ずれも0．4以下であり，バラツキが大きい。2Fの揚合をみると，各設計用積雪深に直線回帰式を当
てはめると，設計用積雪深の増加に伴い層間変形角が増加する関係を示すが，R2はいずれもO．4以下
であり，lFと同様にバラツキが大きい傾向を示すeこれらに対し，各地震働の最大速度と層問変形
角との関係を図3．14に示す。図のように，lFの揚合をみると，前述と同様に積雪≧1．Omにおける
層間変形角の差異が小さいものの，積雪O．Omおよび積雪≧1．Omに直線回帰式を当てはめると，　R2
は0．8～0．9を示し，両者の比例関係と積雪≧LOmの層問変形角が増加する関係が明瞭になる。2Fに
おいても，各設計用積雪深に当てはめた直線回帰式のR2は0．65～0．8を示し，両者の比例関係と設計
用積雪深の増加に伴う層間変形角の増加が明瞭になる。このように，各住宅の層間変形角は，地震動
の最大速度に依存している。
　次に，雪荷重と計測震度との関係が応答変位に及ぼす影響を検討した。計測震度を気象庁の震度階
級に分類し，精密診断における各階の評点と震度階級の中で平均した層間変形角との関係を図3．15
に示す。なお，震度7に分類される地震波はJMA一川口（計測震度：6．5）のみであったため，震度6
強と合わせて分類している。また，分類した震度階級の中に複数の地震動が含まれていることから，
各住宅の層間変形角は震度階級の中で平均し，震度階級毎に62棟となるように整理した。図のよう
に，いずれの震度階級においても評点の増加に伴い層間変形角が減少する関係を示す。精密診断の評
点は設計用積雪深の増加に伴い小さくなっていることから，雪荷重の増加に伴い応答変位が増加する
関係を示すことがわかる。震度階級別にみると，震度5強および震度6弱では，評点が1．oを下回る
範囲で損傷限界（1／120rad．）を超える傾向があり，1Fの応答変位が2Fに比べて大きくなる傾向を示
す。しかし，いずれの場合においても安全限界（1／20rad．）を超えていない。震度6弱で積雪2．Omの
場合においても安全限界を超えていないことから，震度6弱以下の範囲では雪荷重が応答変位に及ぼ
す影響が小さいと言える。これらに対し，震度6強・7の場合をみると，IFで安全限界を超える割合
が急激に増加し，設計用積雪深が大きいほどその傾向が顕著となるe2Fをみると，1Fに比べて安全
限界を超える割合が小さいものの，評点がLO以下では積雪の増加に伴い安全限界を超える割合が高
くなる傾向を示す。
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図3．15　震度階級別に示した評点と層間変形角との関係
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　ここで，解析で得られた62棟の最大応答変位を用い，損傷限界（1／120rad．）および安全限界（1／20rad．）
を超える割合を各地震動に対して算定した。すなわち，これらの割合は，各地震動に対する被害率を
表している。村尾ら3’s）が提示している木造住宅の被害関数によると，地震動の最大速度と被害率と
の関係は，対数正規分布の累積確率分布関数で表せるとされている。本研究においても，地震動の最
大速度と損傷限界・安全限界を超える割合との関係は，対数正規分布の累積確率分布関数で表せると
仮定した。ここで，各地震動の最大速度と損傷限界（1／120rad．）を超える割合との関係を設計用積雪
深別に示すと図3ユ6になる。なお，確率紙を用いた最小二乗法で求めた累積確率分布関数を示して
いる。図のように，IFの場合をみると，損傷限界を超える割合は，設計用積雪深の影響が小さく，
最大速度が0．2m／s前後になると急激に増加する傾向を示し，0．5m／s以上になると大半の住宅が損傷
限界を超えている。これに対し，2Fの場合をみると，設計用積雪深の増加に伴い損傷限界を超える
割合が増加する関係を示し，積雪0．Omと積雪1．Omとの差異が顕著である。このように，雪荷重が
損傷限界を超える割合に及ぼす影響は2Fで顕著となる。次に，各地震動の最大速度と安全限界
（1／20rad．）を超える割合との関係を図3．17に示す。　IFの場合をみると，積雪0．0血の揚合は，両者
の関係にバラツキがみられるものの，積雪LOm以上になると，設計用積雪深の増減による影響が小
さいものの，両者の相関性が高くなり，安全限界を超える割合は，積雪O．Omの揚合に比べて大きく
なる。一方，2Fの場合をみると，設計用積雪深の増加に伴い安全限界を超える割合が増加する傾向
を示すものの，いずれの設計用積雪深においても安全限界を超える割合は小さい。これは，1Fにお
ける精密診断の評点が2Fに比べて小さく，　IFの応答変位が卓越して2Fの応答変位が増加する以前
に解析が停止したためである。また，既往の精密診断では，IFの評点に比べて2Fの評点が小さい住
宅は全体の約20％であり，その割合と同程度の住宅が2Fの応答変位が卓越して安全限界を超える結
果となった。ここで，1Fと2Fの応答変位の最大値から安全限界を超える割合を算定し，この割合と
村尾ら3’8）が提示している被害関数（全壊〉とを比較した結果を図3．18に示す。図のように，積雪
O．Omの場合をみると，村尾らの被害関数と近似しており，積雪1．0以上になると，村尾らの被害関数
に比べて安全限界を超える割合が増加している。地震動最大速度1　．Om／sで村尾らの被害関数と比較
すると，積雪1．Omで約20％，積雪15m以上で約25％増加している。積雪1．O皿の安全限界を超える
割合は積雪1．5m以上の場合に比べて5％程度大きいが，　lFの評点が2Fの評点に比べて大きく，2F
の応答変位が卓越する住宅が安全限界を超えたケースである。
　このように，本解析で対象とした住宅は，雪荷重を考慮せずに耐震設計が行われていることが明ら
かである。精』密診断の評点をみると，lFの評点は2Fに比べて小さい住宅が多いため，積雪LOmの
場合では，1Fの応答変位が卓越し倒壊に至る可能性が高い。積雪1、5m以上になると，2Fの応答変
位が卓越する住宅が倒壊に至る可能性が高く，地震動最大速度と損傷限界を超える割合との関係から
もわかるように雪荷重の増加は2Fの応答変位に大きく影響を及ぼす。積雪地域における在来軸組構
法の耐震補強を考える場合は，IFの補強が重要であるが，雪荷重の増加に伴い2Fの応答変位が卓越
するため，IFと2Fの耐震補強を同時に行うことが望ましい。
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第3章　雪荷重と木造住宅の耐震性との関係
3．6　まとめ
　第3章では，積雪期の地震に対する木造住宅における耐震性の実態把握を目的に，既存木造住宅に
おける耐震要素の実態調査，および，その調査結果に基づいた耐震診断と地震応答解析を行い，雪荷
重が木造住宅の耐震性に及ぼす影響を検討した。その結果，以下に示すことが明らかとなった。
1）札幌市の既存木造住宅を対象に耐震要素の実態調査を行った結果，在来軸組構法では，外壁の
　下地が無く，三っ割筋かいを用いる場合が多いことが明らかとなった。さらに，これらの木造
　住宅では，柱頭・柱脚部に金物を使用している事例が少なく，ほとんどが釘留め程度であった。
2）外壁がラスモルタルで下地が木ずりである木造住宅で，軸組の腐朽が確認された。腐朽箇所は
　いずれも1Fであり，台所・風呂などの水周りに接する箇所や，防水処置が困難である窓周りに
　接する箇所が顕著であった。外壁の改修状況については，断熱改修と構造用パネル貼り付けに
　よる耐震補強が行われているものの，耐震壁の性能低下に繋がる柱の引き抜けを防止するため
　の耐震壁の強さに応じた金物が取り付けられていないとともに，既存木造住宅が保有している
　耐震性に関わらず一律の方法で耐震補強が行われているため，耐震補強の効果が不明確である
　ことが明らかとなったe
3）調査で得られた耐震要素の仕様に基づいて耐震診断を行った結果，建築当時の耐震基準で設計
　されている揚合においても，「旧耐震基準で建築されているため壁量が少ない」，「混構造である
　ため必要耐力が大きくなる」，「筋かい端部や柱頭・柱脚部に金物がなく低減係数により保有耐
　力が小さく評価された」等が要因で評点が小さくなり，「軽い屋根」の在来軸組構法に対して「重
　い屋根」の壁量を用いる従来の壁量計算では，積雪期の地震に対して耐震性が不足することが
　明らかであり，雪荷重を考慮した壁量計算の構築が急務である。さらに，既存住宅の耐震性は，
　建築年代や外壁の仕様に関わらず不足している傾向があり，雪荷重増加に伴う必要耐力の増加
　に応じた耐震補強が必要となる。
4）耐震診断の結果を基にした地震応答解析を行った結果，解析で対象とした木造住宅の多くはIF
　の床面積に比べて2Fの床面積が小さく，　IFの屋根に雪荷重が作用するケースが多いため，　IF
　で倒壊に至ると考えられ，雪荷重の増加に伴い倒壊によるリスクが高まることが明らかとなっ
　た。さらに，雪荷重が損傷限界を超える割合に及ぼす影響は2Fで顕著となっており，　IFの耐力
　を増加させても2Fで倒壊に至る可能性が高い。従って，積雪地域における木造住宅の耐震補強
　を考える場合は，IFのみならず2Fの耐震補強に対して配慮が必要となることが明らかとなった。
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第4章　構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係
4．1はじめに
　第3章では，積雪地域における木造住宅の耐震性の実態把握，および積雪期の地震に対して雪荷重
が木造住宅の耐震性に及ぼす影響を耐震診断および地震応答解析により検討した。その結果，設計用
積雪深1．Om以上に対応する雪荷重では，耐震診断の評点が1．0を下回る住宅が大半を占め，在来軸
組構法における雪荷重を考慮した壁量計算の構築が急務であること，さらに，既存住宅における各地
域の雪荷重に対応した耐震補強の必要性が明らかとなった。さらに，積雪期の地震では，lFから倒
壊に至る傾向があるとともに雪荷重の増加に伴い倒壊に至る割合が高くなるものの，雪荷重の増加に
伴い2Fの応答変位が急激に増加する傾向を示し，耐震補強においては，2Fに対する配慮が必要とな
ることが明らかとなった。
　一方，雪崩対策に関して，阿部ら4’1），松澤ら4’2）は，地震と斜面積雪との安定性に関する検討を行
っており，地震による積雪の破壊により雪崩を誘発する可能性を指摘しており，このような積雪の破
壊は，木造住宅の屋根雪においても発生することが考えられる。このことから第2章では，屋根雪処
理の地域特性を分析し，地震による屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係を考慮する必要が
ある木造住宅は，屋根葺材に塗装鋼板を用いた無落雪屋根および勾配屋根であることを指摘した。し
かし，積雪状態にある構造体を対象とした研究は，Nakamuraら4’3）が行った基礎的な振動実験のみで
あり，現行の耐震基準では，雪荷重と動的荷重として捉えるまでに至っていないのが現状である。
　このような背景から第4章では，構造体の振動による屋根雪の動的挙動が木造住宅の応答性状に及
ぼす影響を把握することを目的に，基礎的な振動実験を行った。
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4．2　研究方法
　第4章では，図4．1に示すように，第2章で検討した積雪期の地震で考慮する必要がある屋根雪の
動的挙動のうち，屋根雪の破壊・滑動が観察し易い塗装鋼板葺き平屋建て無落雪屋根で発生する動的
挙動を対象とした。
　構造体の振動による屋根雪の動的挙動は，屋根雪の滑動に対する拘束度が影響を及ぼすものと考え
られる。木造住宅屋根における軒の形状と暖房された屋内と屋外との熱貫流により，屋根面における
外周部のみが凍着する場合があり44），屋根面の一部で滑動を拘束する。さらに，塗装鋼板葺きでは
「はぜ」と呼ばれる高さ30mm程度の突起があり，屋根全面の滑動を拘束する場合がある。これら
の屋根雪滑動の拘束状態が屋根雪の破壊形態や破壊時の加速度に影響を及ぼすことが考えられる。一
方，屋根雪が滑動した場合は，屋根雪と塗装鋼板との摩擦特性が構造体の応答性状に影響を及ぼすも
のと考えられる。この摩擦特性については，勾配屋根で発生する屋根雪の滑落に関する研究で数多く
の測定事例があり，塗装鋼板の表面性状や雪質の影響を受けることが明らかとなっている4’5）・　4’6）・　4’D。
これに対し，建築物のすべり摩擦減衰に関する研究をみると，摩擦係数は速度依存性を有しているこ
とが知られている4’8）。これらの状況をみると，構造体の振動挙動を考慮して屋根雪の動的挙動と構
造体の応答性状との関係を検討する必要がある。このような背景から第4章で行った振動実験では，
図4．2に示すように，「屋根雪の破壊」，「構造体の応答性状」の2点に着目した。
【第4章の範囲】
1）「雪荷重増加に　12）「無落雪におけ13）「振動による屋
　　よる地震荷重1　　る屋根雪の動■　　根雪の滑落」
　　の増加」　し＿醗i親＿」
　　　図4．1第4章で対象とした屋根雪の動的挙動
屋根雪の破壊
・破壊形態
・破壊時の加速度
構造体の応答性状
・屋根雪破壊前後
・屋根雪滑動時
屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係
図4．2　振動実験の流れ
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4．3　振動による屋根雪の破壊形態と破壊時の加速度との関係
43．1実験方法
　実験状況を写真4．1に示す。写真のように，大きさ900m皿×900mmの屋根に鋼製の柱を取り付け
た単質点モデルである。屋根葺材は，積雪地域で一般的に使用されるもののうち，表4．1に示すよう
に，表面粗さの異なる2種類の塗装鋼板（フッ素塗装鋼板：RZns＝4．2μm，つや消し塗装鋼板l
RZns＝21．2μm）とした。これらの屋根葺材の表面性状は，屋根雪と塗装鋼板との摩擦特性に関する既
往の研究に従い表面粗さと接触角の値で評価し4’9），表面粗さはJISBO601，接触角はJISR3257に示
す方法で測定した。
　実験に使用した屋根雪は，雪密度250～450kg／m3の自然雪とし，屋根雪の上層を密度250～350kg／m3
のしまり雪，下層を密度350～450kg∠m3のざらめ雪とすることで積雪の層構造を考慮した。なお，雪
密度を測定するとともに雪粒の大きさを目視により確認することでしまり雪とざらめ雪を区分した。
屋根雪の深さは，5cm，10cm，および15cmの3種類とした。
　構造体の振動による屋根雪の破壊・滑動は，その滑動が拘束される屋根雪の凍着の影響を受け，無
落雪屋根における軒の形状と暖房された屋内と屋外との熱貫流により，屋根面における外周部のみが
凍着する場合がある44）。さらに，塗装鋼板の接合に「はぜ」と呼ばれる高さ30㎜程度の突起があ
り，屋根全面の滑動を拘束する場合が考えられる。このようなことから本実験では，図4．3に示すよ
うに，屋根面外周部の1辺，2辺，および3辺が屋根雪の凍着で滑動を拘束する状態を想定するとと
もに，屋根表面の「はぜ」が全面の滑動を拘束する状態を想定した。この全面拘束の場合，使用した
屋根葺材は，つや消し塗装鋼板とした。屋根雪の凍着面は，図中に示すように屋根面に取り付けたワ
イヤラスで滑動を拘束することによ礪現した。全面拘束の「はぜ」にっいては，厚さ4．5mmの平
鋼で作製し，高さは30㎜とした。実験室の温度は5℃前後を確保し，屋根雪における雪質の急激な
変態が発生しない温度条件とした。
　試験体の加振は人力で行い，図4．4に示すように，振動台に取り付けた加速度計で確認しながら入
力加速度を3段階で増幅させた。加振の周期については，自由振動加振で測定した試験体の固有周期
から振動台に対する試験体の応答倍率が2～3となるように調整した。このような調和振動加振によ
り屋根雪を破壊させ，振動による屋根雪の破壊形態を観察した。なお，実験回数は各ケースで1回と
した。
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ぐL謬
　　　　　　　　　　写真4．1振動実験の状況
　　　　　　表4．1　実験に使用した屋根葺材の表面性状
　　く　　　　　　ゆレ　　　く　レ　　　　く　　ロ　　　　レ　　　　く　　　　　　ウ　　　　加振　　　　　加振　　　　　　加振　　　　　加振
　　　1辺拘束　　　　2辺拘束　　　　3辺拘束　　　　　　　全面拘束
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（はぜ）
　　　　　　図4．3　屋根雪の凍着を考慮した実験シリーズ
　　　　　　　　　　　　　　　　4・4
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ﾆ
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図4．4　加振条件
4．3．2屋根雪の破壊形態
　実験で得られた屋根雪の破壊状況と破壊形態を整理した結果を表4、2に示す。1辺拘束の場合をみ
ると，フッ素塗装鋼板では，いずれの積雪深においても滑動が拘束された雪ブロックと滑動しようと
する雪ブロックとの鉛直面で引張破壊が発生した。っや消し塗装鋼板では積雪深5cmの場合で前述
と同様の破壊が発生し，10cmおよび15cmの揚合では，滑動を拘束していたワイヤラス上層の水平
面でせん断破壊が発生した。次に，2辺拘束の場合をみると，両側の鉛直面でせん断破壊した事例は
つや消しの5cmのみである。フッ素の5cm，つや消しの10cmでは，片側における鉛直面でのせん断
破壊ともう片側のワイヤラス上層における水平面でせん断破壊が同時に発生し，その他は両側におけ
るワイヤラス上層の水平面でせん断破壊が発生している。3辺拘束の場合をみると，引張破壊と両側
の鉛直面でせん断破壊が発生した事例は無く，片側における鉛直面のせん断破壊とワイヤラス上層の
水平面せん断破壌，引張破壊とワイヤラス上層の水平面でせん断破壊，あるいは全拘束辺におけるワ
イヤラス上層の水平面でせん断破壊が発生している。このように，振動による屋根雪の破壊形態は，
滑動が拘束された部分におけるすべての鉛直面から引張・せん断破壊した事例は1辺拘束と2辺拘束
の一部でしか確認されず，一つの鉛直面とワイヤラス上層の水平面から破壊する傾向があり，積雪深
が大きい揚合は水平面からせん断破壊する傾向が強くなる。全面拘束（はぜ）の場合においても，積
雪深が5cmでは一部の屋根雪が，10cmおよび15cmでは全面の屋根雪が「はぜ」上層における水平
面でせん断破壊が発生している。屋根雪が細かく粉砕されたのは前述のせん断破壊後に「はぜ」間の
滑動で上下方向の衝撃が発生したためである。次に，屋根雪破壊時における屋根雪の加速度をみると，
全面拘束（はぜ）のように破壊形態が安定している場合は積雪深の増加に伴い加速度が減少する関係
を示すものの，1～3辺拘束の場合は破壊形態に応じて加速度が変化しており，拘束辺数および積雪
深と加速度との問に明瞭な相関関係はみられない。なお，屋根葺材の表面性状の違いと屋根雪の破壊
形態についても両者の明瞭な相関関係は確認されなかった。
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表4．2　振動による屋根雪の破壊形態
積書深
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　　　　　　　　　…水平面せ
　　　　　　　　　iん断破壊
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i断破壊
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［皿
フツ素 i引張破壊
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詑　ei暑轡
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水平面
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　　　　　　　　－－・．・－－i・．・－・－・－－・－・・－
　　　　　　　引張破壊i【フツ素】
　　　　　　　　　　　　5㎝
　　　　　＼　…【10㎝つや消し】
　　　　　　　　　　　10㎝水平面せん断破壊　　　　　　　15㎝
　鉛直面のi
　　ん断破壊iひ燦】
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　　　　　：
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ψ；」，
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平面の
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＼
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［：：コ：滑動する屋根雷［：：：］：拘束された屋根雪※表中の「破壊加速度」は，屋根雷の応答加速度の値である。
4－6
第4章　構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係
4．3．3屋根雪の強度と破壊時の地震力との関係
　屋根面の一部，あるいは，全面の滑動が拘束された場合における振動による屋根雪の破壊形態をみ
ると，一つの鉛直面における引張破壊およびせん断破壊と水平面のせん断破壊が同時に発生する傾向
があり，積雪深が大きくなると屋根全面で水平面のせん断破壊が発生する傾向がある。本研究では，
地震時における屋根雪の破壊状況を明らかにすることを目的に，積雪の引張強度およびせん断強度と
屋根雪が破壊する慣性力との関係を検討した。
　既往の研究をみると，積雪の引張強度FpはNari　ta4’　i　o）により，せん断強度瓦は遠藤鋤，山野井ら
412）らによって測定されている。特に，山岳地帯で発生する表層雪崩のすべり面はせん断強度の小さ
い弱層である場合が多いことから，凡は積雪の弱層に着目する場合が多い4’i1）。ここで，2008年3月
5日に，札幌市手稲区の北海i道工業大学構内における2つの塗装鋼板葺き屋根Aおよび屋根Bで測
定した屋根雪におけるFsを図4．5に示す。なお，屋根Aは通常利用されている建築物の屋根であり，
日中は暖房が行われている。屋根Bは利用されておらず暖房も行われていない建築物の屋根である。
測定日の気象条件は図中に示す通りであり，Fsの測定には雪崩調査で使用されるシアフレームを用い
4’13），プッシュプルゲージで引っ張ることにより測定した。測定箇所は各屋根で1ヵ所とし，深さ方
向に異なる雪質の境界付近を測定した。図のように，屋根Aの積雪深は55cm，屋根Bの積雪深は
100cmであり，いずれの屋根においても積雪の深さの増加に伴い雪密度ρが増加している。ρの増加
に伴いFsが増加する傾向を示すが，屋根Aでは積雪上面から約15cm，屋根Bでは30cmの深さでρ
が200～300kg／m3であるもののFsが1　．　OkN／m2前後となる弱層が確認できた。これらの弱層の雪質は
上下層に比べて粒径が大きいざらめ雪で，急激な気温変化によって形成された積雪層であり雪崩調査
（　0§
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0　　2　　4　　6　　8　10
一●一：せん断・・
　　強度
一◎づ雪密度
融A
國
0　　100200　300　400　500
　　　雪密度ρ（kg／m3）
窟0310杓賦20G30㎜
as　40
　50
　60
　70
　80
　90
　100
【測定日（2008年3月5日）の気象条件1
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図4．5　屋根雪におけるせん断強度の測定結果
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で測定される弱層と同様の傾向を示す。さらに，屋根底面から5cmの積雪下層においても直上層よ
り粒径が大きいざらめ雪の弱層が確認され，室内からの熱貫流による温度変化で雪質が変態したもの
と考えられる。この屋根底面の雪質は建築物の利用状況に関わらず，いずれの屋根においても確認さ
れ，塗装鋼板葺きの屋根においては気温の温度変化のみでも屋根底面の雪質が変態することを示して
いる。
　これらの屋外実測のFsおよび前述の振動実験で得られたFp，　Fsを既往の研究410）・　4’11）・　4’12）で測定
されたFpおよびFsと比較した結果を図4．6に示す。なお，図中に示す既往の研究で測定された乾き
雪のFp，　Fsは雪の含水率が0％の場合で，湿り雪のFsは雪の含水率が0％を超える場合である。また，
振動実験で得られたFpは，1辺拘束で引張破壊した事例を対象とし，屋根雪の加速度に質量を乗じ
て求めた慣性力を破断面積で除した値である。振動実験で得られたFsは，各拘束辺において水平面
でのみせん断破壊した事例を対象とし，前述と同様の方法で求めた値である。雪密度ρについては実
験時に測定した値である。図のように，既往の研究では，pの増加に伴いFpおよびFsが増加する関
係を示し，両者の値に大きな差異はみられない。さらに，Fsにおいては乾き雪に比べて湿り雪の値が
小さくバラツキも大きくなる。振動実験および屋外実測で得られたFp・Fsは，既往の研究の測定結
果のうち，湿り雪に近似する傾向を示し，振動実験の全面拘束（はぜ）の場合と屋外実測の弱層は
LOkN／m2前後と小さな値を示すものの，既往の測定結果から大きく逸脱していない。このように，屋
根雪のFsは地上の値と近似する傾向を示し，屋根葺材上における屋根雪滑動が拘束された場合は，
振動により積雪の弱層でせん断破壊し，滑動する可能性が高いことがわかる。
◇引張強度（乾き雪）4・10）　　　◆振動実験の引張強度
0せん断強度（乾き雪）4・11）・　4・12）△せん断強度（湿り雪）4・11）・　4・12）
●振動実験のせん断強度　　△屋外実測のせん断強度
100
　　　　　　　　　　　　　　　灘雛…
10
1
0．1
．篤帰・x・1・一・P…1・鰹外実唄1の弱層
　R2＝O．435
50　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　200　　　　　300　　　400　　5θ0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　雪密度ρ（kg／m3）
　図4．6雪密度と引張・せん断強度との関係
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　ここで，図4．7に示すような屋根雪の破壊形態を想定し，屋根雪破壊時の応答加速度を検討した。
図のように，前述の振動実験を考慮し，1辺～3辺で滑動が拘束された屋根雪の鉛直面で引張破壊お
よびせん断破壊した揚合と，屋根全面の滑動が拘束された状態で屋根面近傍の水平面でせん断破壊し
た場合を想定した。屋根雪の呂およびFsは，　pを建築基準法施行令における多雪区域と指定された
特定行政庁が慣例的に定めた値である300kg／m3とし，前述図4．6の回帰式により，乾き雪を18．OkN／m2，
湿り雪を2．OkN加2とした。さらに，積雪弱層のFsにっいては屋外実測を考慮して1　．　OldS［／m2とした。
屋根面が正方形であると仮定し，面積当たりの雪荷重と引張破壊およびせん断破壊が発生する屋根雪
の応答加速度α、を算定した。図4．8に，雪荷重とa、を重力加速度gで除した比率α、匁との関係を示
　　1辺拘束　　　　　2辺拘束　　　　3辺拘束
　L－一一一一一r－一一一一一一L－－Y－一
　　　　　　　　鉛直面の破壊　　　　　　　　　水平面の破壊
図4．7　想定した屋根雪の破壊形態
聖5．o
4．0
3．0
2．0
LO
O．O
r－一一人一一一「－r－一“一一一「
鉛直面の破壊　水平面の破壊
く》：1辺拘束　一◆一：乾き雪
｛｝：2辺拘束　暑：湿り雪
一iOs－：3辺拘束　「齢：弱　層
※湿り雪の場合
　　　33　　　66　　　100
振動実験
く・：1辺拘束
蕪：2辺拘束
‘t、：全面拘束
133　　166
積雪深（cm）
200
　　　　O、O　　　　l．0　　　　2．0　　　　3．0　　　　4．0　　　　5．0　　　　6．0　　　　7．0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　雪荷重（kN加2＞
図4．8　図4．6の回帰式に基づく雪荷重と破壊時の応答加速度との関係
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す。なお，図中には各雪荷重に対応する積雪深（p・　300kg／m3の場合）を示す。とともに，前述の振
動実験で得られた屋根雪の加速度のうち，破壊形態が図4．7に対応した場合のみを図中に示した。ま
た，図中に示すラインは建築基準法における二次設計レベルの加速度を示し，aMg＝1．0は保有水平耐
力計算による標準せん断力係数C。－1．0を表すとともに，a。／g＝O．4および0．5は，保有水平耐力計算に
よる2階建て木造住宅における2階レベルの加速度および3階建て木造住宅における3階レベルの加
速度（標準せん断力係数：C。＝1．O，構造特性係数：D。＝O．3，層せん断力係数の高さ方向分布：2階レ
ベルは」ド14で3階レベルはオド1．6，振動特性係数：Ri1．0，偏心率や剛性率による割増係数：凡，LO）
を表した値である。図のように，湿り雪における1～3辺拘束の揚合をみると，雪荷重の増加に伴い
屋根雪の深さが増加する，すなわち，鉛直面の面積が増加することからせん断強度も増加するため，
婦gは雪荷重に関係なく一定の値を示し，拘束辺数の増加に伴いa。／8が増加する関係を示す。振動実
験の結果と比較すると，1辺拘束の一部に例外があるものの，算定した結果と近似するか，あるいは
振動実験のバラツキにより算定した結果に比べて若干大きな値を示す。これらの算定したaYgと二次
設計レベルの加速度とを比較すると，1辺拘束の場合でa、／g≦1、0となるものの，いずれの場合におい
てもa。／g＞0．5であり，保有水平耐力計算による設計耐力に近い2階建てあるいは3階建て木造住宅で
は屋根雪が破壊しないことになる。なお，乾き雪における1～3辺拘束の磁gは6～18と非常に大き
な値となり，屋根雪が破壊する可能性は低い。これらに対し，水平面のせん断破壊についてみると，
いずれの雪質においても雪荷重の増加に伴いaYgが減少する関係がみられる。振動実験の結果と比較
すると，振動実験による加速度は，湿り雪の場合に比べて小さくなるものの，弱層の場合と近似する
傾向を示す。算定したa、igで湿り雪の場合では，雪荷重25kN／血2（積雪深：約80。m）以上になると
aYg≦1．O，雪荷重4．5kN／m2（積雪深：約150cm）以上になるとa。／9≦0．5，雪荷重55kN／m2（積雪深：
約180cm）以上になるとa、ig≦O．4となる。弱層においては，雪荷重1．OkN／m2（積雪深：約33cm）以
上になるとaYg≦1．0，雪荷重2．OkN／m2（積雪深：約66cm）以上になると磁g≦05，雪荷重2．5kN！m2
（積雪深：約85cm）以上になるとa，／g≦0．4となり，いずれの場合も札幌市における建築基準法によ
る設計用垂直積雪量140cmを下回る条件となる。このように，冬期間に二次設計レベルの地震が発
生すると屋根雪は弱層でせん断破壊する可能性が高いことがわかる。なお，乾き雪の場合は，雪荷重
6．OkN／m2（積雪深：200cm）においてもa。／g＝3．0と大きな値を示すことから，屋根雪が破壊する可能
性は低いと言える。
　これらの結果をみると，屋根雪が含水率0％を超える湿り雪で弱層が存在する場合は，地震により
屋根雪が破壊する可能性が高いことがわかる。また，2辺拘束以上になると屋根雪の破壊加速度が
aYg・　1．0以上となり鉛直面から破壊する可能性が低くなることは，前述の振動実験で得られた一つの
鉛直面とワイヤラス上層の水平面から破壊した結果と対応していることがわかる。なお，北海道や青
森県などでは，真冬日が連続する気温が低い地域であり，屋根雪と屋根葺材との凍着が振動による屋
根雪の破壊加速度に影響を及ぼすと考えられるが，弱層のせん断強度は気温の影響が小さいことが知
られている412）e従って，積雪の弱層で屋根雪が破壊する場合は，各地域における気温の影響が小さ
いと言える。
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4．4　屋根雪破壊時および屋根雪滑動時の動的挙動と構造体の応答性状との関係
　本実験では，振動による屋根雪破壊時，および破壊後の滑動時における構造体の応答性状を検討す
ることを目的に，基礎的な振動実験を行った。屋根雪破壊時に関する振動実験では，屋根雪滑動に対
する拘束度を変化させた試験体を対象とし，破壊後の滑動時に関する振動実験では，屋根雪が滑動し
易い状況下を対象としている。
4．4．1実験方法
（1）屋根雪破壊時における構造体の応答性状に関する実験
　本研究では，屋根雪破壊時の動的挙動が構造体の応答性状に及ぼす影響を明らかにすること目的に，
正弦波による基礎的な振動実験を行った。実験に使用した屋根葺材は，前述の振動実験で用いたフッ
素塗装鋼板（表面粗さ：Rz皿s・4．2μm）およびつや消し塗装鋼板（表面粗さ：Rz皿s＝21．2μm）の2種類
である。本実験では，屋根端部の部分的な凍着を想定するため，図4．9に示すように3種類の拘束辺
を設定した。拘束パターンは，1辺拘束，2辺拘束，および3辺拘束とした。これら凍着状態は，屋
根葺材上に貼り付けたワイヤラスにより屋根雪と屋根葺材とを固定することで再現した。
　実験状況を写真4．2に示す。写真のように，試験体は，鋼製脚を取り付けた900mmX900㎜の合
板に屋根葺材を貼り付けた単純な平屋建てを想定したものである。この試験体の振動数を測定した結
果，6．OHzであり，実物大振動実験で測定された固有振動数に相当する4・14）。このような試験体を水
平加振装置に取り付け，150㎜の屋根雪を載せた後に振動実験を行った。屋根雪は，積雪の層構造
を考慮し，自然雪を20㎜のふるいを用いて50㎜ずっ3層に分けて堆積させた。屋根雪の雪質は
しまり雪であり，密度は2eo・v300kg／m3程度を示し，試験体の屋根部分と屋根雪とを合わせた重量は
245～343Nであった。実験期間中における実験室内は，急激な温度上昇により発生する急激な雪質の
変態や融雪により実験結果にバラツキが生じたため，室内を外気に開放して暖房を行わない環境とし
た。室内温度を測定した結果，実験時は2～5℃で推移し，屋根葺材の裏面温度は0～1℃で推移した。
このように，室内温度は屋根雪の雪質が急激に変動しない温度であるとともに，屋根雪と屋根葺材は
凍着していない状況である。
OOひ
加振
　1辺拘束　　　2辺拘束　　　3辺拘束
［二＝コ1屋根葺材［：コ：ワイヤラス
図4．9　屋根端部の部分的な凍着を想定した屋根の概要
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写真4．2　実験状況
START
自由振動加振
からpを決定
調和振動加振
加速度 Yes
割増し
@No
END
図4．10　加振条件
　次に，加振条件を図4．10に示す。図のように，実験直前・直後の試験体振動数∫を把握するため，
人力による自由振動加振を行った。加振は屋根雪を載せたままで行い，屋根雪が滑動しない程度とし
た。試験体の振動数fは平均で5．17Hzであり，減衰定数が1．6～2．3％の範囲であった。この振動数f
は屋根雪が無い場合に比べて0．86倍であり，100m2の平屋建に積雪30cmの雪荷重（単位積雪重量：
3kN／m2）が作用した状態の振動数に相当する。また，振動数fの標準偏差は±0．32Hzであり，実験
中において試験体の振動数を大きく変えるような損傷等は生じていない。
　調和振動加振の振動数pは，試験体振動数fを基に逐次決定した。試験体の加速度応答倍率a．／ao
（試験体の最大応答加速度／最大入力加速度）を2．0前後とするため，振動数pは減衰定数2．0％の
共振曲線により振動数比」ワ〃f－O．7前後となるように設定した。試験体応答加速度の割り増しは，振動
数比p／f」0．7前後の範囲で入力加速度を増加させて行うこととし，入力加速度を1．Om／s2毎に繰り返し
増加させた。ただし，水平加振装置における加振能力の限界に達しても屋根雪が破断・滑動しない場
合は，振動数比p／Ll1・O．8前後に設定し，加速度応答倍率を3．0前後に増加させて試験体応答加速度の
割り増しを行った。調和振動加振の加振時間は，1回約15秒とした。振動台および試験体の挙動は，
加速度計及びレー・ザー変位計にて計測し，サンプリング周波数は200Hzである。なお，屋根雪には
加速度計を取り付けていない状況である。
（2）屋根雪滑動時における構造体の応答性状に関する実験
　実験シリーズを表4．3に示す。表のように，屋根雪のすべり面は前述の表面粗さの異なる2種類の
塗装鋼板と積雪の弱層面とした。積雪の弱層面は，1度堆積させた屋根雪を上層と下層に2分割し，
上層の屋根雪を下層に載せ，下層の滑動を拘束することで上層の屋根雪を滑動させた。屋根雪の重量
rVは0．3kN／m2，0．5㎞／m2，0．7kN／m2の3種類とし，積雪の弱層面の場合においては上層の重量を対象
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としたため0．3kN／m2および0．5kN／m2の2種類とした。実験に使用した屋根雪は雪密度250～450kg／m3
の自然雪とした。2種類の塗装鋼板におけるすべり面の雪質はしまり雪とざらめ雪とし，積雪の弱層
面はざらめ雪とした。なお，しまり雪とざらめ雪の分類は，密度と雪粒の大きさで判断した。
実験状況を写真4．3に示す。実験に使用した試験体は，大きさ350㎜×550mmの屋根にアルミ製
の柱を取り付けて作製した平屋建て無落雪屋根を想定したものである。このような試験体を振動台に
取り付け，屋根雪を堆積させたのちに振動実験を行った。なお，屋根雪が無い状態の固有振動数fは
約6．OHz，減衰定数は1～2％である。また，試験体のみの重量は29．4Nであり，屋根雪の重量との比
はJiV』0．3kN／m2で1：1（屋根雪重量：29．4N），〃』0．5kN／m2で1：1．67（屋根雪重量：49。ON），〃」0．7kNlm2
で1：2．33（屋根雪重量：68．6N）である。振動台は大きさ450㎜×450㎜の一軸水平加振装置で，振
動台における振幅の最大値は±30mmである。実験室の温度，加振条件，加速度計のサンプリング周
波数は前述と同様であり，調和振動加振の振動数pは，plf＝O．7（am∠ao＝2．0）から設定した。
表4．3　実験シリーズ（屋根雪滑動時における構造体の応答性状）
屋根雪の重量Wすべり面 表面粗さRz@（　） 0．3kN！m2　i　O．5kNZm2　i　O．7kNlm2
フッ素塗装鋼板●　●　●　●　●　●　●　o　o　●　●　●　■　●　●　●　o　o　・　o　●　●　●　●　・　●　・
ﾂや消し塗装鋼板●　●　o　●　o　●　●　o　o　，　●　o　●　・　o　●　●　●　の　・　■　．　●　●　●　・
ﾏ雪の弱層面
＿＿．　．架
@　　　21．2●　■　o　，　o　●　■　・　●　9　●　■　■　・　．　・　●　．　〇
@　一
……9．…．．1……璽．…．三…．．璽．…．
c…9……1……璽…．．三．＿璽．…．　　●　　i　●　　　　一　　　　　：　　　　　　　　　　：
　　伽璽到
　　£・’：厩：・・
蔭
写真4．3　実験状況（屋根雪滑動時における構造体の応答性状）
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4．4．2屋根雪破壊時の動的挙動と構造体の応答性状
　フッ素塗装鋼板とつや消し塗装鋼板における拘束辺数と屋根雪の破壊状況との関係を表4．4に示
す。表のように，拘束辺を有する場合は，屋根雪が破断した後に滑動する状況や，ワイヤラス上部の
水平面で層破壊した後に滑動する状況が確認でき，前述の実験で示した破壊形態と同様の傾向を示し
た。さらに，3辺拘束の場合は，屋根雪の滑動に対する拘束度が高いため，前述の全面拘束（はぜ）
と同様に水平面の層破壊が発生し，雪の上を滑動する状況が確認できた。
　ここで，フッ素塗装鋼板およびつや消し塗装鋼板における1辺拘束～3辺拘束で得られた試験体の
時刻歴応答結果を図4．llに示す。図のように，フッ素塗装鋼板における1辺拘束の場合は，加振か
ら3秒前後で屋根雪が破壊・滑動した。屋根雪が滑動すると急激に応答加速度が減少し，滑動前の約
0．5倍の値を示している。これに対し，フッ素塗装鋼板における3辺拘束の場合をみると，加振から
5秒前後で屋根雪の一部が層破壊し，破壊層上を滑動することで応答加速度が減少する傾向を示した。
しかし，応答加速度の減少傾向は1辺拘束に比べて小さく，滑動前の0．9倍程度である。なお，っや
消し塗装鋼板の場合においてもフッ素塗装鋼板と同様の傾向を示した。このように，屋根雪滑動の拘
束辺数の増加に伴い屋根雪の破断・滑動状況に変化がみられ，その状況に応じて試験体の応答加速度
の減少傾向が異なる。
表4．4　屋根雪の破壊状況
フッ素
つや消し
ll（1辺拘束）P口
ワイヤラス部で雪の層破断
→滑動
雪の部分破断
→滑動
皿（2辺拘束）P口
ワイヤラス部で雪の層破断
（雪の部分破断も有り）→滑動
ワイヤラス部で雪の層破断
→滑動
rv（3辺拘束）P口
雪の部分破断＋雪の層破断
一部が雪の上を滑動
雪の層破断
→雪の上を滑動
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図4．13　屋根雪破壊時の試験体応答加速度と破壊後／破壊前との関係
　ここで，各屋根葺材における拘束辺数と破壊時の試験体応答加速度との関係を図4．12に示す。図
のように，いずれの屋根葺材においても拘束辺数の増加に伴い破壊時の試験体応答加速度が増加する
関係を示し，フッ素塗装鋼板に比べてっや消し塗装鋼板の応答加速度が若干大きい傾向を示す。次に，
破壊時の試験体応答加速度と破壊後の試験体応答加速度を破壊前の試験体応答加速度で除した破壊
後／破壊前との関係を図4．13に示す。図のように，両者の関係にバラツキがみられるものの，破壊
時の試験体応答加速度の増加に伴い破壊後／破壊前が増加する関係を示し，つや消し塗装鋼板の破壊
後／破壊前はフッ素塗装鋼板に比べてやや小さくなる傾向を示す。
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　以上の結果をみると，屋根雪破断前後の試験体応答加速度は，屋根雪滑動の拘束度の影響を大きく
受けており，拘束度の増加に伴い破壊するときの加速度が増加するとともに，破壊後の試験体応答加
速度が増加する傾向を示す。また，屋根葺材における表面性状の影響を若干受けることもわかる。
4．4．3屋根雪滑動時における構造体の応答性状
　入力加速度aoが6．Om／s2前後および8．Om／s2前後の場合における各すべり面の加速度時刻歴を図
4．　14（1）～（5）に示す。図のように，フッ素塗装鋼板でa。＝＝6．Om／s2前後，〃」0．3kN／m2の場合をみると，
試験体の応答は，振動台の周期とほぼ同様であるとともに位相差がほとんど無く，振動台と一体的に
振動している。試験体の応答加速度は振動台の約2倍となっている。これに対し，屋根雪の応答をみ
ると，屋根雪が滑動すると応答加速度が一定で推移するため，規則的な矩形波となっている。屋根雪
と試験体の周期は同様で推移しているものの，約30°の位相差が生じている。ao＝8．Om／s2前後の場合
をみると，振動台と試験体との相互関係は前述と同様の傾向を示し，屋根二雪の応答にっいては，試験
体との位相差が約60°となっており前述に比べて位相差が増加している。このように，屋根雪が滑
動した際は，試験体と屋根雪の周期に大きな違いがみられないものの，位相のずれが生じることがわ
かる。これらに対し，つや消し塗装鋼板でao＝6．Om／s2前後，〃」0，3kN／m2の揚合をみると，屋根雪の
応答は前述と同様に規則的な矩形波を示すが，試験体の応答は若干不規則に推移し，．ao＝6，0m／s2前後，
〃」0．5kN∠m2の揚合をみると試験体応答の不規則性が顕著となり振動台と一体的に振動していない状
況となる。次に，すべり面が積雪の弱層面で研』O．31cN／m2の場合をみると，フッ素塗装鋼板と同様の
傾向を示している。このように，屋根雪のすべり面により試験体の応答性状が異なる。
　図4、15に，rv」3．OkN／m2および研」O．51（N／皿2の揚合における入力加速度a。と加速度応答倍Elg　a．／a。
との関係を示す。なお，antおよびa。はしまり雪の場合とざらめ雪の場合を平均した値としている。
図のように，M・3．OkN／n12の場合をみると，フッ素塗装鋼板および積雪の弱層面をみると，　a。の増加
に伴いam／aoが減少する関係を示し，屋根雪が滑動せず屋根重量として作用した場合のam！ao＝＝2．0を下
回る，すなわち，屋根雪が滑動することによって試験体の応答加速度が減少する傾向を示す。これら
に対し，っや消し塗装鋼板をみると，a。が小さい範囲では屋根雪の滑動状況が不規則となりa．／aoの
増減が顕著となるものの，10m／s2前後にまで達するとamla。；2．0を下回る。〃」0，5kN／m2の場合をみる
と，フッ素塗装鋼板および積雪の弱層面の揚合は前述と同様の傾向を示すものの，つや消し塗装鋼板
の場合は，前述に比べてam／aoの値が大きくなる傾向を示す。以上の結果をみると，屋根雪滑動時に
おける試験体の応答性状は，すべり面の種類に応じて変化しており，つや消し塗装鋼板においては屋
根雪の重量の影響を受けることがわかる。
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　ここで，図4．16に示すように，試験体と屋根雪の振動挙動の違いを位相差θで捉え，試験体の振
動挙動や図中の動摩擦抵抗力F’がθに及ぼす影響を検討するとともにθが試験体の応答倍率に及ぼ
す影響を検討した。なお，θは試験体および屋根雪における卓越振動数付近の位相角の差から求めた。
　図417に，〃」0．3kN／m2，0．5kn／m2，およびO．7kN／m2の各重量で同一の入力加速度の場合を平均し
た試験体応答加速度σ“，および応答速度㌦と位相差θの平均値および標準偏差との関係を示す。図の
ように，amとθの平均値との関係をみると，いずれのすべり面・雪質においてもamの増加に伴いθ
の平均値が増加する関係を示すが，っや消し塗装鋼板でしまり雪のa。、が他の事例に比べて大きな値
を示しており，amとθの回帰式から得られる決定係数もR2＝O．384と小さい。これに対し，　Vmとθの
平均値との関係をみると，いずれのすべり面・雪質においてもVmの増加に伴いθの平均値が増加す
る関係を示し，Vmの増加に伴いすべり面や雪質の影響が小さくなる。　Vmとθの回帰式から得られる
決定係数はR2＝0．622であり，前述に比べて両者の相関性が高いeこのような結果をみると，位相差
θは，場が大きいほどVmに依存することがわかる。次に，　amとθの標準偏差との関係，およびVmと
θの標準偏差との関係をみると，amとVmの両者で同様の関係を示し，フッ素塗装鋼板のしまり雪お
よびざらめ雪におけるθの標準偏差は10°以下とバラツキが小さく，amおよびVmの増加に伴いθの
標準偏差が減少する関係を示す。このような関係をみると，フッ素塗装鋼板のθは，antおよび1・mの
増加に伴い屋根雪の重量や動摩擦係数の影響，すなわち，動摩擦抵抗力の影響が小さくなる。弱層面
においては両者に明瞭な相関関係はみられないものの，標準偏差の値は5°以下であり，フッ素塗装
鋼板と同様にバラツキが小さい。これらに対し，つや消し塗装鋼板におけるθの標準偏差をみると，
ざらめ雪の場合で15°前後を示すケースが多く確認でき，バラツキが大きくなる。θの標準偏差は各
屋根雪の重量で同一の入力加速度の揚合を平均した値から求めているため，標準偏差が大きい場合は
動摩擦抵抗力に大きなバラツキを有していると考えられるが，特に，動摩擦係数のバラツキが大きく
なったと考えられる。っや消し塗装鋼板の表面粗さはフッ素に比べて5倍程度大きく，既往の研究に
よると，動摩擦係数はフッ素塗装鋼板に比べて最大で3倍程度大きい値を示すとともに，雪質や屋根
雪と屋根葺材との界面に発生する融雪水の影響を受け，しまり雪とざらめ雪との差，および界面が乾
燥している状態と湿潤している状態との差は約1、Oに達する場合がある4’0。このためっや消し塗装
鋼板では，動摩擦係数が大きいケースと小さいケースが混在し，動摩擦係数が大きいケースにおいて
は前述の加速度時刻歴のように試験体応答の不規則性が顕著となったため，θのバラツキが大きくな
ったものと考えられる。
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第4章　構造体の振動による屋根雪の動的挙動と応答性状との関係
　図4．18に，動摩擦抵抗力F’と位相差θとの関係を示す。図のように，フッ素塗装鋼板のF’とθ
との関係をみると，両者に明瞭な相関関係はみられない。これに対し，っや消し塗装鋼板をみると，
F’がフッ素塗装鋼板に比べて大きくなる傾向を示すとともに雪質の影響も顕著でしまり雪のF’が
大きくなる傾向を示す。F’とθとの関係は，バラツキが大きいものの，概ねF’の増加に伴いθが
減少する関係を示す。一方，積雪の弱層面の場合をみると，フッ素塗装鋼板と同様にF’とθに明瞭
な相関関係はみられない。これらの結果をみると，すべり面がフッ素塗装鋼板および積雪の弱層面の
θはF’の影響が小さくVntに大きく依存し，つや消し塗装鋼板の場合はVmとF’の影響を受けると
言える。
　図4．19に，位相差θと試験体の加速度応答倍率婦σ。との関係を示す。図のように，θの増加に伴
いam∠aoが減少する関係を示し，θが50°以上になるとすべり面や雪質に関係なくam／aoが2．0を下回
る傾向を示す。am／a。＝2．0は屋根雪が滑動せず屋根重量として作用した揚合の加速度応答倍率であり，
この数値を下回る場合は屋根雪の滑動により試験体の応答加速度が減少したことになる。すなわち，
θが大きいほど試験体の応答加速度が減少する。これに対し，θが50°未満の範囲をみると，am／a。
が2．0を上回る傾向を示し，つや消し塗装鋼板においてはθが小さくなることで試験体応答の不規則
性が顕著となるためバラツキが大きくなり，a．／aoが3．5前後を示す。
　このように，屋根雪が滑動した場合における試験体の応答は試験体と屋根雪との位相差で変化し，
動摩擦抵抗力が大きく位相差が小さくなった場合は試験体の応答加速度が増加する傾向を示し，屋根
雪が滑動し易いすべり面の場合，あるいは，試験体応答速度の増加により位相差が大きくなった場合
は，試験体の応答が減少することが明らかとなった。
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第4章　構造体の振動による屋根雪の動飾挙動と応答性状との閣係
4．5　まとめ
　第4章では，振動による屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係を明らかにすることfi的に，
平屋建ての塗装鋼板葺き無落雪屋根を対象とした基礎的な振動実験を行った。その結果，以下に示す
ことが明らかとなった。
1）屋根雪の破壊形態と破壊時の加速度との関係を対象とした振動実験を行った結果，屋根雪が含
　水率0％を超える湿り雪で弱層が存在する場合は，地震により屋根雪が破壊する可能性が高いこ
　とが明らかとなった。
2）屋根雪破壊前後における動的挙動と構造体の応答性状との関係を対象とした振動実験を行った
　結果，屋根雪破断前後の試験体応答加速度は，屋根雪滑動における拘束度の影響を大きく受け
　ており，拘束度の増加に伴い破壊する際の加速度が増加するとともに，破壊後の試験体応答簾
　速度が増加することが明らかとなった。
3）屋根雪滑動時における動的挙動と構造体の応答性状を対象とした振動実験を行った結果，屋根
　雪が滑動した場合における試験体の応答は試験体と屋根雪との位相差で変化し，勢麿擦抵抗力
　が大きく位相差が小さくなった場合は試験体の応答加速度が増加する傾向を示し，屋根雪ぶ滑
　動し易いすべり面の場合，あるいは，試験体応答速度の増加により位相差カミ大きくなった揚合
　は，試験体の応答が減少することが明らかとなった。
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第5章　屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震設計・耐震補強との関係
5．1はじめに
　第4章では，振動による屋根雪の動的挙動が構造体の応答性状に及ぼす影響を明らかにすることを
目的に，基礎的な振動実験を行った。振動実験では，平屋建ての無落雪屋根を想定した試験体を対象
に，振動による屋根雪の破壊，および構造体の応答性状に着目した。その結果，屋根雪の弱層が存在
する場合は，地震により屋根雪が破壊する可能性が高いこと，さらに，屋根雪滑動時において構造体
と屋根雪との位相差が大きいほど構造体の応答加速度が減少することが明らかとなった。
　第5章では，屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を明らかにすることを目的に，前述
の実験結果から地震応答解析に用いる屋根雪の復元力特性を検討するとともに，地震応答解析により
応答スペクトルおよび最大応答変位を検討した。さらに，地震応答解析の結果および耐震補強を想定
した耐震診断に基づいて，屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強の考え方を提
案した。
5－1
5．2　研究方法
　第5章では，図5．1に示すように，第2章で検討した積雪期の地震で考慮する必要がある屋根雪の
動的挙動の全てを対象とした。第5章の流れを図5．2に示す。図のように，第4章で行った振動実験
の結果に基づいて，地震応答解析に用いる屋根雪の動的挙動を考慮した復元力特性を検討した。この
復元力特性を用いて木造住宅の応答スペクトルと検討するとともに，弾塑性解析により屋根雪の動的
挙動と最大応答変位との関係を検討した。これらの検討結果から屋根雪の動的挙動を考慮した木造住
宅の壁量を検討するとともに，耐震補強の効果を耐震診断により検討した。最後に，屋根雪の動的挙
動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強の考え方を表すフローチャートを提案した。
【第5章の範囲】
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図5．2第5章の流れ
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5．3地震応答解析に用いる屋根雪の動的挙動を考慮した復元力特性
5，3．1第4章における実験結果の概要と復元力特性モデルの検討
　rg　4章では，平屋建て無落雪屋根を想定した試験体を用いた基礎的な振動実験により，屋根雪の破
壊・滑動が構造体の応答性状に及ぼす影響を検討した。実験では，屋根雪に自然雪を用いるとともに，
試験体の重量は98Nとし，屋根雪が滑動しない状態での固有振動数∫（減衰定数：約2％）を屋根雪
の重量により変化させた1質点弾性モデルを対象とした。なお，屋根雪が無い状態での試験体におけ
る固有振動数ノは6Hz（耐震性が確保された木造住宅の固有振動数51））とした。屋根葺材には，表面
粗さの異なる2種類の塗装鋼板（フッ素塗装鋼板：表面粗さRZIIs＝　4，　2μm，つや消し塗装鋼板：表面
粗さRz皿s＝21．2μm）を用い，屋根雪の重量は，木造住宅の屋根重量（軽い屋根で約0．8kN／m2）と雪荷
重（例えば，積雪深1．Om，単位積雪重量3．OkN！m3，地震力算定用の荷重係数0．35，軒の出を考慮し
た係数1．3の場合，1．4kN／m2）との比率を考慮し，試験体の重量に対して1．5～3．0倍の重量とした。
また，実験では，加振振動数pや入力加速度a。を変化させた正弦波を用いた。pは試験体と屋根雪が
一体で振動した場合の加速度応答倍el｛　am／a。（試験体の応答加速度αノ入力加速度ae）が2．0となるよ
うに共振曲線に基づいて設定した。a。は2．0　・一　10．om／s2の範囲を対象とした。
　これらの実験で得られた試験体および屋根雪の応答加速度時劾歴の例を図5．3a）～b）に示す。図の
ように，表面粗さの小さいフッ素塗装鋼板を例として示すと，屋根雪の応答加速度は屋根葺材上を滑
動したため，試験体の応答加速度に対して70～90°の位相差が生じている。この位相差によって試
験体の応答加速度が減少することを明らかにした。さらに，屋根雪の応答加速度をみると，滑動して
いる問は，くし状の等加速度運動をしている。屋根雪の重量が大きく！が小さい図53b）の場合をみ
ると，試験体と屋根雪との相互作用によって，屋根雪の挙動に影響されて試験体の挙動が乱れること
も確認された。次に，試験体および屋根雪の層間変位一荷重の関係を図53a）のケースを例として示
すと図5．4となる。なお，試験体の重量は前述の通り98Nであるとともに，屋根雪の重量は147Nで
あり，試験体および屋根雪の荷重は測定した応答加速度に各質量を乗じて得られた値を基に算定したb
図のように，試験体の層問変位一荷重の関係は，ほぼ弾性の状態である。これに対し，屋根雪の場合
をみると，滑動している問はバイリニア型の復元力特性となっている5’2）。本研究では，このような
屋根雪の復元力特性モデル化し，屋根雪の動的挙動を考慮した地震応答解析にっいて検討を行った。
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　本研究では，上記の実験結果を基に，屋根雪の滑動を考慮した復元力特性モデルを設定した。その
復元力特性を図55に示す。図のように，1質点目が試験体，2質点目が屋根雪であるとし，屋根雪
の復元力特性は，実験結果に示された通りバイリニア型になるとした。屋根雪の剛性K，は，弾性と
塑性の境界である変位γ、までは構造体と一体的に振動するように大きな剛性Ksaとし，γsは振動によ
り屋根雪が破壊する加速度から設定した（γ。＝as・栩。IK。a，　a、：屋根雪破壊加速度）。なお，　K．はKlと
の比率で捉えることとした。屋根雪破壊後は滑動することからK，＝Oとし，最初の町性分岐点で滑動
後の剛性1（、うを設定した。従って，γsを変更しなければK。bの増加に伴い滑動後の加速度が増加する
関係となる。瓦δは屋根葺材の表面性状で異なる屋根雪と屋根葺材との摩擦係数から設定する必要が
あるが，雪質の変態に応じて摩擦係数が大きく変化すること5’3），屋根雪が積雪の弱層で破壊してす
べり面が積雪同士となる場合があることからs・4），摩擦係数は一義的に捉えることが難しい。このた
め，K。bはKlとの割合で捉え，既往の実験と比較しながら設定するとした。
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図5．5　屋根雪における復元力特性のモデル化
5－5
　次に，設定した復元カモデルを考慮した場合の運動方程式を試験体と屋根雪との2質点で表すと以
下のようになる。なお，X。は地震動の加速度，£、，1、，x、は構造体の加速度速度・変位であり・M・　・
乳，荊は屋根雪の加速度，速度変位である。
［環］長：｝＋［q♂°1］｛1：｝＋［撃劃｛1：｝＝督R．］（1｝M・
・式5．1）
屋根雪滑動前：K。　・・　Ksa，屋根雪滑動後：K．＝　e　or　K，b
　このように，屋根雪の剛性Ksは，屋根雪の滑動を考慮したバイリニア型の復元力特性に従って変
化する。試験体の減衰係数C、は，試験体と屋根雪が一体の状態，すなわち，試験体の重量に屋根雪
の重量を加えた状態を対象に初期剛性比例型で与えるものとする。屋根雪質点の減衰については，滑
動前における屋根雪質点の剛性Ksaが大きく設定されるため，初期剛性比例型で減衰係数を与えた場
合は過大に評価される可能性があるとともに，滑動後は履歴減衰の影響が大きくなると考えられるた
め，屋根雪質点の減衰は0として解析した。なお，Clは剛性マトリックスから求めるが，屋根雪質
点の減衰が0となるようにKsを0としてClを求めた。
5．3．2実験結果を用いた解析結果の検証
　本研究では，設定した屋根雪の滑動を考慮した復元力特性に基づいて解析された結果を検証するこ
とを目的に，その解析結果と第4章に示した実験結果との比較検討を行った。解析では，実験と同様
の条件となるように，弾性体の試験体をIFの質点とし，屋根雪として2Fに質点を設定した。試験
体と屋根雪の質量Ml，　Ms，および構・造体の剛性瓦（固有振動数力は前括図5．4に示す条件と同一
とした。屋根雪滑動前における屋根雪質点の剛性瓦aは，試験体と屋根雪が一体で振動するように大
きな値にするため，K。a／Kl＝10．0とした。屋根雪が滑動する際の屋根雪質点の変位ア。は，屋根雪破壊
加速度を3．Om／s2として設定した。屋根雪滑動後における屋根雪質点の剛性K。bは，屋根葺材と屋根
雪との摩擦状況を再現するため，K，YKi＝1．e・N・9．0の範囲で設定した。屋根雪滑動前の減衰は，実験と
同様に減衰定数2％とし，初期剛性比例型で減衰係数を求めた。なお，屋根雪質点の減衰は0である。
また，地震動には実験と同様に正弦波を用い，試験体と屋根雪が一体で振動した場合における加速度
応答倍率o胡／σ。（試験体の応答加速度砺／入力加速度ae）が2．0となるように正弦波の振動数Pを設定
した。なお，a。は2．e－v　l　o．om／s2の範囲を対象とした。解析法はNewmark・β法（fi・1／4，　At＝　O．01s）と
した。
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　K．SiKi＝4．0，　ao・＝4．Om／s2とした解析による試験体および屋根雪の応答加速度の時刻歴を図5．6に示す。
図のように，試験体と屋根雪の挙動をみると，位相差が生じている。屋根雪の応答加速度をみると，
滑動している間は等加速度運動をしており，実験結果を概ね再現していることがわかる。さらに，試
験体と屋根雪との相互作用によって，屋根雪の挙動に影響されて試験体の挙動に乱れが生じることも
再現されている。次に，屋根雪における滑動後の剛性K、bを変化させた揚合における試験体の応答性
状を加速度応答倍率σ“，／σoで検討すると以下のようになる。図5．7に，ao＝4．Om／s2の場合におけるK．YK1
とam／a。との関係を示す。図のように，　K，YKiの増加に伴いa．／a。が増加する関係を示し，　K。YKiが7．0
以上になると，屋根雪が滑動せず試験体と屋根雪が一体で振動した場合の加速度応答倍率am／a。＝2．0
付近を示す。ここで，図5．8に示すa。とa．／a。との関係をみると，実験では，a。の増加に伴いam／ao
が減少する関係を示すとともに，表面粗さが小さいフッ素塗装鋼板のam／aoが表面粗さの大きいつや
消し塗装鋼板に比べて小さくなる関係を示した。このような実験結果と解析結果とを重ね合わせると，
フッ素塗装鋼板はK．YKI＝4．0の解析結果と近似しており，つや消し塗装鋼板はK，YKi＝8．0の解析結果
との対応が良い。このように，K，YKiを変化させることで屋根葺材の表面性状が試験体の応答加速度
に及ぼす影響を考慮することが可能であり，フッ素塗装鋼板がK．VKユ＝4．0，っや消し塗装鋼板が
K，YK，＝8．0に対応することがわかる。
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図5．6　解析による試験体および屋根雪の時刻歴
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　次に，K，VKi＝4．O，　ao＝4．Om／s　2を例に，試験体および屋根雷の応答加速度，応答速度，応答変位の時
刻歴を既往の実験と比較した結果を図5．9に示す。なお，応答速度および応答変位は振動台からの相
対速度および相対変位である。図のように，解析による試験体および屋根雪の応答加速度は，前述で
検討したように実験結果と近似している。応答速度をみると，試験体および屋根雪のいずれの場合に
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図5．9　解析結果と実験結果との比較（時刻歴）
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おいても解析結果と実験結果が近似している。応答変位をみると，試験体は，解析結果と実験結果が
近似しており，屋根雲の解析結果においては減衰を0と設定したためプラスの方向へ滑動していく傾
向が強いものの，振幅は実験結果と近似している。さらに，層問変位一荷重の関係を比較した結果を
図5，10に示す。図のように，解析結果をみると，屋根雪の最大層間変位は既往の実験に比べて20㎜
程度大きめの値を示すものの，実験結果との対応が良いことがわかる。このように，本解析では，試
験体および屋根雪の応答加速度だけでなく，応答速度および応答変位も再現することが可能と言える。
12200
繭
檸100
0
一100
一200
【試験体】
一10 5一
　　　　　　　　　　2
器：°麟1・錘
0　　　　5　　　　10
　　層間変位（㎜〉
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0
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一100
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炉4卿耐・0㎡・2
一一一ﾀ験
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画20　　　　0　　　　20　　　　40　　　　60　　　　80
　　　　　　　　　　層間変位（㎜）
図5、10　解析結果と実験結果との比較（層間変位一荷重の関係）
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5．4地震応答解析による屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震性検討
　建築基準法によると，多雪区域に指定されている建i築物の地震荷重算定では，特定行政庁で定めら
れている設計用積雪深に慣例的に使用されている単位積雪重量3　．　01〈N／m3を乗じて算定した雪荷重に
荷重係数0．35を乗じた地震力算定用雪荷重を屋根重量に加えることとなっている。このように，荷
重係数によって地震力算定用雪荷重は小さい値となる。これに対し，無落雪屋根での屋根雪の滑動や
勾配屋根での滑落は，雪荷重が大きいほど慣性力が増加するため，小さな加速度で発生する。これら
の状況をみると，地震力算定用雪荷重以上の雪荷重が作用した状態下にある木造住宅の地震応答を検
討しておく必要がある。本研究では，荷重係数1．0相当の雪荷重が作用した状態での地震応答を，前
述に示した屋根雪の動的挙動を考慮した復元力特性モデルを用いた地震応答解析による構造体の応
答スペクトルで検討するとともに，地震力算定用雪荷重を組み合わせて設計された木造住宅を対象と
した弾塑性解析で算定した最大応答変位により検討した。
5、4．1解析方法
（1）応答スペクトルの解析方法
　本解析では，図5．11に示すように，前述で検討した屋根雪の動的挙動を考慮した復元力特性を用
い，構造体の応答スペクトルを算定して屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を検討した。
図のように，2質点のモデルを対象とし，1Fを構造体，2Fを屋根雪とした。構造体は弾性応答とし，
固有周期を0．1sから3．OsまでO．05s刻みに変化させ，固有周期別の最大応答加速度，最大応答速度，
および最大応答変位を算定し応答スペクトルを導いた。なお，構造体の床面積はleOm2としている。
2Fの復元力特性は前述で検討したモデルとし，2Fの質量，すなわち，屋根雪の重量は，設計用積雪
深0．0～2．Omに単位積雪重量3．OkN『／m3を乗じた範囲に相当するL5kN／m2，3．OkN／m2，4．5kN／m2，およ
び6．OkN／m2の4種類とした。想定した屋根雪の動的挙動は，屋根雪が滑動せず構造体と一体で振動
した「滑動なし」，無落雪屋根で規則的に滑動した場合で表面粗さの小さい屋根葺材「属ノX140」と
表面粗さの大きい屋根葺材「KbYK，＝8．0」，および「勾配屋根の滑落」の4ケースである。「勾配屋根
の滑落」の屋根雪は，無落雪屋根のように屋根上で振動せず，滑動し始めたら軒下へ落下することか
ら，本解析では，図中に示すように，屋根雪破壊後に屋根葺材上を滑動し，屋根雪質点の速度が0
になった時点ですべての屋根雪が滑落して質点が無くなると仮定した。すなわち，本解析では片流れ
屋根で発生する勾配屋根の滑落を想定している。屋根雪が破壊するときの加速度は，第4章で示した
屋根雪における水平面の弱層で破壊することを想定し，その弱層のせん断強度54）帆＝LOkN／m2）と
屋根雪の慣性力が釣り合う加速度を屋根雪破壊加速度とし，以下の式から算定した（as＝（F，・9）IS，　as：
屋根雪破壊加速度，F、：弱層のせん断強度，9：重力加速度，　S：雪荷重）。この式に従うと，雪荷重
1．Skls［／m2では65m／s2，3．OkN「／m2では3．Om〆s2，4，5kN／m2では2．Om／s2，6．OkN／m2では1．5　rn／s2となる。
　表5．1に，解析に使用した地震波を示す。表のように，地震応答解析で一般的に使用されている
EL　Centro，八戸，　JMA一神戸の3つの観測波に加え，国内で近年発生した大きな地震毎に，最も規模
の大きい5つの観測波を対象とした。なお，これらの観測波は気象庁（JMA）および防災科学技術研
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究所（k－net）で公開されているデータである。解析法は，　Newmarkrβ法（β＝1／4，　nFO．Ols）であり，
減衰定数は5％として解析した。なお，「勾配屋根の滑落」で屋根雪の質点が無くなった後の減衰定
数は，雪荷重が作用していない場合の値を使用した。
幽レ，．猷1亟ヨ
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魂雛：舞
Kl
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0．1．－3．Os
　　　　　　　P2
　　　　　　　1
　　　　　　屋根雪の滑動（Ks＝0）
屋根雪の破壊　　　　　　　滑落の場合は
　　　　　Ksa　　　　　　質点を無くする
　　　　　　屋根雪の滑動（K。＝O）
K。a＝lOKi
表面粗さが小さい：K．b／Ki＝4．0
表面粗さが大きい：1射馬＝8．0【屋根雪の復元力】
図5ユ1応答スペクトルの解析モデル
表5．1　使用した地震動
地震波名 計測震度
愚木迦速度　血！s2 量奥遠度　血／s
成分 地震名
EI　Centlo 4．9 3．45 O．34N－S 　インペリアルoレー地震（1940）
八戸 5．3 2．31 0．34N－S 十勝沖地震@（1968）
JMA一神戸 6．2 8．22 0．91N－S 兵庫県南部地震@　（1996）
工MA一川ロ 65 16．76 154E－W 新潟県中越地震@　（2004）
∫MA一輪島 6．1 462 0．94N－S 能登半島沖地震@　（2007）
k≒net・柏崎 64 6．68 LO9N－S 新潟県中越沖地震@　（2007）
kイlet・築館 5．7 7．40 0．46N－S 岩手・宮城内陸n震（2008）
k覗e卜種市 5．6 8．2 0．28N．s 岩手県沿岸北部ﾌ　　　2008
平均値 5．8 7．21 0．74一 一
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（2）弾塑性解析の方法
　本解析では，平屋建て，総2階建て，および総3階建ての木造住宅を対象とし，各階の床面積を
100m2とした。2階建てを例に，設定した質点モデルの概要を図5．12に示す。図のように，1Fおよ
び2Fが構造体であり，3Fが屋根雪である。構造体の復元力特性は，既往の研究を参考に，バイリニ
ア要素とスリップ要素を組み合わせたバイリニア＋スリップモデルとした5’5）。この復元力モデルで
は，1次剛性に加えて，図中に示す各剛性の折れ点71，γ2，およびγ3と，1次剛性に対するバイリニ
ア1次剛性の割合a，1次剛性に対する2次剛性の割合b，1次剛性に対する3次剛性の割合c，およ
び1次剛性に対する4次剛性の割合dをパラメー・一タとしている。次に，屋根雪の復元力特性は，前述
の解析で用いたものと同様とし，滑動前および滑動後における剛性の基準となる構造体の剛性Kiは，
lFの1次剛性とした。想定した屋根雪の動的挙動は，前述の応答スペクトル解析と同様に，屋根雪
が滑動せず構造体と一体で振動した「滑動なし」，無落雪屋根で規則的に滑動した場合で表面粗さの
小さい屋根葺材「Kb、∠Ki＝4．OJと表面粗さの大きい屋根葺材「KbYK，＝8．0」，および「勾配屋根の滑落」
の4ケースである。
　本解析で想定した木造住宅の概要を表5．2に示す。表のように，地震力算定用雪荷重O．OkN／m2，
1　．41cN／m2，2．OkN／m2，および2．7kN／m2を屋根重量に加えて設計された構造体1～4を対象とした。な
お，表中の地震力算定用雪荷重は，設計用積雪深に単位積雪重量（3．OkN／m2），荷重係数（O．35），お
よび軒の出を考慮した係数（1．3）を乗じて算定した。構造体の重量は，いずれの場合においても屋
根葺材が塗装鋼板である場合に用いる「軽い屋根」の壁量に相当するものとし，屋根雪の重量は最上
階の質点で与えることとした。構造体の剛性は，地震力算定用雪荷重を最上階より一つ下の重量に加
算して算出した壁量を基に設定した。既往の研究によると，窯業系サイディング＋三つ割筋かい＋石
膏ボードのバイリニア＋スリップモデル1次剛性が2　x　1　03klsl／rad．／mとなることが示されている5’s）。
建築基準法第46条の壁量計算によると，この耐力壁の壁倍率は1．5であることから，壁量／1．5×
100m2で算出した耐力壁の長さに2×103kl“／rad．／mを乗じて1次剛性を算出した。すなわち，壁量に
対する充足率はいずれの階においてもLOとしているeなお，表中の剛性は階高を2．7mとして算出
した値である。次に，復元力特性の折れ点および係数については，既往の研究を基に表中の通りとし
た。本モデルでは，構造体の層問変位が90㎜（1／30rad．）で最大耐力になるが，それ以上の層問変
形角まで解析された場合はP－」効果を考慮していないため，倒壊に至ると考えられている値（1／10rad．
以上5・6）〉より安全側となる200㎜（約1／13rad．）以下を有効な範囲とした。これらの想定した木造
住宅に前述に示した雪荷重を最上階の質点に与え，前述で想定した4ケースの屋根雪における動的挙
動と構造体の応答変位との関係を弾塑性応答解析により検討したe屋根雪が破壊するときの加速度に
おいても，前述と同様とした。
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図5．12　弾塑性解析で対象とした質点モデル
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表52　弾塑性解析の対象とした木造住宅の概要
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　ここで，最上階の質点に与えた雪荷重と構造体の固有周期・1次固有周期との関係を図5．13に示
す。図のように，各構造体で考慮した地震力算定用雪荷重の増加に伴い剛性が増加するため，固有周
期・1次固有周期は短くなり，雪荷重の増加に伴い構造体の固有周期・1次固有周期が長くなる関係
を示す。2階建てを例にみると，構造体1で雪荷重が作用していないO．OklNrhn2の1次固有周期は0．3s
前後であり，綿引らs’1）による実大振動実験で得られた固有周期（O．18s）よりは大きくなる傾向を示
すが，山田s’7），田中58）らによる地震応答解析の固有周期（0，3～0．4s）と近似しており，本解析で対
象とした構造体は既往の研究に対応した範囲にあることがわかる。
　解析法は，Newmarkrβ法（β・　1／4，　A　t＝O．OIs）であり，減衰定数は5％として解析した。「勾配屋根
の滑落1で屋根雪の質点が無くなった後の減衰定数は，雪荷重が作用していない場合の値を使用したe
なお，使用した地震動は前述表5．1と同様である。また，本解析では，基本的な地震応答を把握する
ことを目的としているため，偏心率の影響や柱の引き抜けによる耐力壁の性能低下を考慮していない。
○：構造体1（0．OkN／m2）●：構造体2（1．3kN／rn2）◇：構造体3（2．OkN／m2＞▲：構造体4（2．7kN／m2）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※括弧内は地震力算定用雪荷重
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5．4．2応答スペクトルの解析結果
　各地震動から得られた応答加速度，応答速度，および応答変位の応答スペクトルを図5．14（1）～（4）
に示す。図のように，「滑動なし」における加速度応答スペクトルをみると，固有周期0．2s前後の短
周期の範囲では，JMA一輪島やk－net一種市の応答加速度が大きい傾向を示すとともに，固有周期1．Os
前後の長周期の範囲では，JMA一神戸やJMA一川口の応答加速度が大きい傾向を示す。次に，速度応答
スペクトルをみると，短周期の範囲では差異が小さいものの，長周期の範囲をみるとJMA一川口や
k－net一柏崎の応答速度が大きくなっている。変位応答スペクトルにおいても，固有周期と応答変位と
の関係は速度応答スペクトルと同様の傾向を示す。これに対し，無落雪の滑動「K，YKi＝4．0」をみる
と，「滑動なし」で大きかった応答加速度，応答速度，および応答変位が小さくなる傾向を示し，各
地震動でみられた差異が小さくなる傾向を示す。無落雪の滑動「K，YKi＝8．0」においても同様の傾向
を示す。さらに，「K．VKi＝＝4．0」および「K，YK1＝8．0」のいずれにおいても，雪荷重の増加に伴い応答
速度と応答変位が減少する傾向を示す。一方，「勾配屋根の滑落」をみると，応答加速度は「滑動な
し」と同様に応答加速度が大きくなる地震動が存在している。応答速度および応答変位をみると，「滑
動なし」に比べて減少する傾向を示し，無落雪の滑動を同様に，雪荷重の増加に伴い応答速度および
応答変位が減少する傾向を示す。
　このように，屋根雪の動的挙動が発生することによって，各地震動から得られる加速度，速度，お
よび変位応答スペクトルが変化することがわかる。
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　ここで，図5．15（1）～（2）に，各動的挙動で比較した応答加速度，応答速度，および応答変位スペク
トルを雪荷重別に示す。なお，8っの地震動から得られた値を平均した応答スペクトルを示している。
図のように，雪荷重1．51cN／m2の加速度応答スペクトルをみると，固有周期α1～0．3sにおける短周期
の範囲では，「K．YKi　・4．0」，「K、SiKi＝8．Olの無落雪屋根で屋根雪が滑動した場合の応答加速度が「滑
動なし」に比べて小さくなるものの，固有周期0．3sを超えると「滑動なし」と同程度の応答加速度
となる。「勾配屋根の滑落」においても一部で「滑動なし」に比べて応答加速度が大きくなるものの，
固有周期O．3sを超えると前述と同様の傾向を示す。次に，速度および変位応答スペクトルをみると，
いずれも「滑動なし」に比べて若干小さい値を示す。以上の結果をみると，雪荷重1．5kN／血2の条件
では屋根雪を破壊させるための加速度が大きく，本解析で対象とした地震動のうち規模が小さい場合
は，屋根雪が破壊しなかった事例が多かったものと考えられる。
　次に，雪荷重3．OkN／m2の加速度応答スペクトルをみると，「K．VK，＝4．0」および「Kb。／Ki＝8．0」は前
述と同様の傾向を示す。「勾配屋根の滑落」の場合をみると，「滑動なし」の加速度応答スペクトルが
長周期側にシフトした形状となっている。これは，「滑動なし」の加速度応答スペクトルは屋根雪が
作用した状態で算定されている一方で，「勾配屋根の滑落」の加速度応答スペクトルは屋根雪が滑落
することによって構造体の固有周期が短くなり，短周期側の応答加速度が算定されたためである。こ
れらに対し，速度および変位応答スペクトルをみると，「K、YKi＝4．Ol，「瓦ゾK1＝8．0」，および「勾配屋
根の滑落」における屋根雪の動的挙動別の差異は小さいものの，「滑動なし」の2B前後の値を示す。
このような状況をみると，観測された地震動を用いた解析では，正弦波を用いた振動実験の場合に比
べて応答速度および応答変位が大きめに算定される傾向があるものの，屋根雪の動的挙動が構造体の
応答性状に影響を及ぼしていることが明らかである。図5．15（2）の雪荷重45kN／皿2および6．OkN／m：
の場合をみても，速度および変位応答スペクトルは，屋根雪の動的挙動別の差異は小さいが，いずれ
の動的挙動においても「滑動なし」の2／3～1／2の値を示し，その減少傾向は雪荷重の増加に伴い顕
著となる。
　以上の結果をみると，雪荷重15kN加2程度では屋根雪の動的挙動が発生しない可能性が有してい
るものの，屋根雪の動的挙動が発生した場合は，構造体の応答速度および応答変位が「滑動なしJに
比べて小さくなると考えられる。
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5．4．3弾塑性解析の結果
平屋建て，2離て，および3離ての構造体2（膿旗定用雪樋14姻1m2）を例に・構造体
および屋根雪における応答変位（基礎部を基準とした相対変位）の時刻歴を図5．16（1）～（3）に示す。
なお渥根雪の雪荷重は3．・klsT／m・であり，地灘はJMA一川・であるe図のように・平屋建ての「滑
動なし」の場合をみると講造体は尉艮雪と一体に観しているため・層間変イ立が2°°㎜を超える
まで大きくなった。これに対し，無落雪屋根での滑動を想定した場合をみると，表面粗さの小さい場
合である「1鰍K，＝4．0」では，屋根雪の応答変位が破壊後に500㎜前後にまで達するとともに，15
～20s経過すると構造体から約200㎜ずれた位置で推移しており，屋根雪が醐して1・　Nる状態を再
現している．構造体の応霰位は，5・㎜・以下で推移しており・「滑動なし」にtヒベて小さく推移し
ている．表醜さの大きい場合であるrK，VK，－8．O」をみると渥根雪の応答変イ立は前述と同程度に
屋根雪破壊後から大きくなるものの，構造体の挙動に従って推移する傾向を示し，10s経過後をみる
と，構造体から約250㎜ずれた位置で構造体の挙動と同様に推移している。構造体の応答変位をみ
ると，「K，9K，・4．0」の場合に比べて応答変位が増加する傾向を示し，前述の場合に比べて屋根雪が滑
動し難い状況を再現している。一方，「勾配屋根の滑落」の場合をみると，5s経過後に滑落が発生し，
滑落後は屋根雪の質点が無いものとして解析したため，構造体が軽量化され固有周期が短くなってい
る。構造体の応答変位をみると，「滑動なし」に比べて小さく，無落雪屋根の滑動と同程度になる。
このように，無落雪屋根における屋根雪の滑動や勾配屋根の滑落が発生すると，構造体の応答変位が
減少することがわかる。次に，2階建て，および3階建ての場合をみると，平屋建てと同様の傾向を
示し，応答変位は屋根雪の動的挙動が発生するといずれの階においても滑動なしに比べて減少してお
り，その減少傾向は，2階建iての2F，3階建iての3Fのように最上階で顕i著となる。
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図5．16（3）　解析で得られた応答変位の時刻歴（3階建て、JMA一川ロの場合）
　次に，2階建てを例に，地震動の規模と構造体の層問変位との関係を検討した。図5．17（1）～（2）に，
構造体2（地震力算定用雪荷重1．4kN／m2）で雪荷重15kN／m2，3　．　OklNr／m2の「滑動なし」，「K，YKi　・4．0」，
「K，VKi＝8．0」，および「勾配屋根の滑落」における地震動最大加速度および地震動最大速度と層間変
位との関係を示す。図のように，雪荷重1．51（N／m2でIFの場合をみると，いずれの動的挙動において
も地震動最大加速度の増加に伴い層間変位が増加する関係を示す。「滑動なし」と他の動的挙動とを
比較すると，最大加速度が1　5　m！s2前後の大きい範囲では動的挙動が発生した揚合の層問変位が小さ
くなるものの，最大加速度が小さい範囲においては「滑動なし」と他の動的挙動とほぼ同程度となる
傾向を示す。最大速度と層問変位との関係においても最大加速度と同様の傾向を示す。次に，2Fの
地震動最大加速度と層問変位との関係をみると，最大加速度が15m／s2前後の大きい範囲では動的挙
動が発生した場合の層間変位が小さくなる傾向がlFに比べて顕著となるものの，最大加速度が小さ
い範囲では「滑動なし」と他の動的挙動とほぼ同程度となる傾向を示す。なお，最大加速度および最
大速度と層間変位との関係に当てはめた直線回帰式から得られるR2はいずれの場合においてもO．4
～0．6を示し，ややバラツキが大きい傾向を示す。このように，最大加速度および最大速度が小さい
範囲で「滑動なし」と他の動的挙動の層問変位が同程度となり，雪荷重1．5kN／m2の場合では屋根雪
を破壊させるために必要な加速度が大きく，地震動の規模が小さい場合では屋根雪の動的挙動が発生
しない事例が多くなったと考えられる。
　次に，雪荷重3．OkN／m2で1Fの場合をみると，「滑動なし」で最大加速度と層間変位との関係は・
5－26
第5章　屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震設計・耐震補強との関係
最大加速度の増加に伴い層間変位が増加する関係を示すものの，k－net一築立およびk－net一種市が同程度
の加速度を示す他の地震動に比べて層間変位が小さい傾向を示し，最大加速度と層問変位による直線
回帰式から得られるR2はO．333である。屋根雪の動的挙動が発生した場合をみると，いずれの場合
においても層問変位は，最大加速度の増加に伴い「滑動なし」に比べて小さくなるものの，「滑動な
し」と同様のバラツキが大きい傾向を示す。これらに対し，「滑動なし」で最大速度と層間変位との
関係をみると，両者の相関関係は明瞭で，直線回帰式から得られるR2は0．7以上となる。屋根雪の
動的挙動が発生した場合をみても，最大加速度の場合に比べて直線回帰式から得られるR2が増加す
る．このように，雪荷重の増加に伴い，屋根雪の動的挙動が発生し易くなるとともに，構造体の層間
変位が地震動の最大速度に依存するようになるb2Fの場合をみると，「滑動なし」の層間変位が急激
に増加した事例があり，両者の関係にバラツキがみられるものの，R2は最大速度と層間変位との関
係の方が大きい値を示す。屋根雪の動的挙動が発生した揚合は，最大加速度と最大速度との差異は小
さく，IFほど層間変位の速度依存性はみられない。
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図5．17（2）地震動最大加速度および最大速度と層間変形角との関係（2階建て，雪荷重3．OkN／m2）
　ここで，最大耐力が発生する1／30rad，～1／20rad．を安全限界の境界と考えs’e，平屋建て，2階建て，
および3階建ての構造体2～4における雪荷重と層間変位との関係を図5．18（1）～（3）に示す。なお，
層問変位は8っの地震動から得られた中の最大値とした。図のように，平屋建てで構造体2をみると，
「滑動なし」では地震力算定用雪荷重と同程度で1／20rad．を下回るものの，それ以上の雪荷重になる
と層間変位が急激に増加する傾向を示す。2階建ての揚合においても各階で前述と同様の傾向を示す
とともに，構造体3および4においても，各構造体で考慮した地震力算定用雪荷重と同程度で1／20rad．
を下回り，それ以上の雪荷重になると層間変位が1／20rad．を超えるまで急激に増加する傾向を示す。
これらに対し，無落雪屋根の滑動「K、YKi＝4．O」の場合をみると，平屋建て，2階建て，3階建てのい
ずれの場合においても雪荷重に関係なくほぼ一定の層間変位を示し，いずれの構造体においても層問
変位は「滑動なし1の1／2以下であり，1／20rad．を下回っている。無落雪屋根の滑動「K，YKi＝8．0」お
よび「勾配屋根の滑落」の場合をみても，「K．YK，　・4．Ojの揚合と同様であり，屋根雪の動的挙動の違
いから生じる層問変位の差異も大きくはない。
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　ここで，各構造体で考慮した地震力算定用雪荷重と，「K．YKi＝4．OJ，「瓦ゾ1（1＝8．0」，および「勾配屋
根の醜」の屋構の動的挙動のみを対象として各雪樋および各動的軸で平均した層問変形角と
の関係を図5．19に示す。なお，図中には地震力算定用雪荷重に対応する設計用積雪深を示している。
図のように，地震力算定用雪荷重0．el（N／m2の場合をみると，2階建ての1Fおよび3階建てのIFと
2Fでは1／3（irad．を下回るものの，平屋建て，2階建ておよび3階建ての最上階では1／20rad、を大きく
上回っている。これに対し，地震力算定用雪荷重14kN／m2以上の場合をみると・いずれの階におい
ても層問変形角が1　／3　orad．を下回り，特に，最上階における応答変位の減少傾向が顕著である。さら
に，各階で生じる層間変位の差異が小さい。
　このように，平屋建て，総2階建て，および総3階建ての場合で地震により屋根雪の動的挙動が発
生すると，最上階における応答変位の減少が顕著である。設計用積雪21R　1．Om以上に相当する地震力
算定用雪荷重を考慮して耐震設計した場合，屋根雪の動的挙動が発生することにより，想定以上の雪
荷重が構造体に作用しても層間変位を安全限界以下にすることが可能となる・なお・「滑動なし」の
場合は，雪荷重の増加に伴い層間変位が急激に増加するため，屋根重量に加える雪荷重の評価が重要
となる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設計用積雪深（m）
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図5．19地震力算定用雪荷重と層間変位との関係（屋根雪の動的挙動のみ対象とした場合）
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5．5屋根雪の動的挙動を考慮した木造住宅の耐震設計・耐震補強
5．5．1耐震設計に用いる壁量の検討
　前述の弾塑性解析で得られた最大応答変位を基に，屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震性との関係
を検討した結果，屋根雪の動的挙動が発生する場合は，LOm以上の設計用積雪深から求めた地震力
算定用雪荷重を考慮することで，想定以上の雪荷重が作用した揚合においても応答変位を安全限界に
収めることができることを示した。これに対し，屋根雪の動的挙動が発生しない場合においては，雪
荷重の増加に伴う応答変位の増加に応じて耐震設計する必要がある。本研究では，これらの検討結果
に基づいて建築基準法施行令第46条における在来軸組構法の壁量を検討した、
　在来軸組構法の壁量は，住宅の重量を罵，地域係数をZ，振動特性係数をRt，高さ方向の分布係
数をAi，標準せん断力係数をC。とした場合，次式で求められるS’9）。
　　　壁s・Ce・鱒号・iT，ll792　s－・一一一…・一…一…・一…＝t5・2）
式中の「2／3」は耐力壁が受け持っ割合であり，残りの「1／3」は垂れ壁や腰壁のような雑壁が分担す
るとされている。「1／1．275」は倍率1の壁が長さlm当たり，許容値として1．2751dNを負担し得ると
いうことから，その基準値1，275kiNl／mで除して必要な耐力壁の有効長さで表すためである。また，建
築基準法施行令eg　46条に示されている壁量は，　Z＝RE1．0，　C，＝e．2として算定されている。　A，は高さ
方向の分布係数であり，各階の重量と固有周期から求められる。従って，屋根雪の動的挙動が発生せ
ず，雪荷重増加により屋根重量が増加する場合は，A，を考慮して壁量を算定する必要がある。建築基
準法施行令によると，最下階の支持重量に対する対象とする階の支持重量の割合をai，固有周期をT
とすると，A，は次式で求められる。
　　　4＝1→儲烏　一一…・式53）
このように，平屋建て，および2階建てと3階建ての最下階はオ戸1．0となり，最下階より上の階の
AiはLO以上の値となる。ここで，住宅の階高を2．7mとし，固有周期を簡易式51°）（1」O．03h，　h：住宅
の高さ）から求めた値として，設計用積雪深別に2階建ての2F，3階建ての2Fおよび3FのAiを算
定した。住宅の重量は屋根重量を0．6kN／m2（軽い屋根），床重量を0．5kN／m2，壁重量をO．6kN／血2，積
載荷重を0．6kNZm2として算定するとともに5’11），地震力算定用雪荷重は設計用積雪深に特定行政庁で
慣例的に用いられている単位積雪重量（3．OkN／血2）と荷重係数（e．35）と軒の出を考慮した係数（1．3）
を乗じて算定した。ここで，設計用積雪深とAiとの関係を図5．20に示す。図のように，設計用積雪
深の増加に伴いA、が減少する関係を示す。これは，屋根重量に雪荷重が加わることによってαrが増
加したことが要因である。
　このようなA1分布を考慮して算定した壁量を設計用積雪深との関係で示すと図5．21となる。図の
ように，設計用積雪深の増加に伴い壁量が増加する関係を示し，設計用積雪深が3．Omになると壁量
が90cm／m2前後にまで達する場合もみられる。このような壁量に対して屋根雪の動的挙動が発生した
場合を考慮すると，設計用積雪深がLOmまでは積雪深の増加に伴い壁量が増加する関係となり，LO1n
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以上になると一定の壁量で推移すると設定することができる。前述の弾塑性解析では，設計用積雪深
1．Om以上の地震力算定用雪荷重を考慮することで，想定以上の雪荷重が作用した場合においても住
宅の応答変位を安全限界に収めることができる。従って，屋根雪の動的挙動が発生する揚合において
は，設計用積雪深LOm以上の壁量を一定として評価することができる。これに対し，設計用積雪深
1．Om未満の場合は，想定以上の雪荷重が作用した場合においても住宅の応答変位を安全限界に収め
ることができないことに加えて，地震力算定用雪荷重が1．5kN／m2を下回り，前述の弾塑性解析でみ
られたように屋根雪の動的挙動が発生しない可能性がある。このため，屋根雪の動的挙動が発生しな
い場合と同様に設計用積雪深の増加に伴い壁量が増加する関係となる。さらに，屋根雪の動的挙動の
境界となっている雪荷重1．5M／m2に対応する設計用積雪深は，建築基準法の多雪区域を判断する設
計用積雪深1．Omと同様であるため，屋根雪の動的挙動は多雪区域で考慮できると評価することが可
能である。
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55．2耐震診断による耐震補強の効果
　第3章では，札幌市の既存在来軸組構法を対象に耐震診断を行い，雪荷重を考慮した耐震補強の必
要性を指摘した。木造住宅の耐震補強は，兵庫県南部地震以降，急務であることが指摘されているも
ののs’12），耐震補強を要する住宅の数％しか実施されていないのが現状である5’13）。積雪地域におけ
る木造住宅の耐震補強は，雪荷重に応じた耐震補強を行う必要があり，雪荷重と耐震補強の効果との
関係を分析し，効率的な耐震補強のための基礎資料を構築する必要がある。
　前述で検討した壁量をみると，屋根雪の動的挙動が発生しない場合は，設計用積雪深の増加に応じ
た耐震補強を行う必要がある一方，屋根雪の動的挙動が発生する場合は，設計用積雪深LOm程度の
雪荷重に応じた耐震補強を行う必要がある。ここで，第3章で対象とした既存2階建て在来軸組構法
で幾っかの耐震補強を想定し，再度耐震診断を行うことによって耐震補強の効果を検討した。診断方
法は第3章に示す精密診断とした。想定した耐震補強は，断熱改修を同時に行うことが可能となるよ
うに，各住宅の外周部を対象とし，以下の3種類とした。
　　L　「金物」による補強
　　II．　「OSB」（構造用パネル）による補強
　　m．「金物＋OSBIによる補強
　第3章に示した木造住宅における耐震要素の調査結果をみると，筋かい接合部や柱頭・柱脚接合部
に金物が使用されない場合が多く，耐震診断では耐力低減係数により保有耐力が小さく評価される。
平成12年建設省告示第1460号によると，三っ割り筋かいの揚合は，出隅の柱頭・柱脚接合部には引
き寄せ金物が必要となるが，その他の部位においては筋かい・山形プレー一一一・　Fなど住宅外周部から取り
付けが可能な金物を用いることができる。そこで，1では平成12年建設省告示第1460号を満たした
「金物」による耐震補強を想定した。また，前述の調査結果をみると，「OSB」（構造用パネル）を外
周部に貼り付ける改修がみられたため，1［（では「OSB」による補強を想定した。しかし，「OSB」の
みの補強では壁の強さが増加し柱頭・柱脚接合部に大きな引き抜き力が作用するため，皿では「金物
＋OSB」により耐震性能を十分に発揮する耐震補強を想定した。なお，皿の金物は1より強固なもの
が必要となる。これらの想定した耐震補強は，1Fのみを対象とした場合とIFと2Fを対象とした揚
合とを個別に検討した。
　図5．22に，設計用積雪深と補強後における評点の平均値との関係を示す。なお，評点の平均値は
IFと2Fの最小値から算出した。図のように，　IFのみ補強した場合をみると，積雪0．Omと積雪深e．3m
の場合では現況に比べて12倍程度大きくなるものの，積雪深の増加に伴い現況の評点と同程度の値
を示す。次に，1Fと2Fを補強した場合をみると，「金物」による補強と「OSB」による補強は，積
雪深が大きいほどIFのみ補強した揚合に比べて評点が大きくなり，積雪2．Omでは1Fのみ補強した
場合に比べて1．3倍程度大きい。「金物＋OSB」においては，他の補強に比べて1．7倍前後大きな値を
示している。これらの状況をみると，積雪0．Omおよび積雪0．3mの場合は，　IFのみの補強で効果が
得られる傾向を示すものの，積雪深の増加に伴い2Fに大きな地震力が作用するため，積雪1．Om以
上の場合は，1Fと2Fを補強する必要がある。
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　次に，補強後の設計用積雪深と評点LO以上の比率との関係を図5．23に示す。図のように，1Fの
みの補強の場合をみると，前述した評点の平均値と同様の傾向を示す。IFと2Fを補強した場合をみ
ると，「金物」および「OSB」による補強では，いずれの補強においてもIFのみ補強した場合に比べ
て比率が大きくなる。設計用積雪深と比率との関係をみると，設計用積雪深の増加に伴い比率が減少
する傾向を示し，その傾向は「OSB」で顕著となり，積雪深1．75m以上になると「金物」に比べて「OSB」
の比率が小さくなる。これは，設計用積雪深の増加に伴い2Fに作用する地震力が増加するとともに，
「OSB」のみの補強では耐力低減係数が小さくなり保有耐力が小さく評価されるためである。このよ
うに，積雪深が多い場合の耐震補強では，金物による補強で引き抜き力を分担し，十分な耐震性能を
発揮させる必要がある。一方，「金物＋OSB」をみると，「OSB」の補強効果が十分に発揮すると評価
されるため，いずれの設計用積雪深においても比率が90％前後を示している。このような結果をみ
ると，「金物＋OSBIによる補強はいずれの設計用積雪深に対しても効果を発揮しているものの，評点
の平均値が1．5以上となるため，効率的な補強と言えない状況である。
　ここで，積as　15mの場合における「金物」による補強を例に，精密診断の評点と偏心率との関係
を図5．24に示す。図のように，いずれの階においても評点の増加に伴い偏心率が減少する傾向を示
し，評点1．0を下回る住宅は偏心率が概ね0、2以上となっている。すなわち，積雪深の増加に伴う必
要耐力の増加に加えて，南面窓が多く設置されている住宅の外周部を補強することにより偏心率が増
加したため，評点が1．0を下回ったと考えられる。ここで，耐震診断法をみると，偏心率による保有
耐力の低減係数煙ρは，偏心率をReとして次式により算定している。
　　　　　Fep＝1．0　　　　　　　（Re≦O．15）
　　　　　Fep＝　1．0／（3．33Re＋0．50）　（O．15＜Re≦0．45）
　　　　　Fep＝O，5　　　　　　　　（0．45〈Re）
　この偏心率と低減係数との関係式を図5．24にプロットすると，図中に示す領域が偏心率の改善に
より評点1．0以上にすることができる。すなわち，積雪1．5mで「金物」による補強を行った場合，
評点1，0以上になる住宅は約40％にとどまるが，偏心率を改善することにより約75％の住宅を評点
LO以上にすることが可能となる。
　図5．25に，積雪深1．Om以上の場合における現況の評点別に示した「金物」による補強と「金物＋
偏心率の改善」を行った場合の評点1．e以上になった棟数を示す。図のように，積雪深LOmの揚合
をみると，現況の評点の増加に伴い「金物」による補強の効果が増加する傾向を示し，積雪深L5血
以下で現況の評点が0．7以上の場合では全体の50％以上の住宅を評点LO以上にする効果を有してい
る。次に，「金物＋偏心率の改善」の場合をみると，積雪深1．25m以下では現況の評点に関わらず約
85％以上の住宅を評点LO以上にする効果が確認でき，積雪深1．5mの揚合では現況の評点e．6以上で
約85％の住宅を評点1．0以上にする効果を有している。このように，積雪深1．Om以上15m以下の範
囲では，「金物」による補強あるいは「金物＋偏心率の改善」で評点LO以上にすることができる住宅
が多い傾向を示す。しかし，積雪深1．751n以上になると，いずれの補強においても評点1．0以下にと
どまる住宅が大きな割合を占め，「金物＋偏心率の改善」で評点LO以上になる住宅は現況の評点に関
わらず積雪深1，75mで約65％，積雪深2、Omで約55％となる。
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　以上の結果をみると，積雪深L5m以下の範囲では「金物」による補強と偏心率を考慮することに
より，多くの木造住宅で耐震補強の効果を得ることが可能である。積雪深1．75m以上の場合は「金物」
による補強の効果を検討し，不足している揚合は偏心率の影響が少なくなるまで保有耐力を大きくす
る補強を考慮する必要がある。
v　LO
’？
睦0．8
O．6
O．4
0．2
O．e
O．O 0．5 1．0
　　　　　　　　積雪深1．5m
　　　　　　　　■IFO2F
偏心率の改善で評点　i
1．0以上になる領域
15　　　　2．0　　　　2．5　　　　3．0
精密診断の評点（最小値）
図5．24　精密診断の評点（最小値）と偏心率Reとの関係（金物による補強の場合）
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図5．25　現況の評点毎に示した補強の効果が得られた棟数
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5．5．3屋根雪の動的挙動を考慮した耐震設計・耐震補強の検討フローの提案
　ここでは，前述で検討した在来軸組構法の壁量および耐震補強の効果に基づき，耐震設計・耐震補
強の考え方を示すフローを検討した。図5．26に，建築基準法施行令第46条に基づく屋根雪の動的挙
動を考慮した耐震設計フローを示す。図のように，前述の弾塑性解析によると，屋根雪の動的挙動は
雪荷重1．5kN／m2前後で発生しない場合がある。従って，地震力算定用雪荷重が1．41dSUIm2となる設計
用積雪深LOmを境に動的挙動の有無を判断した。なお，設計用積雪深LOmは建築基準法で規定さ
れている多雪区域の境界でもある。さらに，屋根雪が滑り易い塗装鋼板葺き無落雪屋根や勾配屋根の
ように屋根雪の動的挙動が発生する場合は，積雪1．Omに応1じた壁量を採用「し，屋根雪処理が「無落
雪」「雪下ろし」で雪止め金具などを用いているため屋根雪の動的挙動が発生しない場合は，設計用
積雪深に応じた壁量を採用する。なお，このような屋根雪の動的挙動に関する境界条件については，
屋根雪の部分的な動的挙動が発生する可能性もあるため，屋根形状や屋根工法の違いから判断する必
要がある。次に，前述に示した耐震補強の効果を検討した結果，積雪1．5mを超えると偏心率を改善
しても「筋かい＋金物」で評点LOを上回る事例が少ない傾向を示すことがわかる。従って，積雪1．5m
を境に「筋かい＋金物」か耐力壁の強度が大きい「合板＋金物」に大別できる。なお，金物は平成
12年建設省告示第1460号に従って選定する必要がある。また，本研究で考慮している「筋かい」は
片筋かいである。たすき掛け筋かいの揚合は合板と同様に耐力壁の剛性を増加させる効果を有してい
るものの，断熱材の充填体積が少なくなり断熱構造に大きな差異が生じるため，断熱構造を確保しっ
つ剛性を高める手法として合板による耐力壁を想定している。最後に平成12年建設省告示第1352
号により耐力壁の配置（四分割法）を検討することで屋根雪の動的挙動を考慮した耐震設計が可能と
考えられる。なお，屋根勾配や日射の影響で異なる屋根雪の分布が偏心率の増減に影響を及ぼすこと
を考慮して耐力壁の配置を検討することが望ましい。
　耐震診断法に基づく屋根雪の動的挙動を考慮した耐震補強フローを図5．27に示す。図のように，
「筋かい＋金物」による補強か「合板＋金物」による補強かの方向性を屋根雪の動的挙動の有無およ
び設計用積雪深で判断し，「筋かい＋金物」で偏心率の改善を行っても評点1．0を下回る場合は，偏
心率の影響が小さくなるまで「合板＋金物」による補強を行う必要がある。なお，耐震補強の場合に
おいても，屋根勾配や日射の影響で異なる屋根雪の分布が偏心率の増減に影響を及ぼすことを考慮し
て耐力壁の配置を検討することが望ましい。
　このように，本研究では，屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震性との関係，これらの関係に基づい
て在来軸組構法の壁量および耐震補強の効果を検討することにより，設計用積雪深をパラメータとし
た耐震設計・耐震補強の検討フローを示すことができた。
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図5．26　建築基準法施行令第46条に基づく屋根雪の動的挙動を考慮した耐震設計フロー
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筋かい＋金物
設計用積雪深の設定
動的挙動
耐力壁配置（偏心）の検討
耐震診断
（精密）
　　0．K
合板＋金物
図5．27耐震診断法に基づく屋根雪の動的挙動を考慮した耐震補強フロー
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　前述の検討フローを用いる場合，屋根雪の動的挙動に対する境界条件を明らかにする必要がある。
地震応答解析では屋根雪の水平面に形成される弱層から破壊する形態を想定したが，屋根雪の動的挙
動は屋根工法の違いも影響する。以下では，積雪地域で用いられる屋根工法と屋根雪の動的挙動にお
ける墳界条件との関係を考察した。
　屋根雪の動的挙動が発生する屋根工法，屋根雪における水平面の弱層で破壊する場合に動的挙動が
発生する屋根工法，部分的に屋根雪の動的挙動が発生する屋根工法，屋根雪の動的挙動が発生しない
屋根工法を大別した結果を表5、3（1）’一（2）に示す。表のように，屋根雪の動的挙動が発生する屋根工
法は，屋根面がフラットでパラペット等が無い塗装鋼板葺き無落雪屋根と，屋根面に突起等がなく積
極的な自然滑落を行う塗装鋼板葺き勾配屋根である。屋根雪が低温による凍着が無い揚合は，動的挙
動に対する障害が無い状況である。軒やケラバで一部の屋根雪が凍着し，滑動が拘束された場合は，
部分的な動的挙動が発生するとともに，全面的に凍着した場合においても屋根雪の水平面に弱層が存
在している場合は，弱層からの破壊により動的挙動が発生するものと考えられる。次に，屋根雪にお
ける水平面の弱層で破壊した場合に動的挙動が発生する屋根工法は，屋根面が浅くパラメットも低い
M型無落雪屋根と，屋根葺材の表面粗さが大きく自然滑落し難い勾配屋根である。なお，雪止めは
ぜ式勾配屋根および砂付きルーフィングは，近年北海道等で用いられる工法であり，雪止め効果に対
する検討が不足しているとともに，屋根雪の弱層をすべり面として自然滑落する可能性も指摘されて
いる5’14）。部分的な屋根雪の動的挙動溌生する屋根工法は，高さ100㎜簸の雪止め銀が設置
されている勾配屋根である。雪止め金具は，配置に関する技術資料があるものの5’15），統一した考え
方に基づいて配置されている事例が少ないの力槻状である。表に示すように，雪止め金具の配置が粗
い揚合は，部分的な動的挙動が発生する可能性がある。また，入隅のある勾配屋根では，入隅部が自
然滑落の障害となるため，部分的な動的挙動が発生するものと考えられる。屋根雪の動的挙動が発生
しない屋根工法は，屋根面が深く勾配が急なM型無落雪屋根と，雪止め金具を密に配置した勾配屋
根である。勾配が急なM型無落雪屋根では，屋根面全体が器のような形状となり，屋根雪の動的挙
動が発生し難い。雪止め金具を密に配置した場合は，密に配置された雪止め金具により屋根雪に作用
した慣性力が分散し，破壊し難くなると考えられる。さらに，屋根雪の一部が破壊されても雪止金具
が密に配置されているため，動かない屋根雪に押さえられ，動的挙動が発生し難いと考えられる。
　このように，無落雪屋根および勾配屋根には様々な工法が存在し，その工法の特徴を考慮して屋根
雪の動的挙動に対する境界条件を判断する必要がある。
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表5．3（1）屋根工法と屋根雪の動的挙動に対する境界条件
【屋根雪の動的挙動が発生する屋根工法】
写　真
《
概　要
塗装鋼板葺き無落雪屋根（水平屋根）
・屋根面がフラットで，パラペットも無い屋根形状
・塗装鋼板の接合部に形成される「はぜ」の高さは30㎜程度と低く，はぜ
　により方向が1つに特定されるため，屋根雪の破壊・滑動が期待できる
・軒の一部での凍着により滑動が拘束されると，部分的な動的挙動となる
・滑動の拘束度によっては屋根雪の弱層から破壊が発生する場合がある
塗装鋼板葺き勾配屋根（積極的な滑落）
・棟部に雪切り板を設けることや，屋根面の突起がほとんど無いなど，積
　極的に屋根雪を滑落させようとする屋根
・軒・ケラバの凍着により滑動が拘束されると，部分的な動的挙動となる
・滑動の拘束度によっては屋根雪の弱層から破壊が発生する場合がある
【屋根雪における水平面の弱層で破壊する場合に動的挙動が発生する屋根工法】
写　真
‘　，
概　要
塗装鋼板葺き無落雪屋根（浅いM型）
・高さが100mm以下のパラペットを有する勾配の緩いM型屋根
・すべり面が屋根雪と屋根葺材との界面になる場合は，パラペットが滑動
　をロックする可能性があるが，すべり面が屋根雪の弱層になった場合は
　パラペットに関係なく滑動する可能性がある
瓦葺き勾配屋根
・瓦表面の表面粗さが大きく，屋根雪が滑動し難い屋根葺材であるが，屋
　根雪水平面の弱層で破壊した場合は，屋根雪が滑落する可能性がある
・雪止め瓦の場合は，動的挙動を阻害する可能性がある
雪止めはぜ式勾配屋根
・塗装鋼板の接合部である「はぜ」を高くし，雪止め効果を高めた工法
・瓦葺きと同様に，屋根雪水平面の弱層で破壊した場合は，屋根雪が滑落
　する可能性がある
砂付きルーフィング勾配屋根
・屋根葺材の本体は塗装鋼板であるが，その表面に砂を接着させ，粗い表
　面により雪止め効果を高めた工法
・瓦葺きと同様に，屋根雪水平面の弱層で破壊した場合は，屋根雪が滑落
　する可能性がある
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　　　　　　　　表5．3（2）屋根工法と屋根雪の動的挙動に対する境界条件
【部分的な屋根雪の動的挙動が発生する屋根工法】
写　真
轍
慶
夢
概　要
雪止め金具を取り付けた塗装鋼板葺き屋根（粗く配置）
・金具により雪止め効果を高めた工法
・雪止め金具に偏りがあり，部分的な動的挙動が発生する可能性がある
入隅部のある塗装鋼板葺き勾配屋根
・塗装鋼板葺き勾配屋根では，屋根雪が滑落し易いが，屋根形状に入隅部
　が存在すると滑落を阻害することが知られている
・入隅部以外は動的挙動が発生する可能性がある
【屋根雪の動的挙動が発生しない屋根工法】
写　真 概　要
塗装鋼板葺き無落雪屋根（深いM型）
・屋根面が深く，パラペットも500㎜以上と高い屋根形状
・M型の勾配も大きく，屋根雪の動的挙動が期待できない
雪止め金具を取り付けた塗装鋼板葺き勾配屋根（密に配置）
・密に配置された雪止め金具により屋根雪に作用した慣性力が分散し，破
　壊し難くなると考えられる
・屋根雪の一部が破壊されても雪止金具が密に配置されているため，動的
　挙動が発生し難い
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5．6　まとめ
　第5章では，屋根雪の動的挙動と木造住宅の耐震性との関係，および屋根雪の動的挙動を考慮した
耐震設計・耐震補強を明らかにすることを目的に，前述の実験結果から地震応答解析に用いる屋根雪
の復元力特性を検討するとともに，地震応答解析により応答スペクトルおよび最大応答変位を検討し
た。さらに，在来軸組構法の壁量を検討するとともに，耐震補強の効果を耐震診断により検討した。
その結果をまとめると，以下のようになる。
1）屋根雪の動的挙動を考慮した復元力特性モデルを設定し，第4章で行った振動実験の結果を比
　較した結果，設定した復元力特性モデルは，概ね実験結果を反映した。
2）設定した復元力特性モデルを用いた地震応答解析により応答スペクトルを導き，屋根雪の動的
　挙動と木造住宅の地震応答との関係を検討した。その結果，屋根雪の動的挙動が発生した揚合
　は，加速度応答スペクトルが屋根雪滑動せず構造体と一体で振動する「滑動なし」の揚合と同
　程度となったものの，速度および変位応答スペクトルが「滑動なし」に比べて小さくなった。
　なお，雪荷重15kN∠m2の場合は，屋根雪を破壊させるための加速度が大きく，屋根雪が破壊せ
　ず屋根雪の動的挙動が発生しない事例が多い傾向を示した。
3）設定した復元力特性モデルを用いた弾塑性解析により平屋建て，総2階建て，および総3階建
　ての構造体の最大応答変位を算定し，屋根雪の動的挙動を木造住宅の地震応答との関係を検討
　した。その結果，いずれの構造体においても，設計用積雪深LOm以上に相当する地震力算定用
　雪荷重を考慮して耐震設計を行うことにより，想定以上の雪荷重が作用した場合においても最
　大応答変位を安全限界に収めることが可能となる。
4）以上の検討結果に基づき，建築基準法施行令第46条に基づく屋根雪の動的挙動を考慮した在来
　軸組構法の壁量を検討するとともに，耐震補強の効果を耐震診断により検討した。その検討結
　果に基づいて，設計用積雪深をパラメータとした耐震設計・耐震補強の検討フローを提示する
　とともに，屋根工法と屋根雪の動的挙動に対する塊界条件を考察した。
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6．1研究の総括
　本研究は，積雪地域における積雪期の地震を想定し，屋根雪処理で異なる屋根雪の動的挙動を考慮
した木造住宅の耐震設計・耐震補強を確立するとこを目的としている。第1章では，研究の背景およ
び目的を示すとともに，既往の研究との位置づけと研究のオリジナリティを明示した。第2章では，
既往の住宅統計資料を用いた分析により，屋根雪処理の地域特性と屋根雪処理別の地震対策を明確に
した。第3章では，積雪地域における木造住宅の耐震性の実態把握と雪荷重が耐震性に及ぼす影響を
明らかにすることを目的に，札幌市の既存2階建て在来軸組構法を対象に耐震診断および地震応答解
析を行い，雪荷重を考慮した耐震設計の必要性および耐震補強の必要性を明らかにした。第4章では，
屋根雪の動的挙動と構造体の応答性状との関係を明らかにすることを目的に，平屋建て無落雪屋根を
想定した試験体を用いた基礎的な振動実験を行い，屋根雪の破壊形態，屋根葺材の表面性状，振動時
における屋根雪と構造体の位相差が構造体の応答性状に影響を及ぼすことを明らかにした。第5章で
は，第4章で得られた知見を基に，屋根雪の動的挙動を表す復元力特性モデルを検討するとともに，
地震応答解析により屋根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を検討し，屋根雪の動的挙動を
考慮した耐震設計・耐震補強の検討フローを提案した。
　本研究の成果は，積雪期の地震を想定した場合における木造住宅の耐震性の実態を把握した上で屋
根雪処理の差異に応じた耐震設計・耐震補強を提案していることから，積雪地域の木造住宅を取り巻
く雪や地震に対する問題に配慮した住宅設計に資するものと考えられる。
　以下では，各章のまとめを示すことで本研究の総括を行い，本研究の成果を踏まえた今後の課題に
ついて述べる。
【第1章】
　第1章では，本研究の背景および目的を示した。雪害発生状況と地震iによる被害状況との相互関係
を整理するとともに現行の耐震基準の問題点を整理し，積雪期の地震を想定した耐震設計・耐震補強
が課題であることを明らかにした。さらに，関連する既往の研究と本研究の位置づけを述べ，本研究
に取り組む意義とオリジナリティを明確にした。
【第2章】
　第2章では，既往の住宅統計資料を用いた分析により，屋根雪処理の地域特性を明確にするととも
に，屋根雪処理別の地震対策を検討した。その結果，北海道，東北地方，および北陸地方の各積雪地
域では，複数の屋根雪処理が混在しており，各地域で普及している屋根雪処理と気象条件を考慮した
地震対策の必要性を指摘した。さらに，各地域で考慮する必要がある屋根雪の動的挙動と木造住宅の
地震応答との関係を屋根雪処理別に示した。
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【第3章】
第章では積雪地域における木造住宅の礪性の実態把握および雪薩淋造f主宅の蔽性に及
ぼす影響を明らかにすることを目的に，札幌市の既存2階建て在来軸組構法を対象に耐震診断および
地震応答解析を行った。耐震診断では，柱頭・柱脚部の金物が取り付けられていない住宅が多く，設
計用縮深1．・m繊の雪艦が作肌た場合においても評点1・・を上回る住宅1ま全体の1°％以下と
なり，雪荷重を考慮した耐震設計・耐震補強の必要性を明らかにした。地震応答解析では，設計用積
雪深を変化させ，　fmeが膿動規模と而寸灘との関係に及ぼす影響を棚した・その結果震度
磁．7になると雪maの増加に｛半い最大応答変位が増加する関係を示し・雪碓囎加によって倒壊
による糖が拡大することを明らか1こした．さらに濡碓の増加に伴レ・2F酪変位の増加が顕著
となり，耐麟強を行う場合はlFのみならず2Fに対しても醜が必要となることを明らかにした・
【第4章】
第樟では渥楯の動的挙動と木造住宅の応答性状との関係を明らかにすることを目的に・　SP屋
建ての購雪屋根を想定した試験体を用いた礫的廠動実験を行った・振動鍬では・屋根雪の破
壊形態と加速度との関係渥根雪の磯形態と髄体の応答性状との関係渥根雪滑動時の動的挙動
と構造体の応答性状との関係を検討した。その結果，屋根雪の破壊形態別の破壊時加速度を検討し，
屋根雪の水平面に形成される弱層から磯する可能性が高いことを明らか｝こした・さらに渥根雪破
壊時および滑動した際における構造体の応答性状は，屋根雪滑動の拘束度，屋根葺材の表面性状，振
動時における屋根雪と構造体の位相差が影響を及ぼすことを明らかにした。
【第5章】
　第5章では，第4章で得られた知見を基に，屋根雪の動的挙動を表す復元力特性モデルを検討する
とともに，膿応答解析によ握根雪の動的挙動と木造住宅の地震応答との関係を検討した・膿応
答解析では，屋根雪の動的挙動として「滑動なし」，「無落雪屋根の滑動（表面粗さ大と小の2種類）」，
および「勾配屋根の滑落」を想定し，応答スペクトルおよび弾塑性解析による最大応答変位を算定し
た。その結果，屋根雪の動的挙動が発生することにより，構造体の応答速度および応答変位が減少し，
設計用積雪深LOm以上に相当する地震力算定用雪荷重を構造体の重量に加えて耐震設計することで，
想定以上の雪荷重が作用した場合においても最大応答変位を安全限界に収めることが可能となるこ
とを明らかにした。このような知見を基に設計用積雪深をパラメータとした耐震設計・耐震補強の検
討フローを提案した。
以上に示すように，本研究の成果は，積雪地域の木造住宅を取り巻く雪や地震に対する問題に配慮
した住宅設計に資するものと考えられる。
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6．2今後の課題
　積雪地域の木造住宅は，風や地震のみならず雪に対しても十分に配慮した設計が必要である。特に，
雪下ろし中の転落，落氷雪による事故などの雪害は，少なからず毎年発生しており，「平成18年豪雪」
では人的被害が高齢者に集中し，現在の生活様式に対応した屋根雪処理法を検討する必要性が生じて
いる。さらに，木造住宅の雪荷重に対する構造的性能は向上していると考えられるが，新潟県中越地
方で発生した一連の自然災害により，積雪期の地震を想定し，雪と地震とを複合的に捉えた構造安全
性を検討する必要性が表面化した。本研究は地震と雪とを複合的に捉えた木造住宅の耐震性を検討し
たものであり，屋根雪処理の違いで発生する屋根雪の動的挙動を考慮し，設計用積雪深をパラメータ
とした木造住宅の耐震設計・耐震補強の検討フローを提案した。このような本研究の成果を踏まえ，
今後の課題を示すと以下のようになる。
1）積雪状態にある木造住宅では，全体の重量に対する雪荷重の割合が大きく，構造体がトップヘ
　ビーの状態となっている。このような状態にある揚合の．P－A効果を検討するとともに，雪荷重
　と塑性時の等価固有周期との関係を検討し，積雪期の地震に対する木造住宅の耐震性をより適
　正に評価する必要がある。
2）本研究で行った屋根雪の動的挙動を考慮した地震応答解析は質点系の解析であり，基礎的な地
　震応答を検討するに留まっている。木造住宅の偏心率や上下階における床面積の違いにより異
　なる屋根雪の動的挙動を考慮した検討が必要と考えられる。
3）本研究では屋根雪が均等に堆積している状態を想定しているため，屋根雪処理で異なる屋根雪
　の堆積分布により変化する木造住宅の偏心率や屋根雪の動的挙動を検討する必要がある。
4）木造住宅の耐震補強は全国的に滞っている状況である。特に，積雪地域の自治体では，耐震補
　強に対する助成など，耐震補強促進に繋がる取り組みが行われていないのが現状である。本研
　究の成果を踏まえ，積雪期の地震を想定した被害想定構築や，耐震補強の効果を考慮した雪と
　地震に対するリスクマネジメントにより，耐震補強の費用対効果を明確にすることで耐震補強
　を促進させる必要がある。
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SYNOPSIS
Study　of　Seismic　Design　and　Reinforcement　Parameters　for　Wood－frame　Houses　in　SnoWy　Regions
　　　　　　　　　　　　　　　　　　with　Consideration　for　the　Dynamic　Behavior　of　Roof　Snow
　　　　Heavy　snowfall　in　Deccmber　2005　brought　serious　snow　da皿age　in　the　2005－2006　snowy　sea§on　to　the
c。、、t。1，egi・n・a1。ng　th・S・a・f」・卿．’aecause・th・・n。w　d・m・g・was　seri・u・，　th・h・avy・sn。㎡・ll　w・・caUed
“2006　heaVy　snovvfall”by　Japan　Meteorological　Age皿cy．　The　snow　damage　caused　ma皿y　s　enior　citizens　6e
years　of　age　or　older　to　be　killed　by　s皿ow‘‘制1　from　rooP’and‘‘snow　fall．”@The　exa皿ination of　roof　co皿trol
me血ods　fbr　the　safery　of　senior　citizens　has　become　a　oritical　e皿gi血eeri皿g　proUem．　Further，　i丑this‘‘2006
heaΨy　snow掘1，”atotal　of　18　wood一丘ame　houses　collapsed　due　to　the　snow　load、　The　structural　safety　of
wood一丘ame　houses　has　been　improved丘om　lessons　learned　in　past　heaVy　snoWirall　seasons；however，　i血the
Mid　Niigata　Prefecture　of　the　2004－2005　snowy　season，　a　total　of　98　wood一丘ame　houses　collapsed　due　to
snow　load．　Of　these，93　had　been　damaged　by　the　Mid　Niigata　PrefectUre　Earthquake　in　October　2004．
Therefbre，　hl　the　seismio　design　of　wood－f｝ame　houses　built　in　snowy　regio鵬，　it　is　necessary　to　co皿sider
strong　motion　during　the　snoWy　season　to　achieve　str　lctUral　safety・
　　　　The　seismic　load　of　wood－f｝ame　houses　increases　as　the　snow　load　increases．　正n　the　seismic　design　of
wood一丘anle　houses　during　the　snowy　season，　the　seismic　load　is　calculated　With　consideration　of　the　snow
load、　Acoording　to　the　aHowable　stress　design　of　the　bu皿ding　standard　law，　the　seismic　load　calculation　is
multiplied　by　・n　O．351。・d　fa・t・・f・・bUilding・b面1t血・・n鰐噸。n・ln　w・ll脚晦d・・ign　f・・
wood一丘ame　houses　of　the　bUilding　standard　law，　wall　quantities　are　categorized　as　either‘‘Hght　roof’or
・・?пcf・；h・weve・，・th・i且c・ea・e・fth…。f　w・ight　by　sn。w　1・ad　i・n。t・・皿・id・red　wh・n　cal。Ulating・wal玉
quantity　In　H・1・」・aid。，　the　w・11　quantity。f・“heaVy　r・。f’　has　bee皿皿・ed　t。・・皿・id…皿。w　l。ads　f・・
w。。d－fr。m。　h。use、　using・・1ight，。。fm、t，ri・1・．・・紬・ca・e，　b㏄・u・e　th・（liflll・・ence血weight　i・O・3　kN／m2・
the　true　snow　load　is　ullderestimated，　espeoially　whe皿oombined　with　stro皿g　seismic　motion　before　or　during
出，、n。Wy．sea，。n．　Th・・ef・・e，　it　i・皿ecessa・y　for　the　relati。n・hip・b・tWee皿sn・w　1。a面・・ea・e鋤d止・・ei・mi・
perfbmlance　of　wood－frame　houses　to　be　examined　anew．
　　　　Acc。，曲g　t。　a・加dy。n副㎝・he　c。㎜t・m・ea・ure・in血・Mid　Niigata　Pr・fe・鵬i血而・h　th・
，ela廿。n、hip・b・tWeen・th・・tr。ng　m。ti。n・scal・皿d・1・P・・n・w・t・bili騨・・ex曲・d・・n・w　b・e・k・by・the・t「。ng
motion　caused　an　avala皿che．　Si血ilar】［y，　the　roof　snow　break　by　such　strong　motion　might　oocur　on　the　ro　of
of　wood一丘ame　houses．　The　roof　snow　controls　of‘“fi　at　roof　’‘‘roof　sn、ow　removal，”and‘‘snow　sliding　on
9、bl，，。。f・h・v・been　perf…ned　in・n鰐・egi。ns．　Steel　plate・・。且ng田・t・ゴ・1・h・v・bee皿used　f・r　th・“∬・t
，。。f・皿d・、n。w，liding。n　g・ble・。・f’cat・g・ri・・．　Becau・e　sn・w。n・teel　pl・te　r。。fing・lid・・e・・ily・
dyn、㎡。　b・h・Vi。・・fr・。f・n。w　might・cc肛出er　r・。f・n・w　b燃。au・ed・by・tr・ng血。廿・n・Th・・efo・e・th・
、ei、瓜i。，e、p・n・e・fw・・d一丘㎝・h。u・e・i・・ffe・t・dby　the蜘mi・b・h・Vi。・・f・。。f・n。w　Ex・曲・t・i・n・f
血、、ei、mi、　p・rf・・man。e。fw。・d・丘・m・h・皿・e・i・neces町t・c。n・id・・出・dyn・mi。　beh葡・。f・・。f・n。w・
　　　　T。。、t、わli、h、，i、mi、　desig且and・einf・・cem・nt　p・・am・ters・f・・w・。d一丘・m・h・u・e・in・n・sVy・regi・n・with
、。n、id，，ad。面th。　dyn・mi。　b・h・vi・・。f・・。f・n。w，　the　au止・・p・面・m・d　th・f・11・wing・加出…
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R，1、丘。n，hip　b，襯n　l・cal・ha・act・risti…f・。・f　sn・w・・煎・1　and　s・i・mic　c。untermea・皿・・°f
wood一丘ame　houses　ln　snowy　reglons
R，1、d。n・蜘b・㈱en・n。w　l・・d・皿d血e　sei・mi。　P・rf・・m・nce。fw・・d一仕・me　h・u・e・
Relationship　betWeen　the　dynamic　behavior　of　roof　snow　and　seismio　response
S。is血。　d。、ign　and　reini］。rcement　param・t・・s　f・・w・・d一丘・me　h。u・e・in・n鰐・egi・n・舳
co皿sideration　fbr　the　dy皿amic　b　ehaVior　of　roof　snow
This　stUdy　consists　of　6　chapters，　summarized　below、
Chaptごr　l噛】htroductio皿
　　　　The　baokground　and　aim　of　this　study　are　indicated　in　Chapter　1，
alld　tlle　p　osition血g　of　this§tUdy　in　relation　to　preVious　work．
as　well　as　the　orig加ality　of　this　stUdy
Ch、pt，，2－R・1・伽・hip・b・tween・1。cal・haraet・ri・ti・・。f・。・f・n。w。伽・1・and・ei・mi・・。㎜t・rmea・ure・。f
wood－frame　houses　in　snoWy　reglons
　　　　in・Ch。pt・・2，　t。・1・・ify・th・・c。㎜t・rm…ur・・。feach…fsn・w。。ntr・l　m・th・d・th・1・・証曲act・「istic・・f
roof　snow　control　were　exami皿ed　by　analysis　using　statistios　fbr　wood・丘ame　house8．　ResUlts　indicated　that
some　roof　snow　oontrol　methods　coexisted　i血snowy　region8．　The　necessity　of　seismio　counter　leasures　With
consideration　for　the　relationship　betWeen　roef　snow　contro1　a皿d皿eteorological　characteristic3　is　also　fUrther
clar迂ied．
Chapter　3－Rel　ationship　between　s駐ow　load　and　the　seismic　perfbmlance　of　wood一丘ame　houses
　　　　hCh、p胎・3，　t・。1面血e　re1・ti・n・hip　b・㈱en　r。。f・n・w　l・・d　・nd　th・・ei・mi・p曲n皿・nce・f
wood一丘ame　houses，　the　seismic　performance　of　tWo－storey　wood齢丘aエne　houses　bUilt　in　Sapporo　was　examined
by、ei・mic・diagn。sis　a・d・ei・mi・・e・p・n・e・an・1ysis．　A・出e・e・ult・。f血・・ei・mi・di・gn・sis・f・r　sn。w　d・pth
1，0血，・a廿・。f血・w・・d一仕・m・h・u・e・・f・Ψalu・廿。n　m。・e舳1・O　w…1・・s・th・n・1e％・rl’1i．・necessity。fth・
sei，mic　d。、ig・・　・nd・ei曲・c・m・nt　with・。nsid・・a伽f・・　・n。w　l。・d　i・clarifried・R・・組佑・f　th…i・mi・
resp。nse・an・ly・i・indicate・that　in　m・・e・than・6・upP・・inten・ity，・th・m・Ximum・e・p。nse・di・placem・nt　in・・ea・ed
With　a　s皿ow　load　increase．The　damage　expansion　by　strong　motio皿during　the　snow　season　is　clarified．
Chapter　4　一　Relationship　between　the　dynamic　behavior　of　roof　s皿ow　and　seisエnic　response
　　　　In　Chapter　4，　to　cla［rify　the　dynamic　b¢havior　of　roof　snow　and　response　characteristics　of　wood－f士ame
h。u，e、，・th。・uth・・perf・・med　a　b・・i・・haking・t・bl・te・t　us血g　th・・ne－st。rey・fi・t・。・f　m・d・1・In・ur・t・・t・th・
付録
　　author　examined　the　relatio皿ship　betwee皿the　break　characteristics　of　the　roof　snow　and　acceleration　of　the
　　roof　snow，　the　relationship　betwecn　the　break　characteristics　of　the　roof　snow　a皿d　s1皿ictUral　response，　and　the
、　relationship　betwee血the　dynamic　behavior　during　roof　snow　sliding　and　stmctUral　response．　Results
　　indicated　that　the　roof　snow　break　occurred　in　the　weak　layer　of　the　horizontal　sur£ace．　Further」the　response
　　characteristics　during　roof　snow　sIiding　were　affected　by　surface　characteristics　of　the　roofing　material，　the
　　phase　between　roof　s皿ow　and　stnlc加ral　response．
Chapter　5－Seismic　design　and　reinforcement　parameters　fbr　wood一丘ame　houses　in　snowy　region、s　with
consideration　for　the　dyna血c　b　ehaVior　of　roof　snow
　　　　hChapter　5，　based　on　the㎞owledge　obtained　in　Chapter　4，　the　author　examined　the　restoring
characteristics　with　consideration　fbr　the　dynanlio　behaVior　of　roof　snow．　The　relationship　between　the
dyna皿ic　behavior　of　roof　snow　and　seismic　response　of　wood－frame　houses　was　examined　by　seismic
response　allalysis　using　the　restoring　characteristics．　In　our　analysis，　the　author　assumed　that　the　dy皿amic
behavior　of　roof　snow　was　either‘“non－sliding　of　roof　sno「w　e‘‘snow　sliding　on　flat　roof，”or‘‘snow　slidi皿g　on
gable　roof”@Results　indicated　that　the　dynamic　behaVior　of　roof　snow　lowered　tle　response　velooity　and
response　displacement．　Conside血g　a　snow　depth　exceedillg　l．0正n，　the　rcsponse　displace皿e皿t　was　less　than
the　safety　limit　displacement．　Based　o皿this㎞owledge，　the　author　suggested　revised　seismic　dcsign　and
reinforcement　parameters　With　consideration　f（）r　the　dynamic　behavior　of　ro　of　snow．
Chapter　6－Conclusions
　　　　Conolusio皿s　obtained　t】hrough　this　stUdy　are　indicated　in　Chapter　6，　as　wel1　as　fUtUre　taskS．
　　　　As　stated　above，　the　resUltS　of　this　study　are　utilized　for　wo　od一丘ame　hous　e　design　with　co皿s　idcration　fbr
tiie　interaction　betWeen　snow　and　s　trong　motion　in　snoWy　regio皿s．
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ZUSAMMENFASSUNG
Studium　in　Seismischem　Design　und　Verstarkung　fUr　Holzhauser　in　Schneebedecktem　Gebiet　mit　in
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Anbetracht　des　Dynamischen　Verhaltens　des　Dachschnees
　　　　Der　Schmeesohadens　ers　atz　in　2005－2006　schneebedeckter　Jahreszeit　wurde　von　schwerem　S　cluieefall　vom
Dezemb　er　2005　in　die　KU　stengebiete　in　Meer　von　Japan　gebracht．　Weil　der　Schneeschadensersatz　ernst　war，
wurde　der　schwere　S　chmeefall”2006　schwerer　So㎞㏄制1”皿eb　e皿Japan　Meteorological　Agency　genannt。　Im
Sohlleeschadensersatz，　viele　Rentner　von　60　Jahren　oder　tilter　wurde　von　噛lHerbst　von　Dach1’und
”Sch皿eesturz1I　get6tet．　Die　PrUftmg　des　Daches　kontrolliert　Methoden　mit　Rentnem，　ist　das　Problem
geworden．　Andererseits　waren　St且rze　Holzhauser　von　der　Schneelast　in　II2006　schwerem　Schneefall’118．
Die　stnzlk血rrelle　Sicherheit　Holzh加ser　ist　f　r　die　Lehre　von　verga皿ge皿em　sohwerem　Sch皿ee鉛11　verbessert
worden．　Ab　er，　in　Mid　Niigata－PrafektUr　von　2004－2005　schneeb　edeckter　Jahres　zeit，98　Holz　von　Schneelast
zus　ammengeIegte　Htiuser．　93　in　diesen　waren　dad肛ch　b　esch自digt　worde皿Mittel　Niigata－・Prare］㎞Erdb葡
im　Oktober　2004．　Deshalb，　iln　seismischell　Design　fiir　Hol乞h註user　baute　in　schne¢bedecktem　Gebiet，　die
struktUrelle　Sicherheit　ist　notWendig，　starke　B　eweg㎜g　w澁rend　sch皿eebedeckter　Jahreszeit　zu　erwagen．
　　　　Seismische　Last　mit　Holz　Htiuser－Zunahme　mit　einer　Schneelastzunahme．　Im　seismischcn　Design　fUr
Holzhauser　wahrend　schneebedeckter　Jahreszeit　wird　die　seismische　Last　mit　in　Anb　etracht　der　Schneelast
berechnet．　The　zufolge　zUlassiges　Belast㎜gsdesign　des　Gebaudes　hbliches　Gesetz，　Sc㎞eelast　f枇
seismische　LastkalkUlation，〔五e　O．35　Last曲or　vervieh諭chte，　wird　betrachtet，　denn　das　Geb濁ude　b　aute　in
schneebedeckte血G6biet．　Andererseits，　in　Mauerquantitatsdesign　fhr　Ho励auser　des　Geb蕩udes荘bliches
Gesetz，　die　Mauerquantitate皿von　zwei　Alte皿von　”leichtem　Dach”und’lschwere正n　D　achll　werden　benutzt，　wle
die　H加ser　Entwiirfe　machen．　Aber　wird　die　Zu血ahme　des　Daohgewichtes　von　Schn㏄Iast　nicht　zur
Mauerquantitat　erwogen．1皿Hokkaido　ist　die　Mauerqu　antitat’”schweren　D　aches”fiir　Holzhtiuser”leichten
Daches’l　benutzt　worden．　In　diesem　Fall　weil　das　Gewicht，　das　”leichtes　Dach　von　”schwerem　D　ach”abzog’1，
0，3kN／血2　ist，　ist　es　fur　walirend　schneeわedeckter　JI血reszeit　vo且starker　Bewegung　betrachtete　Sc㎞eelast　klei皿、
Deshalわist　es皿otwendig　f趾die　Be頭ehung　zwischen　Schneelas㎞mahme　und　seismischer　AuMih皿ng
HolZh註user，　die　ulltersucht　werden　sollte．　Und　es　ist　fur　die　Notwendigkeit　von　seis1nischer　Versthrkung　fUr
Holzlitiuscr　in　schneeb　edecktem　Gebiet，　unters　ucht　zu　werden，　notwendig．
　　　　Der　Untersuchung　tiber　LaWinengegenmal｝nahmen　in　Mid　Niigata－Prafektur　zufolge　pal｝t　die　B　eziehung
zwischen　starker　Bewegung　an　und　neigt　sich，　schneie，　Stabilitat　ist㎜tersucht　worden．　In　die5em　Studium
wurde　es　diese皿Sohneebnユch　von　der　starken　Beweglmg　a皿fgekli耐，　verursachte　die　Lawine．　Der
Dachsohneebruch　von　der　starken　Bevvegung　k6㎜te　in　Dach　HolZhauser　geschehen．　Die
Dachschneekontrollen履「flachen　Daches’1，”Dach　sclmeit　Entfernung”，　und髄Sclmee，　der　airf　Giebeldach　ruts　cht“，
ist　in　sehneebedecktem　Gebiet　aUfgefUhrt　svorden．　Das　Matedal㎜Da。hdeckenmaterial　von　”fiachem
Dach曹’㎜d　ll　Sch血ee，　das　auf　Giebeldach　nltschtll，　ist　als　Stahlteller　benutzt　worden．　Weil　Dachschnee　auf
d。m　St、hltell。，1，i。ht　i、t，、zu、rut・ch・n，　k6皿nt・dyn・mi・ch・・Ve・h・lt・皿d・・Dach・・㎞ee・nach　Dach　v・・k。mmen・
schneie　Bruoh　durch　die　starke　Bewegung．　Deshalb　wird　die　seismische　Antwort　Holzhauser　vom
蜘血i，ch・曲回t・皿d・・Dach・・h皿…beeinflul］t．　Di・Pnifung　v・n・ei・mi・ch・・A・・Efiih・ung・H・1ah・u・es　ist
notwendig，　das　dynamische　Verhalten　des　Dachschnees　zu　erwagen、
　　　　Um　sei、mis。h。、　D，，ign　und恥r曲k㎜9餅H。1・hau・e・in・。㎞・・bedeckt・m　G・bi・t　mit　in舳・t「acht
de、　dy髄sch・nVe・回t・n・d・・Dach・c㎞ee・zub・卿d・n，　fiih・te・der・Aut。・di・f・lg・nd・n　F。・・chu血9・n・us・
）1
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Di。　Bezi、hung旙ch・n　6rtli・h・n　Merkm・1・n　d・・Daches　sc㎞・it　K。n甘・1正e　und・ei・mi・ch・
GegenmaBnahmen　von　Holzhausern　in　sch皿eebedeckte皿Gebiet．
Die　Beziehu皿g　zWische皿Schneelast　und　s　eismischer　Auilfiihrung　Holzhauser．
Die　Beziehung　zwische皿dem　dy皿amischen『Verhalte皿von　Dachschnee　und　der　seismischen　AntWort．
Das　seismische　Design　und　die　Verstdrkung　f血Hol乞h加ser　in　schneebedecktem　Gebiet　mit　in
Anわetracht　des　dynamische皿Verhaltens　des　Dachsohnees．
11dieser　Bericht　wurde　von　Kapitel　l　zu　Kapitel　6　b　estanden．
Kapitel　1－Einfiihnmg．
　　　　Auf　den、　Hintergrund皿皿d　das　Ziel　dieses　Stud三ums　wurde　in
Origi皿alitat　dieses　Studiums　und　Positionierung　dieses　StUdiums
hingeWiesen．
Kapitel　l　hingewi se皿．　Und　auf　die
f繭r　das　vergang n 　Studiu皿1　・wコrde
K・pit・12－Di・B・Zieh皿9踊・ch・n　6貢1i・h・皿M・・㎞・1en　d・・Da。h・・s。㎞・it　K。ntr・11・皿d・eismisch・
Gege皿maB皿ahmen　von　Holzliausern　in　schneebedecktem　Gebiet．
　　　　In　Kapitel　2　schneien　die　artlichen　Merlrmale　des　Daohes　Kontrolle，　die　Gegenma島nahmen　vo且jeder
Dachschn¢ek。n虻oHe　a血曲en，欄de　v。皿Analyse　untersucht，　d｛e　sta行s亘sches　Do㎞ent飾H。1油加ser
be血utzt．　Als　die　Ergeb血isse　koexjstierte　etwas　Dachsohn、eeko皿trolle　in　sc㎞eebedeoktem　Gebiet．　Die
Notwendigkeit　seismischer　GegemnaE｝nahmen　mit　in　Anbetracht　der　Bez三ehung　zwische皿
Dachsc㎞㏄kon仕o藍e　und　mete。r。10gischen　Merkmale皿wurde　aUfgeklat’t．
Kapite13“　Die　Beziehung　zwischen　Schneelast　und　sei　smischer　Aufiiihru皿g　Holzhauser．
　　　　In　Kapite1　3　wurde　die　seismische　AuffUl皿mg　der　2’Witze，　die　HolZhauser　Sapporo　ei血bauten，Ψo且der
seismische血Diagnose　und　der　seismischen　AntWortanalyse　untersucht，　auf　Dach　lmd　seismischer　Auff繭hnmg
Holzhauser　die　Bezlehu皿g　zwischenL　Sohneelast　alrfzxlklaren．　Als　die　Ergebnisse　der　seisnlisohen　Diagnose，
fiir・Sehnee・Tiefe　1伽，　Ve・haltnis・zu　den　H。lzhausern　zu　Einschatzung　mehr，　als　1．0　weniger　als　le％waren・
Die・　NotWendigkeit　vo血seismischen　Design　und　der　Verstiirlmng　mit　in　Anb　etracht　der　S。油eelast冊de
aUfgekliirt．　AIs　die　Ergebnisse　der　seismischen　Antwortanalyse，　in　mehr　als　60berer瓶tensitat，　nahm　die
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maximale　Antwortverlagenlng皿it　einer　Schneelastzunahme　zu．　Die　Schadensausdeh．nung　von　starker
Bewegung　wahrend　der　Sch皿eej　ahreszeit　wurde　aufgekltirt．
Kapite14－Die　Beziehung　zwischen　dem　dynamischen　Verhalten　von　Dachschnee　und　der　seismischen
Antwort．
　　　　ln　Kapitel　4　bedacht　gnmdlegende　schvvankende　Ti　schpri血ng，　die　l－Witz　flach　benutzt，　das　dynamische
Verhalten　des　D　achs　chnees　und　A伽。血nerkrnale　Hol　zhauser　aufzuklaren，　Modell　wurde　herausge甘agen．
Die　Beziehung　zwisohen　den　Bruclmlerkmalen　des　Dachschnees　und　der　Beschleu且igung　des　Dachschnees，
die　Beziehung　zvvischen　den　B皿chmer㎞ale皿vom　Da。hsc㎞ee　und　der　s血㎞r。llen　AntWort，　die　Beziehung
zWischen　der　Beziehung　zwischen　dem　dynamische血Verhalten　w哲hrend　Dachsc㎞ees，　der　mtsoht，　und
strukturelle　AntWort　vvurde　in　der　P前fung　untersucht．　AIs　die　Ergebnisse　geschah　der　D　achschnoebruch　in
der　schwachen　Schicht　der　waagerechte皿Ober肱he．　Die　Antwo血nerkm　ale　wahrend　Dachsc㎞ee5，　der
mtscht，　wurden　Merkmale，　Material　zu　bedaohen，　die　Phase　zwi　schen　D　achschnee　und　strukt　ureller　Antwort，
von　Oberfltiche　beei直flu13t．
K。pit，15－Das　seis㎡・ch・D・・ign　und　die　Verstli・kung　fiir　H・1油註u・。・血・chneeb・d・。ktem　G・bi・t　mit　in
Anb　etracht　des　dynamischen　Verhaltens　des　D　achschnees．
　　　　hK、pitel・5，　b・・i・rt・・aUfd・m鞘ssen，　d・・in・K・pit・14h・π・chち面・醐・此erst・ll・nd・n　M・・㎞・1・mit　in
肋，仕acht　d・・dynami・・he繭・halten・d・・Dach・chnee・wurde・unt…ucht・Die　Bezi・h㎜9湘・chen　d・m
dyn、血・ch・n　Ve・h・lt・n　des　Dachschnee・㎜d・ei・mi・cher　1intW。虻H。1曲・e・冊d・v・血d…ei・mi・ch・n
dn㈱価。ly、e　untersu・hちdi・di・wi・d・・herst・11・nd・n　M・・kma1・b・nu磁・ln　d・・姻yse冊d・d・・
㎝9。n。mm・且e蜘加sch・Ve・h・lt・韮d・・D・。h・chn・e・d・・Ni・h幡・h・n”v。n　Dach・chnee”・”S・㎞…d…uf
且aches　Dach　mtschザ’，㎜d”Schnee，　der　aUf　Giebeldach　rutscht”，　erwogen．　Als　die　Ergebnisse　IieB　das
d脚、mische　Verh・1t・n　d・・Dach・chnee・die・AntW。貢9・・ch曲出gk・it皿d　die　Antw・・tv・・1・g・nmg　h・㎜teL
hder　StrUlnr　mit　in　A皿be仕acht　des　Sc㎞㏄s　Tiefb　LOm，　wenn　Schneelast　mehr　als　es，　die
AntW。傭1、g。㎜g冊w・㎡9・r，・1・面e　Si・h・・h・it・Ve・1・g・n・ng・bes。㎞独・B・・i・伽価・・emWssen・dem
、ei、mi，ch。n　D，、ig且㎜d　de・Versta・lrung　mit血舳・tracht　des　dyna㎡・ch・漁・halten・des　Dachs・hnee・
wurde　vorgeschlagen．
Kapitel　6－SchlUsse．
　　　　Auf　die　durch　dieses　StUdiuエn　erhaltene血Schltisse　wurde　i皿Kapitel　6　hingewiesen．
kUn丘ige血AUfgaben　dieses　Studiums　wurde　hingewiese皿．
Und　auf　die
　　　　W，darUber　an9，g・b・n，　w・・d・n出・E・geb㎡・se　di・・e・S顧um・g・n甑d・鵬it出・H。1・hau・e・EntSViirSi・
mit　in　Anb伽oht　Intera㎞on　zwischen　Sc㎞ee　und　starker　Bewegung　in　schn㏄bedecktem　Gebiet血achen，
